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「共済事業を行う消費生活協同組合における共済計理人の実務指針要領」及び「同解説書」新旧対照表 

 
 

共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

第1条（実務指針要領） 

１．この「共済事業を行う消費生活協同組合

（以下「組合」という。）における共済計

理人の実務指針要領」（以下「実務指針要

領」という。）は、消費生活協同組合法（以

下「法」という。）第 50 条の 11 の規定に

従い組合において選任された共済計理人

が次条の職務を遂行する場合の実務の標

準的な指針として、一般社団法人日本共済

協会生活協同組合委員会（以下「生協委員

会」という。）が定めたものである。 

 

 

 

 

 

 

２．実務指針要領は、生協委員会の下に設置

された「消費生活協同組合における共済計

理人の実務指針等検討委員会」（以下「実

務指針等検討委員会」という。）において、

共済の数理の実務として適切と判断され

第1条（実務指針要領） 

① この実務指針要領解説書は、実務指針

要領の解釈について補足的に説明を加

えるものである。 

② 実務指針要領及び実務指針要領解説

書において、「法第○条」とあるのは、

消費生活協同組合法第○条を意味し、

「規則第○条」とあるのは、消費生活協

同組合法施行規則第○条を意味し、「規

程第○条」とあるのは、消費生活協同組

合法施行規程第○条を意味し、「告示第

○条」とあるのは、平成 21 年 10 月 15

日厚生労働省告示第445号「消費生活協

同組合における共済計理人の確認の基

準」第○条を意味するものとする。また、

単に、「第○条」とあるのは、実務指針

要領第○条を意味するものとする。 

第 2項 

実務指針要領は、生協委員会が実務指

針等検討委員会に依頼して、共済計理人

が法第50条の12第1項に規定する共済

計理人の確認業務を遂行する際の基準

第1条（実務指針要領） 

１．この「共済事業を行う消費生活協同組合

（以下「組合」という。）における共済計

理人の実務指針要領」（以下「実務指針要

領」という。）は、消費生活協同組合法（以

下「法」という。）第 50 条の 11 の規定に

従い、共済事業を行う組合において選任さ

れた共済計理人が、次条の職務を遂行する

場合の実務の標準的な指針を、一般社団法

人日本共済協会生活協同組合委員会（以下

「生協委員会」という。）が実務指針要領

として定めたものである。 

 

 

 

 

 

２．この実務指針要領は、生協委員会のもと

に設置された「消費生活協同組合における

共済計理人の実務指針等検討委員会」（以

下「実務指針等検討委員会」という。）に

おいて、共済の数理の実務として適切と判

第1条（実務指針要領） 

① この実務指針要領解説書は、実務指針

要領の解釈について補足的に説明を加

えるものである。 

② 実務指針要領及び実務指針要領解説

書において、「法第○条」とあるのは、

消費生活協同組合法第○条を意味し、

「規則第○条」とあるのは、消費生活協

同組合法施行規則第○条を意味し、「規

程第○条」とあるのは、消費生活協同組

合法施行規程第○条を意味し、「告示第

○条」とあるのは、平成 21 年 10 月 15

日厚生労働省告示第445号「消費生活協

同組合における共済計理人の確認の基

準」第○条を意味するものとする。また、

単に、「○条」とあるのは、実務指針要

領第○条を意味するものとする。 

第 2項 

実務指針要領は、生協委員会が、実務

指針等検討委員会に依頼して共済計理

人が、法第50条の 12第 1項に規定され

た共済計理人の確認業務を遂行する際
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

たものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．共済計理人の確認業務は法令、平成 21

年 10月 15日厚生労働省告示第445号（以

下「告示」という。）及び「共済事業を行

う消費生活協同組合における共済計理人

の実務指針原則」（以下「実務指針原則」

という。）に基づいて行われることが基本

であり、実務指針要領は当該要領によらな

い方法に基づく確認業務を妨げるもので

はない。 

である法令及び告示を前提に、共済計理

人としてなすべきと考えられている告

示第2条第 5号に掲げる「その他実務と

して適切と認められる共済の数理の方

法」として示したものであり、共済計理

人の確認業務が法令、告示及び実務指針

要領に基づいて行われた場合、共済計理

人の職務は果たされたものとする。 

 

第 3項 

共済計理人が、実務指針原則に基づ

き、自らの判断で確認業務を行うことが

できる。 

断されたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．共済計理人の確認業務は法令、平成 21

年 10月 15日厚生労働省告示第445号（以

下「告示」という。）及び実務指針原則に

基づいて行われることが基本であり、この

実務指針要領は当該要領によらない方法

に基づく確認業務を妨げるものではない。 

の基準である法令及び告示を前提に、共

済計理人としてなすべきと考えられて

いる「その他実務として適切と認められ

る共済の数理の方法」として示したもの

であり、また、共済計理人の確認業務が

法令、告示及びこの実務指針要領に基づ

いて行われた場合、共済生協として、共

済計理人の職務は果たされたものとす

る。 

第 3項 

共済計理人が、実務指針原則に基づ

き、自らの判断で確認業務を行うことが

できる。 

第2条（共済計理人の確認業務） 

共済計理人は、毎事業年度末において、

消費生活協同組合法施行規則（以下「規則」

という。）第 194 条各号に掲げる基準及び

告示により法第 50 条の 2 第 1 項各号に掲

げる事項について確認し、その結果を記載

した意見書及びその確認方法などを記載

した附属報告書を作成しなければならな

い。 

 
第2条（共済計理人の確認業務） 

共済計理人は、消費生活協同組合法施行

規則（以下「規則」という。）第 194 条の

規定により確認し、その結果を記載した意

見書、及びその確認方法などを記載した附

属報告書を作成しなければならない。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

第3条（意見書の理事会への提出） 

１．共済計理人は、規則第196条第 1項の定

めるところにより、法第 31 条の 7 第 2 項

に規定する決算関係書類（以下「決算関係

書類」という。）の作成後、最初に招集さ

れる理事会に、意見書を提出しなければな

らない。 

２．共済計理人は、意見書を理事会に提出す

るときは、規則第196条第 2項の規定に基

づき、附属報告書を添付しなければならな

い。 

 第3条（意見書の理事会への提出） 

１．共済計理人は、規則第196条第 1項の定

めるところにより、決算関係書類の作成

後、最初に招集される理事会に、意見書を

提出しなければならない。 

 

 

２．共済計理人は、意見書を理事会に提出す

るときは、規則第196条第 2項の規定に基

づき、その附属報告書を添付しなければな

らない。 

 

第3条の 2（意見書の行政庁への提出） 

１．共済計理人は、法第 50 条の 12 第 2 項

の規定に基づき、意見書を理事会に提出し

た後、遅滞なく、その写しを行政庁に提出

しなければならない。 

２．共済計理人は、意見書の写しを行政庁に

提出するときは、規則第196条第2項の規

定に基づき、附属報告書を添付しなければ

ならない。 

 第3条の 2（意見書の行政庁への提出） 

１．共済計理人は、法第 50 条の 12 第 2 項

の規定に基づき、意見書を理事会に提出し

た後、遅滞なく、その写しを行政庁に提出

しなければならない。 

２．共済計理人は、意見書の写しを行政庁に

提出するときは、規則第196条第 2項の規

定に基づき、附属報告書を添付しなければ

ならない。 

 

第3条の 3（意見書の監事への通知） 

共済計理人は、監事（会計監査人監査組

合（規則第 72 条第 1 項に規定する会計監

査人監査組合をいう。）にあっては監事及

び会計監査人をいう。以下同じ。）へ監査

を受けるべき決算関係書類が提出された

後、遅滞なく、監事に対し、意見書及び附

第3条の 3（意見書の監事への通知） 

第3条の 3の「監事」には、監事（会計

監査人監査組合（規則第 72 条第 1 項に規

定する会計監査人監査組合をいう。）にあ

っては監事及び会計監査人）のほか、会計

監査人の委託を受けたコンサルティン

グ・アクチュアリー等を含む。 

第3条の 3（意見書の監事への通知） 

共済計理人は、監事（会計監査人監査組

合（規則第 72 条第 1 項に規定する会計監

査人監査組合をいう。）にあっては監事及

び会計監査人をいう。以下同じ。）へ監査

を受けるべき決算関係書類が提出された

後、遅滞無く、監事に対し、意見書及び附

第3条の 3（意見書の監事への通知） 

第3条の 3中「監事」には、監事（会計

監査人監査組合（規則第 72 条第 1 項に規

定する会計監査人監査組合をいう。）にあ

っては監事及び会計監査人）のほか、会計

監査人の委託を受けたコンサルティン

グ・アクチュアリー等を含む。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

属報告書の内容を通知しなければならな

い。 

属報告書の内容を通知しなければならな

い。 

第4条（監事との協力） 

共済計理人は、告示第2条第 1号の規定

に基づき、監事と協力し、双方の職務の遂

行のために必要な情報の交換に努めなけ

ればならない。 

第4条（監事との協力） 

① 共済計理人は、意見書及び附属報告書

を作成する際に、必要があれば、監事に

対して、情報の提供を要請しなければな

らない。 

② 共済計理人は、監事に意見書及び附属

報告書の内容を通知した後に、監事から

当該資料及びこれらに関する情報の提

供について要請があった場合は、速やか

にこれを提供しなければならない。 

第4条（監事との協力） 

共済計理人は、告示第2条第 1号の規定

に基づき、監事と協力し、双方の職務の遂

行のために必要な情報の交換に努めなけ

ればならない。 

第4条（監事との協力） 

① 共済計理人は、意見書及び附属報告書

を作成する際に、必要があれば、監事に

対して、情報の提供を要請しなければな

らない。 

② 共済計理人は、監事に意見書及び附属

報告書の内容を通知した後に、監事から

当該資料及びこれらに関する情報の提

供について要請があった場合は、すみや

かにこれを提供しなければならない。 

第5条（実務指針要領の改定） 

１．実務指針要領は、法令・告示等の改正、

会計基準の改正、共済の数理やコンピュー

ター技術の進歩、共済事業環境の変化など

に伴い、随時、必要に応じて改定を行うも

のとする。 

２．前項の改定は、実務指針等検討委員会に

おいて検討されるものとする。 

第5条（実務指針要領の改定） 

実務指針等検討委員会は、共済計理人の

確認に関する状況を毎年調査・検証し、こ

の状況を踏まえ、事業環境の変化を勘案し

て、実務指針要領の改定の必要性の確認を

速やかに行う。 

第5条（実務指針要領の改定） 

１．この実務指針要領は、法令・告示等の改

正、会計基準の改正、共済の数理やコンピ

ューター技術の進歩、共済事業環境の変化

などに伴い、随時、必要に応じて改定を行

うものとする。 

２．前項の改定は、実務指針等検討委員会に

おいて検討されるものとする。 

第5条（実務指針要領の改定） 

共済計理人の確認に関する状況を毎年

調査・検証し、この状況を踏まえ、事業環

境の変化を勘案して、実務指針要領改定の

必要性の確認を速やかに行う。 

第6条（責任準備金） 

１．責任準備金とは、「共済契約に基づく将

来における債務の履行に備えるため、共済

事故の発生、事業経費支出及び資産運用状

況などを考慮し、組合の将来の支払能力に

支障が生じない水準となるように当該債

第6条（責任準備金） 

責任準備金中の共済掛金積立金は、「現

時点で予測される合理的なリスク」（いわ

ゆるreasonable risk）を担保するもので

あり、「合理的なリスクを超えるリスク」

（いわゆる plausible risk）は、責任準

第6条（責任準備金） 

１．責任準備金とは、「共済契約に基づく将

来における債務の履行に備えるため、共済

事故の発生、事業経費支出及び資産運用状

況などを考慮し、組合の将来の支払能力に

支障が生じない水準となるように当該債

第6条（責任準備金） 

責任準備金中の共済掛金積立金は、「現

時点で予測される合理的なリスク」（いわ

ゆるreasonable risk）を担保するもので

あり、「合理的なリスクを超えるリスク」

（いわゆる plausible risk）は、責任準
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

務を共済の数理的に評価した、組合の積み

立てなければならない金額」である。 

２．前項の支払能力とは、「現時点で合理的

に予測される、共済契約に基づく共済金及

び解約返戻金などの将来における給付額

を、組合が遅滞なく支払う能力」である。 

備金中の異常危険準備金、価格変動準備金

などのソルベンシー・マージンの構成項目

により担保する。 

務を共済の数理的に評価した、組合の積み

立てなければならない金額」である。 

２．前項の支払能力とは、「現時点で合理的

に予測される、共済契約に基づく共済金及

び解約返戻金などの将来における給付額

を、組合が遅滞なく支払う能力」である。 

備金中の異常危険準備金、価格変動準備金

などのソルベンシー・マージンの構成項目

により担保する。 

第7条（責任準備金積立ての確認） 

１．共済計理人は、法第50条の 12第 1項第

1号の規定に基づき、責任準備金が健全な

共済の数理に基づいて積み立てられてい

ることを確認しなければならない。 

２．共済計理人は、前項の確認を、次の各号

に掲げる要件が満たされていることを確

認することにより行わなければならない。 

① 当該事業年度末の責任準備金が、規則

第179条に規定するところにより、適正

に積み立てられていること 

② 告示第 3条第 1項の規定に基づき、法

第50条の12第1項第1号に掲げる事項

についての確認に関する将来収支分析

（以下「1 号収支分析」という。）を行

い、将来の共済事故の発生率、資産の状

況等を考慮して責任準備金の積立水準

が十分であること（なお、1号収支分析

の対象となる責任準備金は、原則として

対象共済契約の事業年度末における共

済掛金積立金であり、特に必要であると

第7条（責任準備金積立ての確認） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2項 

① 責任準備金は、共済掛金積立金、未

経過共済掛金、異常危険準備金が、そ

れぞれ、規則第 179 条に基づき、適正

に計算され、積み立てられていること

を確認しなければならない。 

 

 

 

 

第7条（責任準備金積立ての確認） 

１．共済計理人は、法第50条の 12第 1項第

1号の規定に基づき、責任準備金が健全な

共済の数理に基づいて積み立てられてい

ることを確認しなければならない。 

２．共済計理人は、前項の確認を以下の通り

行わなければならない。 

 

① 当年度末の責任準備金が規則第 179

条第1項及び第2項に規定するところに

より、適正に積み立てられていること 

② 告示第 3条第 1項の規定に基づき、法

第50条の12第1項第1号に掲げる事項

についての確認に関する将来収支分析

（以下「1 号収支分析」という。）を行

い、将来の共済事故の発生率、資産の状

況等を考慮して責任準備金の積立水準

が十分であること（なお、1号収支分析

の対象となる責任準備金は、原則として

対象共済契約の事業年度末における共

済掛金積立金であり、特に必要であると

第7条（責任準備金積立ての確認） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2項 

① 責任準備金は、共済掛金積立金、未

経過共済掛金、異常危険準備金から構

成されるが、1号収支分析は、原則とし

て共済掛金積立金の十分性を確認する

ものであり、未経過共済掛金、異常危

険準備金については、規則第 179 条に

基づき、適正に計算され、積み立てら

れていることを確認しなければならな

い。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

判断する場合は、未経過共済掛金を含め

ることとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．前項第 1号の確認は、次の各号に掲げる

要件を確認することとする。 

① 責任準備金が、当該事業年度末におい

て、「共済掛金積立金」「未経過共済掛金」

「異常危険準備金」の区分に応じて、共

済掛金及び責任準備金の算出方法書に

記載された方法に従って計算され、積み

立てられていること 

② 「共済掛金積立金」については、次の

イからハに掲げる区分に応じ、当該イか

らハに定める額を下回っていないこと 

イ．ロ及びハ以外 規則第 179条第 2項

第 1 号に規定する平準純共済掛金式

 

 

② 1号収支分析は、原則として共済掛金

積立金の十分性を確認するものであ

り、算出方法書に記載された方法によ

る責任準備金の積立てを、将来にわた

って維持できるかどうかを判断するも

のである。 

③ 1 号収支分析による共済掛金積立金

の確認に際して、年払契約や前納契約

が多い場合など、未経過共済掛金の将

来の収支への影響が大きいと共済計理

人が判断する場合には、1号収支分析の

対象に未経過共済掛金を加えることが

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

判断される場合は、未経過共済掛金を含

めることとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．前項第 1号の確認は、以下の通り行わな

ければならない。 

① 責任準備金が、決算期において、「共

済掛金積立金」「未経過共済掛金」「異常

危険準備金」の区分に応じて、共済掛金

及び責任準備金の算出方法書に記載さ

れた方法に従って計算され、積み立てら

れていること 

② 共済掛金積立金については、厚生労働

大臣の承認に基づく責任準備金を下回

っていないこと 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

② 1 号収支分析による共済掛金積立金

の確認に際して、年払契約や前納契約

が多い場合など、未経過共済掛金の将

来の収支への影響が大きいと共済計理

人が判断する場合には、1号収支分析の

対象に未経過共済掛金を加えることが

できる。 

 

 

 

 

 

第 3項 

1 号収支分析は、厚生労働大臣の認可

に基づく責任準備金の積立を、将来にわ

たって維持できるかどうかを判断する

ものである。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

（以下「平準純共済式」という。）に

より計算した額 

ロ．規則第179条第 2項第 2号による共

済掛金積立金 行政庁の認可に基づ

く額 

ハ．規則第179条第 3項による追加的な

責任準備金 行政庁の認可に基づく

額 

 ③ 「異常危険準備金」については、規則

第179条第4項に規定する異常危険準備

金に区分して積み立てられていること 

 

４．前項第2号ロに掲げる共済掛金積立金に

ついては、当該事業年度末における額と平

準純共済掛金式により計算した額との差

額を確認しなければならない。 

５．共済計理人は、告示第3条第2項の規定

に基づき、第2項第 2号にかかわらず、次

の各号に掲げる条件に合致する共済契約

の責任準備金については 1 号収支分析を

行わないことができる。 

① 共済掛金積立金を積み立てることを

要しない共済契約 

② 共済事業規約において、組合が責任準

備金及び共済掛金の計算の基礎となる

予定利率を変更できる旨を約してある

共済契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5項 

第7条第5項各号の条件に合致する共

済契約としては、次のイ及びロに掲げる

ものが挙げられる。 

イ．共済掛金積立金を積み立てることを

要しない共済契約 

火災共済、自動車共済、団体定期生命

共済などの共済期間が 1 年以下であ

る共済契約 

ロ．共済事業規約において、組合が責任

準備金及び共済掛金の計算の基礎と

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 「異常危険準備金」については、規則

第179条第4項に規定する異常危険準備

金に区分して積み立てられていること 

 

 

（新設） 

 

 

４．共済計理人は、告示第3条第2項の規定

に基づき、第2項第 2号にかかわらず、以

下の条件に合致する共済契約の責任準備

金については 1 号収支分析を行わないこ

とができる。 

① 共済掛金積立金を積み立てることを

要しない共済契約 

② 共済事業規約において、組合が責任準

備金及び共済掛金の計算の基礎となる

予定利率を変更できる旨を約してある

共済契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4項 

第7条第4項各号の条件に合致する共

済契約としては、以下のものが挙げられ

る。 

イ．共済掛金積立金を積み立てることを

要しない共済契約 

火災共済、自動車共済、団体定期生命

共済などの共済期間が1年以下である

共済契約 

ロ．共済事業規約において、組合が責任

準備金及び共済掛金の計算の基礎と
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

６．共済計理人は、告示第3条第3項の規定

に基づき、共済契約の内容、資産の状況そ

の他の共済事業の特性及び社会経済情勢

の動向を勘案し、必要があると認められる

ときは、1号収支分析に代えて、共済の数

理に照らして合理的な別の方法により、責

任準備金の積立水準が十分であることを

確認することができる。この場合におい

て、共済計理人は、その旨を意見書に記載

するとともに、1号収支分析に代えて別の

方法により確認することが適切であるこ

との根拠を附属報告書に記載しなければ

ならない。 

なる係数を変更できる旨を約してあ

る共済契約 

団体年金共済などの共済契約 

   

 

 

 

５．共済計理人は、告示第3条第3項の規定

に基づき、共済契約の内容、資産の状況そ

の他の共済事業の特性及び社会経済情勢

の動向を勘案し、必要があると認められる

ときは、1号収支分析に代えて、共済の数

理に照らして合理的な別の方法により、責

任準備金の積立水準が十分であることを

確認することができる。この場合におい

て、共済計理人は、その旨を意見書に記載

するとともに、1号収支分析に代えて別の

方法により確認することが適切であるこ

との根拠を附属報告書に記載しなければ

ならない。 

なる係数を変更できる旨を約してあ

る共済契約 

団体年金共済などの共済契約 

第8条（1号収支分析の実施） 

１．1号収支分析は、告示第4条第 1項の規

定に基づき、毎事業年度行うものとし、1

号収支分析が対象とする期間（以下「1号

分析期間」という。）は、少なくとも基準

時点（意見書の対象となる事業年度の末日

をいう。以下同じ。）から10年間とする。 

 

 

 

 

第8条（1号収支分析の実施） 

第1項 

① 1号収支分析は、設定したシナリオの

もとで、将来のキャッシュ・フローを想

定することによって、資産と負債のマッ

チングの状況を把握するものである。 

② 1号収支分析には、すでに締結してい

る共済契約だけでなく、将来締結する共

済契約（推定）も含めて実行する方式（以

下「オープン型の将来収支分析」とい

う。）と、すでに締結している共済契約

第8条（1号収支分析の実施） 

１．1号収支分析は、告示第4条第 1項の規

定に基づき、毎事業年度行うものとし、1

号収支分析が対象とする期間（以下第 14

条まで「1 号分析期間」という。）は、少

なくとも基準時点（意見書の対象となる事

業年度の末日をいう。）から 10 年間とす

る。 

 

 

 

第8条（1号収支分析の実施） 

第1項 

① 1号収支分析は、設定したシナリオの

もとで、将来のキャッシュ・フローを想

定することによって、資産と負債のマッ

チングを把握するものである。 

② 1号収支分析には、すでに締結されて

いる共済契約だけでなく、将来締結され

る共済契約（推定）も含めて実行する方

式（以下「オープン型の将来収支分析」

という。）と、すでに締結している共済
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．1号収支分析は、告示第4条第 2項の規

定に基づき、共済事業の種類ごとに行う。

ただし、共済計理人が特に必要と判断する

場合は、さらに細分化した共済契約の群団

ごとに1号収支分析を行うことができる。

また、共済計理人が合理的であると判断す

る場合は、複数の共済事業の種類をまとめ

て1号収支分析を行うことができる。 

３．1号収支分析は、告示第5条の規定に基

づき、次の各号のいずれかの方法により行

うものとする。 

① 経済環境、事業環境及び共済契約の推

進、資産運用等の事業の運営方針並びに

のみで実行する方式（以下「クローズド

型の将来収支分析」という。）があるが、

組合の保有する契約や資産の状況等に

応じて、オープン型又はクローズド型の

いずれか、共済計理人が適切であると判

断する方式を用いることとする。ただ

し、方式を変更する場合には、適切であ

ると判断する理由とともに、その旨を附

属報告書に記載しなければならない。 

③ 1 号分析期間は少なくとも 10 年間で

あるが、共済計理人は、必要に応じて、

より長い 1 号分析期間を設定すること

ができる。 

第 2項 

① 複数の共済事業の種類をまとめて 1

号収支分析を行う場合として、例えば、

一般に契約量も少なく、全体収支に及ぼ

す影響が小さい共済事業の種類におい

ては、その他の適当な共済事業の種類と

まとめて 1 号収支分析を行う場合等が

挙げられる。 

② 複数の共済事業の種類をまとめて 1

号収支分析を行う場合には、合理的であ

ると判断する理由とともに、その旨を附

属報告書に記載しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．1号収支分析は、告示第4条第 2項の規

定に基づき、共済事業ごとに行う。ただし、

共済計理人が特に必要と判断する場合は、

さらに細分化した共済契約の群団ごとに、

1号収支分析を行うことができる。また、

共済計理人が合理的であると判断する場

合は、複数の共済事業をまとめて、1号収

支分析を行うことができる。 

３．1号収支分析は、告示第5条の規定に基

づき、次の各号のいずれかの方法により行

うものとする。 

① 経済環境、事業環境及び共済契約の推

進、資産運用等の事業の運営方針並びに

契約のみで実行する方式（以下「クロー

ズド型の将来収支分析」という。）があ

るが、組合の保有する契約や資産の状況

等に応じて、オープン型又はクローズド

型のいずれか、共済計理人が適切である

と判断する方式を用いることとする。た

だし、方式を変更する場合には、適切で

あると判断する理由とともに、その旨を

附属報告書に記載しなければならない。 

③ 1 号分析期間は少なくとも 10 年であ

るが、共済計理人は、必要に応じて、よ

り長い 1 号分析期間を設定することが

できる。 

第 2項 

① 複数の共済事業をまとめて 1 号収支

分析を行う場合として、例えば、一般に

契約量も少なく、全体収支に及ぼす影響

が小さい共済事業においては、他の適当

な共済事業とまとめて、1号収支分析を

行う場合等が挙げられる。 

 

② 複数の共済事業の種類をまとめて 1

号収支分析を行う場合には、合理的であ

ると判断する理由とともに、その旨を附

属報告書に記載しなければならない。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

それらの相関関係を考慮し、確率論的な

手法により作成したシナリオのもとに

将来の収支を予測することによって、組

合が将来の共済金等の支払能力を維持

し得るかどうかを判断する方法 

② 確率論的な手法以外の手法により作

成した複数のシナリオのもとに将来の

収支を予測することによって、組合が将

来の共済金等の支払能力を維持し得る

かどうかを判断する方法 

それらの相関関係を考慮し、確率論的な

手法により作成したシナリオのもとに

将来の収支を予測することによって、組

合が将来の共済金等の支払能力を維持

し得るかどうかを判断する方法 

② 確率論的な手法以外の手法により作

成した複数のシナリオのもとに将来の

収支を予測することによって、組合が将

来の共済金等の支払能力を維持し得る

かどうかを判断する方法 

第9条（確率論的1号収支分析） 

１．共済計理人は、前条第3項第1号の方法

による分析（以下「確率論的1号収支分析」

という。）の前提の設定に際しては、少な

くとも次の各号に掲げる点について留意

しなければならない。また、これらの要素

について、使用した値の根拠を附属報告書

に記載しなければならない。 

① 利回りに関するシナリオは、告示第6

条第 1項第 1号の規定に基づき、責任準

備金として積み立てるべき合理的な水

準を判断するために、将来の利回りを予

測する適切な方法に基づいて、十分な数

を作成しなければならない。 

② 評価差額金のうち、株式に係るものの

取崩しによる責任準備金積立財源への

充当は、原則として行わない。ただし、

第9条（確率論的1号収支分析） 

第1項 

割戻金は、契約者割戻金及び利用分量

割戻金をいう。 

第9条（確率論的1号収支分析） 

１．共済計理人は、前条第3項第1号の方法

による分析（以下「確率論的1号収支分析」

という。）の前提の設定に際しては、少な

くとも以下の諸点について留意しなけれ

ばならない。また、これらの要素について、

使用した値の根拠を附属報告書に記載し

なければならない。 

① 利回りに関するシナリオは、告示第6

条第 1項第 1号の規定に基づいて、責任

準備金として積み立てるべき合理的な

水準を判断するために、将来の利回りを

予測する適切な方法に基づいて、十分な

数を作成しなければならない。 

② 評価差額金のうち、株式に係るものの

取崩しによる責任準備金積立財源への

充当は、原則として行わない。ただし、

第9条（確率論的1号収支分析） 

第1項 

割戻金は、契約者割戻金及び利用分量

割戻金をいう。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

健全性の維持に問題がないと判断する

場合には、合理的な基準に従い、継続的

に株式に係る評価差額金を取り崩し、こ

れを責任準備金積立財源に充当するこ

ととして、確率論的1号収支分析を行う

ことができる。 

③ 新契約（組合が1号分析期間の期初以

降に新たに締結する契約をいう。以下同

じ。）に係る契約高（以下「新契約高」

という。）、共済契約の継続率、共済事故

の発生率、事業経費、外貨建資産（責任

準備金の通貨と異なる通貨建の資産を

いう。以下同じ。）の資産運用収益、資

産配分等資産運用の状況、割戻金の状況

並びに価格変動準備金及び異常危険準

備金への繰入れに関するシナリオは、告

示第6条第 1項第 2号の規定に基づき、

過去の実績値及び将来の変化を勘案し

た合理的なものでなければならない。た

だし、新契約の締結を見込まないことが

適切と判断し、クローズド型の将来収支

分析を行う場合は、新契約高及び新契約

の締結に係る事業経費を見込まないこ

とができる。 

④ 将来の株式及び不動産の価格、為替の

換算率等の資産の時価の変動による損

益の発生については、告示第 6 条第 1

健全性の維持に問題がないと判断され

る場合には、合理的な基準に従い、継続

的に株式に係る評価差額金を取り崩し、

これを責任準備金積立財源に充当する

こととして、確率論的1号収支分析を行

うことができる。 

③ 新契約（組合が1号分析期間の期初以

降に新たに締結する契約をいう。以下こ

の条において同じ。）に係る契約高（以

下「新契約高」という。）、共済契約の継

続率、共済事故の発生率、事業経費、外

貨建資産（責任準備金の通貨と異なる通

貨建の資産をいう。以下同じ。）の資産

運用収益、資産配分等資産運用の状況、

割戻金の状況並びに価格変動準備金及

び異常危険準備金への繰入に関するシ

ナリオは、告示第6条第 1項第 2号の規

定に基づき、過去の実績値及び将来の変

化を勘案した合理的なものでなくては

ならない。ただし、新契約の締結を見込

まないことが適切と判断し、クローズド

型の将来収支分析を行う場合は、新契約

高及び新契約の締結に係る事業経費を

見込まないことができる。 

④ 将来の株式及び不動産の価格、為替の

換算率等の資産の時価の変動による損

益の発生については告示第6条第1項第
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

項第3号の規定に基づき、考慮しない。 

⑤ 次のイからホに掲げる項目などにつ

いては、第1号に掲げる利回りに関する

シナリオ及び当該各項目について、相互

の影響を考慮しなければならない。 

イ．新契約進展率 

ロ．共済契約の継続率 

ハ．共済事故の発生率 

ニ．事業経費 

ホ．資産配分等資産運用の状況 

２．共済計理人は、告示第7条第1項第 1号

の規定に基づき、確率論的1号収支分析の

結果、作成したすべてのシナリオのうち

90％以上のシナリオにおいて、1号分析期

間の期初以降の 5 年間のすべての事業年

度末における算出方法書に記載された方

法による責任準備金の積立てが可能であ

ることについて確認しなければならない。 

3号の規定に基づき、考慮しない。 

⑤ 以下の項目などについては、第1号に

掲げる利回りに関するシナリオ及び以

下の各項目について、相互の影響を考慮

しなければならない。 

イ．新契約進展率 

ロ．共済契約の継続率 

ハ．共済事故の発生率 

ニ．事業経費 

ホ．資産配分等資産運用の状況 

２．共済計理人は、告示第 7 条第 1 項第 1

号の規定に基づき、確率論的1号収支分析

の結果、作成したすべてのシナリオのうち

90％以上のシナリオにおいて 1 号分析期

間の期初以降の 5 年間のすべての事業年

度末において算出方法書に記載された責

任準備金の積立が可能であることについ

て確認しなければならない。 

第10条（決定論的1号収支分析） 

１．第8条第3項第2号の方法による分析（以

下「決定論的 1 号収支分析」という。）の

前提の各要素は、第 11 条に定めるとおり

とする（このシナリオを「1号基本シナリ

オ」という。以下同じ。）。共済計理人は、

告示第6条第 6項の規定に基づき、共済契

約の内容、資産の状況その他の共済事業の

特性及び社会経済情勢の動向を勘案し、必

 第10条（決定論的1号収支分析） 

１．第8条第3項第2号の方法による分析（以

下「決定論的 1号収支分析」という。）の

前提の各要素は、第 11 条に定める通りと

する（このシナリオを「1号基本シナリオ」

という。以下同じ。）。共済計理人は、告示

第6条第 3項の規定に基づき、共済契約の

内容、資産の状況その他の共済事業の特性

及び社会経済情勢の動向を勘案し、必要が
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

要があると認められるときは、1号基本シ

ナリオによらず、その他の合理的で客観性

のあるシナリオ（このシナリオを「1号任

意シナリオ」という。以下同じ。）に基づ

き、決定論的1号収支分析を行うことがで

きるが、その場合は、その旨を意見書に記

載するとともに、1号基本シナリオを用い

ず、その1号任意シナリオを用いることが

適切であることの根拠を附属報告書に記

載しなければならない。 

２．共済計理人は、決定論的1号収支分析の

結果、告示第7条第 1項第 2号の規定に基

づき、作成したすべてのシナリオにおい

て、1号分析期間の期初以降の5年間のす

べての事業年度末における算出方法書に

記載された方法による責任準備金の積立

てが可能であることについて確認しなけ

ればならない。 

あると認められるときは、1号基本シナリ

オによらず、他の合理的で客観性のあるシ

ナリオ（このシナリオを「1号任意シナリ

オ」という。以下同じ。）に基づき、決定

論的1号収支分析を行うことができるが、

その場合は、その旨を意見書に記載すると

ともに、1号基本シナリオを用いず、その

1 号任意シナリオを用いることが適切で

あることの根拠を、附属報告書に示さなく

てはならない。 

２．共済計理人は、決定論的1号収支分析の

結果、告示第7条第 1項第 2号の規定に基

づき、作成したすべてのシナリオにおい

て、1号分析期間の期初以降の5年間のす

べての事業年度末において算出方法書に

記載された責任準備金の積立がすべての

シナリオで可能であることについて確認

しなければならない。 

第11条（1号基本シナリオ） 

１．第 10 条に定める 1 号基本シナリオは、

次の各号に定めるシナリオをすべて適用

した場合とする。 

 

 

 

① 金利に関するシナリオは、告示第6条

第 2項第 1号の規定に基づき、過去の実

第11条（1号基本シナリオ） 

決定論的1号収支分析においては、シナ

リオを決定する各要素の相関性（例えば、

金利と共済契約の継続率との相関関係な

ど）、将来の事業の運営方針の変更、新契

約進展率の変動などによる影響を、必ずし

も反映しなくてもよい。 

 

第 1項第 1号 

第11条（1号基本シナリオ） 

１．第 10 条に定める 1 号基本シナリオは、

次の各号に定めるシナリオをすべて適用

した場合とする。 

 

 

 

① 金利に関するシナリオは、告示第 6

条第 2項第 1号の規定に基づき、過去の

第11条（1号基本シナリオ） 

決定論的1号収支分析においては、シナ

リオを決定する各要素の相関性（例えば、

金利と共済契約の継続率との相関関係な

ど）、将来の事業の運営方針の変更、新契

約進展率の変動などによる影響を、必ずし

も反映しなくてもよい。 

 

第 1項第 1号 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

績等から合理的に予測される利回りの

変動を反映したものでなければならな

いが、1号基本シナリオの無リスク利回

り（「無リスク利回り」とは、元本及び

利息が保証された金融商品の利回りを

いう。以下同じ。）については、少なく

とも、次のイ及びロに規定する金利シナ

リオを含まなければならない。 

イ．基準時点の長期国債応募者利回りが

1 号分析期間の期初における標準利

率（次項に規定する１号分析期間の期

初における標準利率をいう。以下同

じ。）を上回る場合 次の(1)及び(2)

に掲げるシナリオ 

(1) 無リスク利回りが、1号分析期間

の期初以降 5 年間にわたり毎年均

等な低下幅をもって、基準時点の長

期国債応募者利回りから 1 号分析

期間の期初における標準利率にま

で低下し、その後は一定で推移する

シナリオ 

(2) 無リスク利回りが、1号分析期間

の期初に、基準時点の長期国債応募

者利回りから、基準時点の長期国債

応募者利回りと 1 号分析期間の期

初における標準利率の平均値にま

で低下し、その後は一定で推移する

① 決定論的 1 号収支分析は、原則とし

て、第1項第 1号に規定する金利シナリ

オを用いて行うこととする。ただし、基

準時点の長期国債応募者利回りが、1号

分析期間期初における標準利率（第 11

条第1項第12号を適用したものとする。

以下同じ。）とほぼ同水準であるか、あ

るいは、基準時点の長期国債応募者利回

りが、1号分析期間期初における標準利

率を下回る場合には、参考として、次の

ハの金利シナリオも用いて行う。ハの金

利シナリオを用いる場合、原則として、

上記の要件に該当する共済契約を含む

共済事業の種類に対して当該シナリオ

による1号収支分析を行うものとする。 

 

 

 

 

ハ．無リスク利回りが、即時に 10％低

下（例えば、基準時点の長期国債応募者

利回りが2％の場合は1.8％に低下）し、

以降は一定で推移するシナリオ 

 

（削除） 

 

 

実績等から合理的に予測される利回り

の変動を反映したものでなくてはなら

ないが、1号基本シナリオの無リスク利

回り（（「無リスク利回り」とは、元本及

び利息が保証された金融商品の利回り

をいう。以下同じ。）については、少な

くとも、以下の金利シナリオを含まなけ

ればならない。 

イ．基準時点の長期国債応募者利回りが

1 号分析期間の期初における標準利

率（次項に規定する１号分析期間の期

初における標準利率をいう。以下同

じ。）を上回る場合 次の(1)及び(2)

に掲げるシナリオ 

(1) 無リスク利回りが、1号分析期間

の期初以降 5 年間にわたり毎年均

等な低下幅をもって、基準時点の長

期国債応募者利回りから 1 号分析

期間の期初における標準利率にま

で低下し、その後は一定で推移する

シナリオ 

(2) 無リスク利回りが、1号分析期間

の期初に、基準時点の長期国債応募

者利回りから、基準時点の長期国債

応募者利回りと 1 号分析期間の期

初における標準利率の平均値にま

で低下し、その後は一定で推移する

① 実務指針要領に規定する決定論的 1

号収支分析における金利シナリオにつ

いて、現在の無リスク利回り（長期国債

応募者利回り）が、現在の標準利率（「現

在の標準利率」とは、第 11 条第 1 項第

12 号）とほぼ同水準であるか、あるい

は、現在の無リスク利回りが、現在の標

準利率を下回る場合は、第 11 条第 1 項

第 1号に定める金利シナリオの他に、参

考として、次の金利シナリオについて、

決定論的 1 号収支分析を行わなくては

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

ハ．無リスク利回りが即時に 10％低下

（例えば、現在の無リスク利回りが2％

の場合は1.8％に低下）し、以降は一定

で推移する。 

② 決定論的 1 号収支分析は、原則とし

て、告示に規定する金利シナリオ2種類

を用いて行う。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

シナリオ 

ロ．基準時点の長期国債応募者利回りが

1 号分析期間の期初における標準利

率以下である場合 無リスク利回り

が、1号分析期間の期初以降、基準時

点の長期国債応募者利回りのまま推

移するシナリオ 

② 評価差額金のうち、株式に係るものの

取崩しによる責任準備金積立財源への

充当は、原則として行わない。ただし、

健全性の維持に問題がないと判断する

場合には、基準時点の株式に係る評価差

額金のうち、次のイ又はロのいずれかを

上限として、継続的に株式に係る評価差

額金を取り崩し、これを責任準備金積立

財源に充当することとして、決定論的1

号収支分析を行うことができる。 

イ．株式の帳簿価額×基準時点の長期国

債応募者利回り－当該株式の株主配

当 

ロ．株式の帳簿価額×分析期間期初の標

準利率－当該株式の株主配当 

また、株式以外の資産に係る評価差額金

の取崩し及び含み益の実現による責任

準備金積立財源への充当は、一切行わな

い。 

③ 将来の株式及び不動産の価格、為替の

 

 

 

② 利息及び配当金収入の反映において

は、決定論的1号収支分析を行う共済事

業の種類の有利子負債占率を考慮し、利

回りを計算することができる。 

これも 1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シナリオ 

ロ．基準時点の長期国債応募者利回りが

1 号分析期間の期初における標準利

率以下である場合 無リスク利回り

が、1号分析期間の期初以降、基準時

点の長期国債応募者利回りのまま推

移するシナリオ 

② 評価差額金のうち、株式に係るものの

取崩しによる責任準備金積立財源への

充当は、原則として行わない。ただし、

健全性の維持に問題がないと判断され

る場合には、直近の株式に係る評価差額

金のうち、以下のイ又はロのいずれかを

上限として、継続的に株式に係る評価差

額金を取り崩し、これを責任準備金積立

財源に充当することとして、決定論的1

号収支分析を行うことができる。 

イ．株式の帳簿価額×直近の長期国債応

募者利回り－当該株式の株主配当 

 

ロ．株式の帳簿価額×分析期間期初の標

準利率－当該株式の株主配当 

また、株式以外の資産に係る評価差額金

の取崩し及び含み益の実現による責任

準備金積立財源への充当は、一切行わな

い。 

③ 将来の株式及び不動産の価格、為替の

 

 

 

③ 利息配当金収入の反映においては、決

定論的 1 号収支分析を行う共済事業の

有利子負債占率を考慮し、利回りを計算

することができる。 

これも 1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなく

てはならない。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

換算率等の資産の時価変動による損益

の発生については、告示第6条第 2項第

3号の規定に基づき、考慮しない。また、

債券等の資産については、金利シナリオ

による増減を見込まないものとする。す

なわち、債券等については原価法を適用

するものとする。 

④ 外貨建資産の資産運用収益について

は、次のイ又はロのいずれかとする（為

替の換算率は、基準時点のものを使用）。 

イ．ニューマネーについては、すべて、

長期国債（国内）に投資したものとし、

オールドマネーについては、基準時点

の長期国債応募者利回りで運用収益

が得られるものとする方法 

ロ．その他、合理的な方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 新契約高は、オープン型の1号収支分

析を行う場合は、次のイ又はロのいずれ

かとする。 

 

 

 

 

 

 

第 1項第 4号 

外貨建資産の資産運用収益の「その

他、合理的な方法」とは、ニューマネー

（新たに収入される共済掛金及び資産

運用収益等により、前事業年度末よりも

増加した分の資産を「ニューマネー」と

いう。なお、前事業年度末よりも資産が

減少している場合は、ニューマネーはな

いものとする。以下同じ。）については、

すべて、長期国債（国内）に投資したも

のとし、オールドマネー（ニューマネー

以外の資産を「オールドマネー」という。

以下同じ。）については、当該資産の運

用収益をそのまま収入とする（為替の換

算率は基準時点のものを使用する）方法

である。 

 

第 1項第 5号、第 6号、第 7号 

新契約の共済事業の種類の構成比、共

済契約の継続率、共済事故の発生率のシ

ナリオの中で「原則として」とあるのは、

換算率等の資産の時価変動による損益

の発生については告示第6条第2項第3

号の規定に基づき、考慮しない。また、

債券等の資産については、金利シナリオ

による増減を見込まないものとする。す

なわち、債券等については原価法を適用

するものとする。 

④ 外貨建資産の資産運用収益について

は、以下の通りとする（為替の換算率は、

直近のものを使用）。 

イ．ニューマネーについては、すべて、

長期国債（国内）に投資したものとし、

オールドマネーについては、直近の長

期国債応募者利回りで運用収益が得

られるものとする方法 

ロ．その他、合理的な方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 新契約高は、オープン型の1号収支分

析を行う場合は、以下のイ又はロのいず

れかとする。 

 

 

 

 

 

 

第 1項第 4号 

外貨建資産の資産運用収益の「その

他、合理的な方法」とは、ニューマネー

（新たに収入される共済掛金及び資産

運用収益等により、前年度末よりも増加

した分の資産を「ニューマネー」という。

なお、前年度末よりも資産が減少してい

る場合は、ニューマネーはないものとす

る。以下同じ。）については、すべて、

長期国債（国内）に投資したものとし、

オールドマネー（ニューマネー以外の資

産を「オールドマネー」という。以下同

じ。）については、当該資産の運用収益

をそのまま収入とする（為替の換算率は

直近のものを使用する）方法である。 

 

 

第 1項第 5号、第 6号、第 7号 

新契約の共済事業構成比、共済契約の

継続率、共済事故の発生率のシナリオの

中で「原則として」とあるのは、例えば、
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

イ．直近年度（意見書の対象となる事業

年度をいう。以下同じ。）の新契約高 

ロ．直近年度を含む過去3年間の新契約

高の平均値 

また、新契約の共済事業の種類の構成比

も、原則として、上記のイ又はロのいず

れかによるものとする。 

一方、新契約の締結を見込まないことが

適切と判断し、クローズド型の1号収支

分析を行う場合は、翌年度（直近年度の

翌事業年度をいう。以下同じ。）以降の

新契約高を見込まないものとする。 

⑥ 共済契約の継続率は、原則として、共

済事業の種類及び経過年数ごとに、直近

年度の実績値又は直近年度を含む過去

3年間の平均値とする。 

⑦ 共済事故の発生率は、原則として、共

済事業の種類及び経過年数ごとに、次の

イ又はロのいずれかとする。 

イ．死亡率など共済事故の発生率の直近

年度の実績値又は直近年度を含む過

去3年間の平均値 

ロ．直近年度を含む過去3年間の死亡率

など共済事故の発生率を用い、共済計

理人が合理的な予測に基づき算定し

た値 

ただし、一定の偶然の事故によって生ず

例えば、次のイから二のようなときに

は、共済計理人の判断により、原則と異

なるシナリオを設定する方が適正な場

合があるからである。なお、原則と異な

るシナリオを設定した場合も 1 号基本

シナリオとするが、この場合、その旨を

附属報告書に記載しなければならない。 

イ．新契約の共済事業の種類の構成比に

ついて、ある共済事業の種類の推進停

止が決定しているときに、その旨を翌

年度以降の共済事業の種類の構成比

に反映する場合、あるいは、新しい共

済事業の種類の実施が予定されてい

るときに、現行の共済事業の種類から

の振り代わりを適切に反映する場合 

ロ．共済契約の継続率について、共済契

約の継続率の属性の類似した複数の

共済事業の種類は、共済契約の継続率

を区分しない場合 

ハ．共済事故の発生率について、東日本

大震災や阪神・淡路大震災のような巨

大災害による共済事故の発生分を除

外する場合 

ニ．その他、これに準ずる場合 

   また、共済契約の継続率、共済事故の

発生率については、共済事業の種類及び

経過年数ごとに設定することを原則と

イ．直近年度（「直近年度」とは、意見

書の対象となる事業年度をいう。以下

同じ。）の新契約高 

ロ．直近年度を含む過去3年間の新契約

高の平均値 

また、新契約の共済事業構成比も、原則

として、上記のイ又はロのいずれかとす

る。 

一方、新契約の締結を見込まないことが

適切と判断し、クローズド型の1号収支

分析を行う場合は、直近年度の翌年度以

降の新契約高を見込まないものとする。 

⑥ 共済契約の継続率は、原則として、共

済事業及び経過年数ごとに、直近年度又

は直近年度を含む過去 3 年間の共済契

約継続率の平均値とする。 

⑦ 共済事故の発生率は、原則として、共

済事業及び経過年数ごとに、以下のイ又

はロのいずれかとする。 

イ．直近年度又は直近年度を含む過去3

年間の死亡率など共済事故の発生率

の平均値 

ロ．直近年度を含む過去3年間の死亡率

など共済事故の発生率を用い、共済計

理人が合理的な予測に基づき算定し

た値 

ただし、一定の偶然の事故によって生ず

以下のようなときには、共済計理人の判

断により、原則と異なるシナリオを設定

する方が適正な場合があるからである。

なお、原則と異なるシナリオを設定した

場合も1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなく

てはならない。 

イ．新契約の共済事業構成比について、

共済事業の推進停止が決定している

ときに、その旨を翌年度以降の共済事

業構成比に反映する場合、あるいは、

新共済事業の実施が予定されている

ときに、現行共済事業からの振り代わ

りを適切に反映する場合 

 

ロ．共済契約の継続率について、共済契

約の継続率の属性の類似した複数の

共済事業は、共済契約の継続率を区分

しない場合 

ハ．共済事故の発生率について、阪神・

淡路大震災のような巨大リスクによ

る共済事故発生分について、除外する

場合 

ニ．その他、これに準ずる場合 

 また、共済契約の継続率、共済事故の 

発生率については、共済事業及び経過年

数ごとに設定することを原則とするが、
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

ることのある損害をてん補する共済事

業の種類については、共済事業の種類ご

とに、直近年度を含む過去 10 年間の罹

災率など共済事故の発生率の平均値と

することができる。 

 

 

 

 

⑧ 事業経費については、オープン型の1

号収支分析を行う場合は、原則として、

直近年度の事業経費又は直近年度を含

む過去 3 年間の事業経費の平均値とす

る（新契約高シナリオにおいて、直近年

度の新契約高を採用した場合は、直近年

度の事業経費とし、新契約高シナリオに

おいて、直近年度を含む過去3年間の新

契約高の平均値を採用した場合は、直近

年度を含む過去 3 年間の事業経費の平

均値とする。）。 

一方、クローズド型の1号収支分析を行

う場合は、原則として、直近年度の事業

経費のうち、新契約締結に係る事業経費

を除いた額が、そのまま維持されるもの

とする。 

 

⑨ 資産配分等資産運用の状況について

するが、経験データが乏しい場合（ある

いは、経験データがない場合）等にあっ

ては、複数の類似する共済事業の種類に

ついてまとめる、経過年数について5年

ごと等にまとめる、その他の類似した共

済事業の種類の経験データを用いる、国

の統計を使用する等、合理的な方法も認

められる。 

第 1項第 8号 

事業経費のシナリオの中で、「原則と

して」とあるのは、共済事業の種類ごと

に、事業費率が、直近年度の水準のまま

維持されることとして設定する方法等、

その他の合理的な方法も認められるか

らである。 

これも 1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなけ

ればならない。 

  なお、「新契約締結に係る事業経費」

は、必ずしも新契約と直接紐付く費用に

限定するものではない。例えば、人件費

等の間接費について、業務状況に応じて

按分等を行うことにより、新契約締結に

係る事業経費を推計すること等が考え

られる。 

第 1項第 9号 

資産配分等資産運用の状況の合理的

ることのある損害をてん補する共済に

ついては、共済事業ごとに、直近年度を

含む過去 10 年間の罹災率など共済事故

の発生率の平均値とすることができる。 

 

 

 

 

 

⑧ 事業経費については、オープン型の1

号収支分析を行う場合は、原則として、

直近年度の事業経費、又は、直近年度を

含む過去 3 年間の事業経費の平均値と

する（新契約高シナリオにおいて、直近

年度の新契約高を採用した場合は、直近

年度の事業経費、新契約高シナリオにお

いて、直近年度を含む過去3年間の新契

約高の平均値を採用した場合は、直近年

度を含む過去 3 年間の事業経費の平均

値とする）。 

一方、クローズド型の1号収支分析を行

う場合は、原則として、直近年度の事業

経費のうち、新契約締結に係る事業経費

を除いた額が、そのまま維持されるもの

とする。 

 

⑨ 資産配分等資産運用の状況について

経験データが乏しい場合（あるいは、経

験データがない場合）等にあっては、複

数の類似する共済事業についてまとめ

る、経過年数について5年ごと等にまと

める、他の類似した共済事業の経験デー

タを用いる、国の統計を使用する等、合

理的な方法も認められる。 

 

第 1項第 8号 

事業経費のシナリオの中で、「原則と

して」とあるのは、共済事業ごとに、事

業経費率が、直近年度の水準のまま、維

持されることとして設定する方法等、他

の合理的な方法も認められるからであ

る。 

これも 1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなく

てはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1項第 9号 

資産配分等資産運用の状況の合理的
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〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

は、直近年度における資産配分及び基準

時点の資産構成比等をもとに、合理的な

シナリオを設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 割戻金の状況については、原則とし

なシナリオとは、次の(1)及び(2)のとお

りとする。 

(1) ニューマネー 

次のイからハのいずれかのシナリオ

を設定する。 

イ．直近年度の資産投資割合で資産配

分する（ただし、直近年度のニュー

マネーの資産投資割合が特殊であ

り、将来にわたり、この資産投資割

合を継続するというシナリオが適

当でない場合は、基準時点のオール

ドマネーの資産構成比で、ニューマ

ネーを投資するとしたシナリオを

用いることができる。） 

ロ．すべて、長期国債（国内）に投資

する 

ハ．直近年度に投資した国債（国内）

のデュレーションに応じて、国債に

投資する 

(2) オールドマネー 

基準時点の資産構成比が、そのまま維

持されるものとするが、オールドマネ

ーのうち、満期償還等による再投資分

については、ニューマネーに準じる方

法又は償還前の資産と同様の資産へ

の再投資として、シナリオを設定す

る。 

は、直近年度における資産配分及び直近

の資産構成比等をもとに、合理的なシナ

リオを設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 割戻金の状況については、原則とし

なシナリオとは、以下の通りとする。 

 

(1) ニューマネー 

次のイ、ロ、ハのいずれかのシナリオ

を設定する。 

イ．直近年度の資産投資割合で資産配

分する（ただし、直近年度のニュー

マネーの資産投資割合が特殊であ

り、将来にわたり、この資産投資割

合を継続するというシナリオが適

当でない場合は、直近のオールドマ

ネーの資産構成比で、ニューマネー

を投資するとしたシナリオを用い

ることができる） 

ロ．すべて、長期国債（国内）に投資

する 

ハ．直近年度に投資した国債（国内）

のデュレーションに応じて、国債に

投資する 

(2) オールドマネー 

直近の資産構成比が、そのまま維持さ

れるものとするが、オールドマネーの

うち、満期償還等による再投資分につ

いては、ニューマネーに準じる方法、

又は、償還前の資産と同様の資産への

再投資として、シナリオを設定する。 
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〔新〕 
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〔新〕 
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（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

て、直近年度の割戻率が据え置かれるも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 価格変動準備金、異常危険準備金Ⅰ及

び異常危険準備金Ⅱの繰入れについて

は、原則として、それぞれのリスク量に

第1項第 10号 

① 割戻金は、契約者割戻金及び利用分量

割戻金をいう。 

② 割戻金のシナリオの中で、「原則とし

て」とあるのは、次のイ及びロに掲げる

取扱いが認められるからである。 

これも 1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなけ

ればならない。 

イ．利差利回りの低下に相当する利差割

戻率等の引下げを織り込むこと 

ロ．一定の偶然の事故によって生ずるこ

とのある損害をてん補する共済事業

の種類にあっては、共済事故の発生率

の変動に相当する危険差割戻率等の

調整を織り込むこと 

③ 一方、消滅時割戻しについては、評価

差額金や責任準備金以外の準備金など

将来収支分析において考慮しない財源

から発生する部分は、将来の収支に反映

しないものとする。ただし、例えば、消

滅時割戻しとして死差益を還元してい

る場合など、責任準備金に対応する資産

から発生する部分があれば、将来の収支

に反映するものとする。 

第 1項第 11号 

価格変動準備金、異常危険準備金のシ

て、直近年度の割戻率が据え置かれるも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 価格変動準備金、異常危険準備金Ⅰ及

び異常危険準備金Ⅱの繰入れについて

は、原則としてそれぞれのリスク量に応

第1項第 10号 

① 割戻金は、契約者割戻金及び利用分量

割戻金をいう。 

② 割戻金のシナリオの中で、「原則とし

て」とあるのは、以下の取扱いが認めら

れるからである。 

これも 1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなく

てはならない。 

イ．利差利回りの低下に相当する利差割

戻率の引き下げを織り込むこと 

ロ．一定の偶然の事故によって生ずるこ

とのある損害をてん補する共済にあ

っては，共済事故の発生率の変動に相

当する危険差割戻率の調整を織り込

むこと 

③ 一方、消滅時割戻しについては、評価

差額金や責任準備金以外の準備金など

将来収支分析において考慮しない財源

から発生する部分は、将来の収支に反映

しないものとする。ただし、例えば、消

滅時割戻しとして死差益を還元してい

る場合など、責任準備金に対応する資産

から発生する部分があれば、将来の収支

に反映するものとする。 

第 1項第 11号 

価格変動準備金、異常危険準備金のシ
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（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

応じて、法定最低繰入基準を下回らない

範囲で計画的に繰り入れることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ 第 1 号から第 11 号までのほか、1 号

分析期間の期初において既に実施して

いる事業の運営方針の変更及び法令の

改正についても、告示第6条第 2項第 4

号の規定に基づき、これを反映すること

とする。 

 

 

 

 

 

ナリオの中で、「原則として」とあるの

は、次のイからハに掲げる取扱いが認め

られるからである。 

これも 1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなけ

ればならない。 

イ．外貨建資産の資産運用収益につい

て、長期国債応募者利回りの水準とみ

なした場合において、当該外貨建資産

を円建債券とみなした価格変動準備

金の繰入基準を適用すること 

ロ．1号分析期間の中で、危険差損が発

生した事業年度において、異常危険準

備金Ⅰを繰り入れないこと 

ハ．1号分析期間の中で、利差損が発生

した事業年度において、異常危険準備

金Ⅱを繰り入れないこと 

第 1項第 12号 

① 「1号分析期間の期初において既に実

施している事業の運営方針の変更」と

は、共済掛金率の改定・諸利率の改定等、

1号分析期間の期初において実現が確定

しているものを指す。事業経費の削減や

資産運用方針の変更等については、1号

分析期間の期初では実現の可否が確定

していないため、反映してはならない。 

 

じて、法定最低繰入基準を下回らない範

囲で計画的に繰り入れることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫ 第 1 号から第 11 号までのほか、1 号

分析期間の期初において既に実施して

いる事業の運営方針の変更及び法令の

改正についても、告示第6条第 2項第 4

号の規定に基づき、これを反映すること

とする。 

 

 

 

 

 

ナリオの中で、「原則として」とあるの

は、以下の取扱いが認められるからであ

る。 

これも 1号基本シナリオとするが、この

場合、その旨を附属報告書に記載しなく

てはならない。 

イ．外貨建資産の資産運用収益につい

て、長期国債応募者利回りの水準と見

做した場合において、当該外貨建資産

について、円建債券と見做した価格変

動準備金の繰入基準を適用すること 

ロ．1号分析期間の中で、危険差損が発

生した年度において、異常危険準備金

を繰り入れないこと 

 

（新設） 

 

第 1項第 12号 

① 「1号分析期間の期初において既に実

施している事業の運営方針の変更」と

は、共済掛金率の改定・諸利率の改定等、

期初において実現が確定しているもの

を指す。資産運用方針の変更や事業経費

の削減等については、期初時点では実現

の可否が確定していないため、反映して

はならない。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．告示第 6条第 3項に基づき、1号分析期

間の期初における標準利率は、次の各号に

掲げる共済契約の区分（以下「共済契約区

分」という。）に応じ、当該各号に定める

ものとする。 

① 第 1号保険契約（平成8年大蔵省告示

第 48 号（保険業法第 116 条第 2項の規

定に基づく長期の保険契約で内閣府令

で定めるものについての責任準備金の

積立方式及び予定死亡率その他の責任

準備金の計算の基礎となるべき係数の

水準。以下「大蔵省告示」という。）第

5項に規定する第1号保険契約をいう。

以下同じ。）に準ずる共済契約 同項の

規定により 1 号分析期間の期初におい

② 法令については、1号分析期間の期初

までに成立し、1号分析期間の期初以降

に施行されるものは、これを反映するこ

ととする。ただし、標準利率については、

1号分析期間の期初においては変更を反

映するが、1号分析期間中は金利シナリ

オによらず一定で推移するものとする。 

第 1項第 5号～第 11号 

第11条第1項第5号から第11号に関

するシナリオについて、告示第6条第 2

項第 2号では、直近年度の実績値又は直

近年度を含む過去 3 年以上の平均値に

基づいた合理的なものであることとさ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．告示第 6 条第 3 項に基づき、前項第 1

号の 1 号分析期間の期初における標準利

率は、次の各号に掲げる共済契約の区分

（以下、「共済契約区分」という。）に応じ、

当該各号に定めるものとする。 

① 第 1号保険契約（平成8年大蔵省告示

第 48 号（保険業法第 116 条第 2項の規

定に基づく長期の保険契約で内閣府令

で定めるものについての責任準備金の

積立方式及び予定死亡率その他の責任

準備金の計算の基礎となるべき係数の

水準。以下「大蔵省告示」という。）第

5項に規定する第1号保険契約をいう。

以下同じ。）に準ずる共済契約 同項の

規定により 1 号分析期間の期初におい

② 法令については、1号分析期間の期初

までに成立し、1号分析期間の期初以降

に施行されるものは、これを反映するこ

ととする。ただし、標準利率については、

1号分析期間の期初においては変更を反

映するが、1号分析期間中は金利シナリ

オによらず一定で推移するものとする。 

第 1項第 5号～第 11号 

告示第 6条第 2項第 2号では、直近年

度の実績値、又は直近年度を含む過去3

年以上の平均値に基づいた合理的なも

のであることとされている。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

て締結する第 1 号保険契約に適用され

る予定利率 

② 第 2号保険契約（大蔵省告示第5項に

規定する第2号保険契約をいう。以下同

じ。）に準ずる共済契約 同項の規定に

より 1 号分析期間の期初において締結

する第 2 号保険契約に適用される予定

利率 

③ 第1号及び第2号に規定する共済契約

以外の共済契約 大蔵省告示第 7 項の

規定により 1 号分析期間の期初におい

て締結する保険契約に適用される予定

利率 

３．告示第6条第 4項に基づき、次の各号に

掲げる共済契約に係る 1 号分析期間の期

初における標準利率については、前項の規

定にかかわらず、当該各号に定めるものと

することができる。この場合において、共

済計理人は、第1号又は第 2号に掲げる共

済契約にあっては当該共済契約に該当す

ると判断できる根拠を、第3号に掲げる共

済契約にあっては当該共済契約に該当す

る旨を、附属報告書に記載しなければなら

ない。 

① 前項第 2 号に掲げる共済契約であっ

て、大蔵省告示第6項に規定する保険契

約に準ずるもののうち、前項第1号に定

て締結する第 1 号保険契約に適用され

る予定利率 

② 第 2号保険契約（大蔵省告示第5項に

規定する第2号保険契約をいう。以下同

じ。）に準ずる共済契約 同項の規定に

より 1 号分析期間の期初において締結

する第 2 号保険契約に適用される予定

利率 

③ 第1号及び第2号に規定する共済契約

以外の共済契約 大蔵省告示第 7 項の

規定により 1 号分析期間の期初におい

て締結する保険契約に適用される予定

利率 

３．告示第6条第 4項に基づき、次の各号に

掲げる共済契約に係る 1 号分析期間の期

初における標準利率については、前項の規

定にかかわらず、当該各号に定めるものと

することができる。この場合において、共

済計理人は、第1号又は第 2号に掲げる共

済契約にあっては当該共済契約に該当す

ると判断できる根拠を、第3号に掲げる共

済契約にあっては当該共済契約に該当す

る旨を、附属報告書に記載しなければなら

ない。 

① 前項第 2 号に掲げる共済契約であっ

て、大蔵省告示第6項に規定する保険契

約に準ずるもののうち、前項第1号に定
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

める予定利率とすることが合理的であ

ると認められるもの 同号に定める予

定利率 

② 複数の共済契約区分に属する共済契

約からなる共済事業の種類において、一

の共済契約区分に属する共済契約の契

約量が少ない等、1号収支分析の結果に

及ぼす影響が少ないと認められる場合

における当該共済契約 当該共済契約

区分以外の共済契約区分に属する共済

契約に係る 1 号分析期間の期初におけ

る標準利率 

③ 複数の共済契約区分に属する共済契

約からなる共済事業の種類（前号に掲げ

るものを除く。）における共済契約 当

該共済契約区分に属する共済契約に係

る 1 号分析期間の期初における標準利

率のうち最も低いもの 

４．告示第6条第 5項に基づき、第2項第 1

号又は前項第1号の規定により1号分析期

間の期初における標準利率を第 2 項第 1

号に定めるものとする場合には、第1項第

1号の長期国債応募者利回りは、利付国庫

債券（10 年）応募者利回り及び利付国庫

債券（20 年）応募者利回りの平均とみな

すものとする。 

める予定利率とすることが合理的であ

ると認められるもの 同号に定める予

定利率 

② 複数の共済契約区分に属する共済契

約からなる共済事業の種類において、一

の共済契約区分に属する共済契約の契

約量が少ない等、1号収支分析の結果に

及ぼす影響が少ないと認められる場合

における当該共済契約 当該共済契約

区分以外の共済契約区分に属する共済

契約に係る 1 号分析期間の期初におけ

る標準利率 

③ 複数の共済契約区分に属する共済契

約からなる共済事業の種類（前号に掲げ

るものを除く。）における共済契約 当

該共済契約区分に属する共済契約に係

る 1 号分析期間の期初における標準利

率のうち最も低いもの 

４．告示第6条第 5項に基づき、第2項第 1 

号又は前項第1号の規定により1号分析期

間の期初における標準利率を第 2 項第 1

号に定めるものとする場合には、第1項第

1号の長期国債応募者利回りは、利付国庫

債券（10 年）応募者利回り及び利付国庫

債券（20 年）応募者利回りの平均とみな

すものとする。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

第 12 条（責任準備金に関する意見書記載事

項） 

１．確率論的 1 号収支分析の 10％を超える

シナリオにおいて、又は、決定論的1号収

支分析のいずれかのシナリオにおいて、1

号分析期間の期初以降の 5 年間の事業年

度末に必要な責任準備金の積立てが不可

能となった場合、共済計理人は、告示第7

条第 2項の規定に基づき、現時点の責任準

備金では不足していると判断し（この不足

額を「責任準備金不足相当額」という。以

下同じ。）、組合がその責任準備金不足相当

額の解消に必要な額を積み立てる必要が

あることを、次のとおり意見書に記載しな

ければならない。 

●共済掛金及び責任準備金の額の算出

方法に関する事項を変更することに

より、その責任準備金不足相当額の解

消に必要な額を、追加的な責任準備金

として、直ちに積み立てる必要がある

こと 

ただし、健全性維持の観点から、特に問題

がないと判断する場合は、「直ちに積み立

てる」のではなく、「責任準備金不足相当

額を最長5年間にわたり、分割して、計画

的に積み立てる」旨を意見書に記載するこ

とができる。なお、この場合において、責

第 12 条（責任準備金に関する意見書記載事

項） 

第1項 

① 追加的な責任準備金を積み立てる方

法には、例えば次のイ及びロに掲げる2

方式が考えられる。 

イ．現時点で積み立てている責任準備金

に、不足相当額を実額で積み立てる方

法（実額積立方式） 

ロ．積立対象となる共済契約を特定し、

当該共済契約の予定利率・予定死亡率

等を変更し、現時点で積み立てている

責任準備金を引き上げることによっ

て積み立てる方法（基礎率変更方式） 

イ・ロいずれの場合においても、洗替方

式（第7条第 2項第 2号の規定にかかわ

らず、翌年度以降の1号収支分析におい

て、追加的な責任準備金を除いて1号収

支分析を行う方式）・切放方式（翌年度

以降の1号収支分析において、追加的な

責任準備金を含めた 1 号収支分析を行

う方式）の2方式が考えられるが、いず

れの方法で 1 号収支分析を行うことも

できる。 

② 責任準備金不足相当額の積立ては、共

済事業の種類ごとに行うことを原則と

するが、共済計理人が複数の共済事業の

第 12 条（責任準備金に関する意見書記載事

項） 

１．確率論的 1 号収支分析の 10％を超える

シナリオにおいて、又は、決定論的1号収

支分析のいずれかのシナリオにおいて、1

号分析期間の期初以降の 5 年間の事業年

度末に必要な責任準備金の積立が不可能

となった場合、共済計理人は、告示第 7

条第 2項の規定に基づき、現状の責任準備

金では不足していると判断し（この不足額

を「責任準備金不足相当額」という。以下

同じ。）、組合がその責任準備金不足相当額

の解消に必要な額を積み立てる必要があ

ることを、以下の通り意見書に記載しなけ

ればならない。 

●共済掛金及び責任準備金の額の算出

方法に関する事項を変更することに

より、その責任準備金不足相当額の解

消に必要な額を、追加的な責任準備金

として、ただちに積み立てる必要があ

ること 

ただし、健全性維持の観点から、特に問題

がないと判断される場合は、「ただちに積

み立てる」のではなく、「責任準備金不足

相当額を最長5年間にわたり、分割して、

計画的に積み立てる」旨の記載をすること

ができる。なお、この場合において、責任

第 12 条（責任準備金に関する意見書記載事

項） 

第1項 

① 追加的な責任準備金を積み立てる方

法には、例えば以下の2方式が考えられ

る。 

イ．現時点で積み立てている責任準備金

に、不足相当額を実額で積み立てる方

法（実額積立方式） 

ロ．積立対象となる共済契約を特定し、

当該共済契約の予定利率・予定死亡率

等を変更し、現時点で積み立てている

責任準備金を引き上げることによっ

て積み立てる方法（基礎率変更方式） 

イ・ロいずれの場合においても、洗替方

式（第7条第 2項第 2号の規定にかかわ

らず、翌年度以降の1号収支分析におい

て、追加的な責任準備金を除いて1号収

支分析を行う方式）・切放方式（翌年度

の1号収支分析において、追加的な責任

準備金を含めた 1 号収支分析を行う方

式）の2方式が考えられるが、いずれの

方法で 1 号収支分析を行うこともでき

る。 

② 責任準備金不足相当額の積立は、共済

事業毎に行うことを原則とするが、共済

計理人が複数の共済事業について、リス
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

任準備金不足相当額の分割積立計画及び

その財源について、附属報告書に記載しな

ければならない。 

 

 

 

 

２．前項の責任準備金不足相当額は、告示第

7条第 3項の規定に基づき、次の各号に規

定する値とする。 

① 確率論的 1号収支分析においては、す

べてのシナリオについて、1号分析期間

の期初以降の 5 年間の各事業年度末に

おいて資産が責任準備金を下回る額の

現在価値の最大値を計算したすべての

値のうち上位 10％を除いた残りの値に

おいて最大となる値 

 

② 決定論的 1号収支分析においては、す

べてのシナリオについて、1号分析期間

の期初以降の 5 年間の各事業年度末に

おいて資産が責任準備金を下回る額の

現在価値の最大値を計算した値の最大

値 

 

 

 

種類についてリスクや収支の構造など

に著しい相違がないと判断する場合は、

これらの共済事業の種類を合算して、責

任準備金不足相当額の積立ての必要性

を判断することができる。 

この場合、その旨を附属報告書に記載し

なければならない。 

第 2項 

① 1号収支分析による責任準備金不足相

当額の把握は、共済事業の種類ごとに、

現時点において、責任準備金（V）＝責

任準備金対応資産（A）とし、次の(1)

から(3)のステップに従い行う。 

(1) 共済事業の種類ごとに、それぞれの

シナリオでの At:x（x 番目のシナリオ

における t 事業年度末の責任準備金

対応資産）を次のとおり定める。 

 

At:x = At–1:x＋当該共済事業の種類の収

入－当該共済事業の種類の支出 

 

 

準備金不足相当額の分割積立計画及びそ

の財源について、附属報告書に記載しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

２．前項の責任準備金不足相当額は、告示第

7条第 3項の規定に基づき、以下の通り計

算する。 

① 確率論的 1号収支分析においては、す

べてのシナリオについて、1号分析期間

の期初以降の 5 年間の各事業年度末に

おいて資産が責任準備金を下回る額の

現在価値の最大値を計算し、すべての値

のうち上位 10％を除いた残りの値にお

いて最大となる値を責任準備金不足相

当額とする。 

② 決定論的 1号収支分析においては、す

べてのシナリオの、1号分析期間の期初

以降の 5 年間の各事業年度末において

資産が責任準備金を下回る額の現在価

値の最大値を計算した値の最大値を、責

任準備金不足相当額とする。 

 

 

 

クや収支の構造などに著しい相違がな

いと判断する場合は、これらの共済事業

を合算して、責任準備金不足相当額の積

立の必要性を判断することができる。 

この場合、その旨を附属報告書に記載し

なければならない。 

 

第 2項 

① 1号収支分析による不足相当額の把握

は、共済事業毎に、現時点において、責

任準備金（V）＝対応資産（A）とし、以

下のステップに従い行う。 

 

(1) 各共済事業について、それぞれのシ

ナリオでの At:x（x 番目のシナリオに

おける t 事業年度末の責任準備金対

応資産）を以下の通り定める。 

 

At:x = At–1:x＋当該共済事業の収入－当

該共済事業の支出 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 確率論的1号収支分析では90％以上

のシナリオ、決定論的1号収支分析で

はすべてのシナリオにおいて、次のと

おり、最初の5年間の t事業年度末（t

≦5）の At:xが Vt:x（x番目のシナリオ

における t事業年度末の責任準備金）

以上であることが確認されれば、責任

準備金の積み増しは不要である。 

 

{ }
xtxt

xt

VA ::
,

min − ≧0 

(3) 上記の(2)が満たされない場合は、

責任準備金の積み増しが必要である。

確率論的1号収支分析では、シナリオ

ごとに次の額を計算したすべての値

のうち上位 10％を除いた残りの値に

おいて最大となる値を責任準備金不

足相当額とする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 確率論的 1 号収支分析では 90％以

上のシナリオ、決定論的1号収支分析

ではすべてのシナリオにおいて、以下

の通り、最初の5年間の事業年度末に

おいて、At:xが Vt:x（x番目のシナリオ

における t事業年度末（t≦5）の責任

準備金）以上であることが確認されれ

ば、責任準備金の積み増しは不要とな

る。 

 min
t, x
{ }Vt:x – At:x ≧0 

(3) 上記の(2)が充たされない場合は、責

任準備金の積み増しが必要である。確

率論的1号収支分析では、シナリオ毎

に次の額を計算し、最大値から上位

10％のシナリオを除いたもののうち

の最大値を責任準備金不足相当額と

する。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

３．1号収支分析の結果、責任準備金不足相

当額が発生した場合において、共済計理人

は、告示第7条第 4項の規定に基づき、組

合が次のイからホに掲げる事業の運営方

針の変更のうち一部又は全部を直ちに行

うのであれば責任準備金不足相当額の一

部又は全部を積み立てなくてもよい旨を

意見書に記載することができる。ただし、

上記のとおり、これらの事業の運営方針の

変更は、直ちに行われるものでなければな

らない。 

イ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引下げ 

 

 

 

 

 

ロ．実現可能と判断できる事業経費の抑

制 

 

( ) ( )








+− ∏
=

t

k

xkxtxt
t

iAV

1

::: 1max

    決定論的1号収支分析においては、 

次の額を責任準備金不足相当額とす

る。 

 ( ) ( )








+− ∏
=

t

k

xkxtxt
xt

iAV

1

:::
,

1max  

 ここで、ik:x とは、x 番目のシナリ

オにおける k 事業年度（k≦t≦5）

の設定金利とする。 

第 3項 

① 事業の運営方針の変更について、「直

ちに行われるものでなければならない」

とあるのは、次のイからホのとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

 

イ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引下げ 

 

………直近年度から実施する、割戻率

 

 

 

 

 

 

３．1号収支分析の結果、責任準備金不足相

当額が発生した場合において、共済計理人

は、告示第7条第 4項の規定に基づき、組

合が以下に掲げる事業の運営方針の変更

のうち一部又は全部を直ちに行うのであ

れば、責任準備金不足相当額の一部又は全

部を積み立てなくてもよい旨を、意見書に

記載することができる。ただし、これらの

事業の運営方針の変更は、ただちに行われ

るものでなくてはならない。 

 

イ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引き下げ 

 

 

 

 

 

ロ．実現可能と判断できる事業経費の抑

制 

 

 ( ) ( )








+− ∏
t

xtxtxt
t

iAV ::: 1max  

決定論的 1 号収支分析においては、

次の額を責任準備金不足相当額とす

る。 

 ( ) ( )








+− ∏
t

xtxtxt
xt

iAV :::
,

1max  

 ここで、it:x とは、x 番目のシナリ

オにおける t事業年度（t≦5）の設

定金利とする。 

第 3項 

① 事業の運営方針の変更について、「た

だちに行われるものでなくてはならな

い」とあるのは、以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

イ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済事業の割戻率の引き下

げ 

………直近年度から実施する、割戻率
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における共済計理人の実務指針要領」
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〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

ハ．資産運用の方針（ポートフォリオ）

の見直し 

 

 

 

 

ニ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済契約の募集の抑制 

 

 

 

 

ホ．今後締結する共済契約における共済

掛金の引上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の引下げ（ゼロまで可） 

なお、割戻率は、契約者割戻し及び利

用分量割戻しの割戻率をいう。 

ロ．実現可能と判断できる事業経費の抑

制 

………翌年度から実施する、業務効率

化の予測に基づいたコストの低減な

ど 

ハ．資産運用の方針（ポートフォリオ）

の見直し 

………翌年度から実施する、市場性資

産の占率の引下げ、直利中心のポート

フォリオへの組替えなど 

 

ニ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済契約の募集の抑制 

………翌年度から実施する、損失が発

生している共済事業の種類又は損失

の発生が予想される共済事業の種類

の推進抑制又は推進停止など 

ホ．今後締結する共済契約における表定

掛金の引上げ 

………直ちに実施する、共済事業の種

類のうち全部又は一部における予定

利率の引下げ、予定発生率・予定事業

費率の引上げなど 

 

 

 

ハ．資産運用の方針（ポートフォリオ）

の見直し 

 

 

 

 

ニ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済契約の募集の抑制 

 

 

 

 

ホ．今後締結する共済契約における共済

掛金の引き上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の引き下げ（ゼロまで可） 

なお、割戻率は、契約者割戻し及び利

用分量割戻しの割戻率をいう。 

ロ．実現可能と判断できる事業経費の抑

制 

………直近年度の翌事業年度から実

施する、業務効率化の予測に基づいた

コストの低減など 

ハ．資産運用の方針（ポートフォリオ）

の見直し 

………直近年度の翌事業年度から実

施する、市場性資産の占率の引き下

げ、直利中心のポートフォリオへの組

み替えなど 

ニ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済契約の募集の抑制 

………直近年度の翌事業年度からの、

損失が発生している共済事業又は損

失の発生が予想される共済事業の推

進抑制又は推進停止など 

ホ．今後締結する共済契約における表定

掛金の引き上げ 

………ただちに実施される、共済事業

の種類のうち全部又は一部における

予定利率の引き下げ、予定死亡率・予

定事業費率の引き上げ等 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 5項に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 意見書には、事業の運営方針の変更の

内容を記載する場合は、その事業の運営

方針の内容、数値を具体的に記載すると

共に、附属報告書に、その事業の運営方

針の変更が実現された場合の効果につ

いて、数値を記載しなくてはならない。

例えば、共済事業の種類のうち一部又は

全部における割戻率の引き下げを行う

時は、 

イ．どの共済事業について、割戻率をど

れだけ引き下げるか（意見書に記載） 

ロ．その結果、責任準備金不足相当額が

どれだけ解消するか（附属報告書に記

載） 

等、具体的な数値を含めて、記載する。 

また、事業の運営方針の変更を行う旨を

意見書に記載する場合は、これを織り込

んで、再度、1号収支分析を行うことと

なるので、附属報告書には、事業の運営

方針の変更を織り込んだ 1 号収支分析

の結果を記載し、この 1 号収支分析で

は、責任準備金不足相当額が解消されて

いる（追加的な責任準備金を一部積み立

てる場合は、追加的な責任準備金積立分

を除いた責任準備金不足相当額が解消

されている）ことを示さなくてはならな

い。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

４．前項によらず、責任準備金不足相当額の

一部又は全部の積立てを、消費生活協同組

合法施行規程（以下「規程」という。）第

4条の2に定める共済金等の支払能力の充

実の状況が適当であるかどうかの基準を

満たす範囲内での内部留保等の取崩しに

より行う場合においては、直ちに、当該取

崩しを行い、これを責任準備金に繰り入れ

なければならない。 

ただし、将来の内部留保等の繰入れを法定

下限未満とすることにより責任準備金不

足相当額を解消できる場合は、内部留保等

を取り崩さないことができるものとする。 

５．共済計理人は、第3項の規定により、事

業の運営方針を変更することで責任準備

金不足相当額の一部又は全部を積み立て

なくてもよい旨を意見書に記載する場合、

告示第7条第 5項の規定に基づき、意見書

には、具体的な事業の運営方針の変更の内

容を記載するとともに、附属報告書に、そ

の事業の運営方針の変更を実現すること

により責任準備金不足相当額を解消でき

る旨を記載しなければならない。 

また、共済計理人は、告示第7条第 6項の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5項 

① 意見書には、事業の運営方針の変更の

内容を記載する場合は、その事業の運営

方針の内容、数値を具体的に記載すると

 

 

 

４．前項によらず、責任準備金不足相当額の

一部又は全部の積立を、消費生活協同組合

法施行規程第4条の2に定める共済金等の

支払能力の充実の状況が適当であるかど

うかの基準を維持できる範囲内での内部

留保等の取り崩しにより行う場合におい

ては、ただちに、当該取り崩しを行い、こ

れを責任準備金に繰り入れなくてはなら

ない。 

ただし、将来の内部留保等の繰入れを法定

下限未満とすることにより責任準備金不

足相当額を解消できる場合は、内部留保等

を取り崩さないことができるものとする。 

５．共済計理人は、第3項の規定により、事

業の運営方針の変更により、責任準備金不

足相当額の一部又は全部を積み立てなく

てもよい旨を意見書に記載する場合、告示

第7条第5項の規定に基づき、意見書には、

具体的な事業の運営方針の変更の内容を

記載するとともに、附属報告書に、その事

業の運営方針の変更を実現することによ

り責任準備金不足相当額を解消できる旨

を記載しなくてはならない。 

また、共済計理人は、告示第7条第 6項の

③ ただし、金利が低下するシナリオに基

づき 1 号収支分析を行った場合におい

て、利差利回りの低下に相当する利差割

戻しの引き下げを織り込んだことによ

り、責任準備金不足相当額が発生しなか

った場合については、事業の運営方針の

変更とは見做さず、従って、意見書に記

載することは必要としない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5項 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

規定に基づき、翌事業年度末に係る意見書

に、次のイ及びロに掲げる内容を記載しな

ければならない。 

イ．事業の運営方針の変更の実現の状況 

ロ．事業の運営方針の変更の一部又は全

部が実現されなかった場合は、その原

因及び今後の対応方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ともに、附属報告書に、その事業の運営

方針の変更が実現された場合の効果に

ついて、数値を記載しなければならな

い。 

例えば、共済事業の種類のうち一部又は

全部における割戻率の引下げを行うと

きは、 

イ．どの共済事業の種類について、割戻

率をどれだけ引き下げるのか（意見書

に記載） 

ロ．その結果、責任準備金不足相当額が

どれだけ解消するのか（附属報告書に

記載） 

等、具体的な数値を含めて記載する。 

また、事業の運営方針の変更を行う旨を

意見書に記載する場合は、これを織り込

んで、再度、1号収支分析を行うことと

なるので、附属報告書には、事業の運営

方針の変更を織り込んだ 1 号収支分析

の結果を記載し、この 1 号収支分析で

は、責任準備金不足相当額が解消されて

いる（追加的な責任準備金を一部積み立

てる場合は、追加的な責任準備金積立分

を除いた責任準備金不足相当額が解消

されている）ことを示さなければならな

い。 

② ただし、金利が低下するシナリオに基

規定に基づき、翌事業年度に係る意見書

に、以下に掲げる内容を記載しなければな

らない。 

イ．事業の運営方針の変更の実現の状況 

ロ．事業の運営方針の変更の一部又は全

部が実現されなかった場合は、その原

因及び今後の対応方針 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．共済計理人は、追加的な責任準備金につ

いて、その他必要なことがあれば、意見書

又は附属報告書にその旨を記載しなけれ

ばならない。 

づき 1 号収支分析を行った場合におい

て、利差利回りの低下に相当する利差割

戻し等の引下げを織り込んだことによ

り、責任準備金不足相当額が発生しなか

った場合については、事業の運営方針の

変更とはみなさず、したがって、意見書

に記載することは必要としない。 

③ 「事業の運営方針の変更の一部又は全

部が実現されなかった場合、その原因は

何か」「事業の運営方針の変更の一部又

は全部が実現されなかった場合、これら

の事業の運営方針の変更について、今

後、どのように対応するのか」を翌事業

年度末に係る意見書に記載する場合は、

共済計理人は、組合に対して、これらに

関する説明を求め、組合の説明を踏まえ

た上で、記載しなければならない。また、

組合に説明を求めたにもかかわらず、組

合から、その説明を受けられなかった場

合には、その旨を翌事業年度末に係る意

見書に記載しなければならない。 

第 6項 

追加的な責任準備金を取り崩す場合

（共済事故の発生率が変動（例えば、死

亡率が改善）したため、以前に積み立て

た追加的な責任準備金が不必要になっ

た場合等）は、取崩し後の責任準備金の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．共済計理人は、追加的な責任準備金につ

いて、その他必要なことがあれば、意見書

又は附属報告書に記載しなくてはならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

「事業の運営方針の変更が実現され

なかった場合、その原因は何か」「事業

の運営方針の変更が実現されなかった

場合、これらの事業の運営方針の変更に

ついて、今後、どのように対応するか」

を記載する場合は、共済計理人は、組合

に対して、これらに関する説明を求め、

組合の説明を踏まえた上で、記載しなく

てはならない。また、組合に説明を求め

たにもかかわらず、組合から、その説明

を受けられなかった場合には、その旨を

記載しなくてはならない。 

 

 

第 6項 

追加的な責任準備金を取り崩す場合

（共済事故の発生率が変動（例えば、死

亡率が改善）したため、以前に積み立て

た追加的な責任準備金が不必要になっ

た場合等）は、取崩し後の責任準備金の
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

積立額をもとに1号収支分析を行い、将

来において責任準備金に不足が生じな

いことを附属報告書に記載しなければ

ならない。 

積立額をもとに1号収支分析を行い、将

来において責任準備金に不足が生じな

いことを附属報告書に記載しなければ

ならない。 

第 13 条（過去の 1 号収支分析の結果との比

較） 

共済計理人は、第 9 条又は第 10 条によ

る 1号収支分析の結果が、過去の分析の結

果と著しく相違する場合は、その原因を附

属報告書に記載しなければならない。 

 第 13 条（過去の 1号収支分析の結果との比

較） 

共済計理人は、第 9 条又は第 10 条によ

る 1号収支分析の結果が、過去の分析の結

果と著しく相違する場合は、その原因を附

属報告書に記載しなければならない。 

 

第14条（その他） 

共済計理人は、再共済又は再保険に係る

責任準備金の不積立（再共済控除又は再保

険控除）及び再共済又は再保険に係る貸借

については、適正に計算され、共済金など

の支払能力が確保されていることを確認

しなければならない。 

 第14条（その他） 

共済計理人は、再共済又は再保険にかか

る責任準備金の不積立（再共済控除又は再

保険控除）及び再共済又は再保険にかかる

貸借については、適正に計算され、共済金

などの支払能力が確保されていることを

確認しなければならない。 

 

第15条（公正・衡平な割戻し） 

１．組合は、法第50条の 10に定める契約者

割戻しを行う場合は、公正かつ衡平に行わ

なければならない。 

 

 

 

２．組合は、法第 52 条の規定に基づき組合

事業の利用分量に応ずる剰余金の割戻し

（以下「利用分量割戻し」という。）を行

第15条（公正・衡平な割戻し） 

第1項 

公正かつ衡平な割戻しを実現するに

は、割戻率・割戻所要額を定める以前に、

責任準備金が適正に積み立てられてお

り、必要な内部留保が行われていること

が、必要不可欠である。 

第 2項 

利用分量割戻しの公正・衡平性につい

て、法令及び告示では規定していない

第15条（公正・衡平な割戻し） 

１．組合は、法第50条の 10に定める契約者

割戻しを行う場合は、公正かつ衡平に行わ

なければならない。 

 

 

 

２．組合は、法第 52 条の規定に基づき組合

事業の利用分量に応ずる剰余金の割戻し

（以下「利用分量割戻し」という。）を行

第15条（公正・衡平な割戻し） 

第1項 

公正かつ衡平な割戻しを実現するに

は、割戻率・割戻所要額を定める以前に、

責任準備金が適正に積み立てられてお

り、必要な内部留保が行われていること

が、必要不可欠である。 

第 2項 

利用分量割戻しの公正・衡平性につい

て、法令及び告示では規定されていない
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

う場合は、前項の契約者割戻しと同様に公

正かつ衡平に行わなければならない。 

が、契約者割戻しと同様とすることが望

まれるため、実務指針要領では契約者割

戻しと同様としている。 

う場合は、前項の契約者割戻しと同様に公

正かつ衡平に行わなければならない。 

が、契約者割戻しと同様とすることが望

まれるため、実務指針要領としては契約

者割戻しと同様としている。 

第16条（公正・衡平な割戻しの確認） 

１．共済計理人は、法第50条の 12第 1項第

2号の規定に基づき、契約者割戻しが公正

かつ衡平に行われていることを確認しな

ければならない。 

 

 

２．共済計理人は、利用分量割戻しが行われ

ている場合は、利用分量割戻しが公正かつ

衡平に行われていることを、契約者割戻し

と同様に確認しなければならない。この場

合において、第16条第 3項から第 24条、

第 38条及び第 40条の規定は、利用分量割

戻しにおいて準用する。 

３．共済計理人は、第1項の確認を、告示第

8条の規定に基づき、次の各号に掲げる要

件が満たされていることを確認すること

により行わなければならない。 

① 責任準備金が適正に積み立てられ、か

つ、組合の経営の健全性維持のための必

要額が準備されている状況において、割

戻所要額が決定されていること 

② 割戻しの割当及び分配が、個別契約の

貢献に応じて行われていること 

第16条（公正・衡平な割戻しの確認） 

第1項 

 共済計理人は、責任準備金に関する意

見書に基づき責任準備金の積立てを行

ったと仮定し、組合の健全性の水準を考

慮した上で、割戻しの公正・衡平性の確

認を行わなければならない。 

第 2項 

利用分量割戻しの公正・衡平性の確認

について、法令及び告示では規定してい

ないが、契約者割戻しと同様に確認する

ことが望まれるため、実務指針要領では

契約者割戻しと同様としている。 

 

第 3項 

当該事業年度の割戻しの財源の全額

が単年度の成果によるものとは限らな

いことから、その全額を単年度の貢献

度に応じて各契約に割り振ることは必

ずしも適正とは言えない場合があり、

過去から累積された各契約の貢献度を

把握する必要がある。そのため、原則

として、アセット・シェアの手法に基

づき、割戻しが公正かつ衡平であるこ

第16条（公正・衡平な割戻しの確認） 

１．共済計理人は、法第50条の 12第 1項第

2号に掲げる事項について、契約者割戻し

が公正かつ衡平に行われていることを確

認しなければならない。 

 

 

２．共済計理人は、利用分量割戻しが行われ

ている場合は、利用分量割戻しが公正かつ

衡平に行われていることを、契約者割戻し

と同様に確認しなければならない。この場

合において、第16条第 3項から第 24条、

第 38条及び第 40条の規定は、利用分量割

戻しにおいて準用する。 

３．共済計理人は、第1項の確認を告示第8

条の規定に基づき、以下の要件が満たされ

ていることを確認することにより行わな

ければならない。 

① 責任準備金が適正に積み立てられ、か

つ、組合の経営の健全性維持のための必

要額が準備されている状況において、割

戻所要額が決定されていること 

② 割戻しの割当及び分配が、個別契約の

貢献に応じて行われていること 

第16条（公正・衡平な割戻しの確認） 

第1項 

① 共済計理人は、責任準備金に関する意

見書に基づき責任準備金の積立を行っ

たと仮定し、組合の健全性の水準を考慮

した上で、割戻しの公正・衡平の確認を

行わなければならない。 

第 2項 

利用分量割戻しの公正・衡平性の確認

について、法令及び告示では規定されて

いないが、契約者割戻しと同様に確認す

ることが望まれるため、実務指針要領と

しては契約者割戻しと同様としている。 

 

第 3項 

当年度の割戻財源の全額が単年度の

成果によるものとは限らないことか

ら、その全額を単年度の貢献度に応じ

て各契約に割り振ることは必ずしも適

正とは言えない場合があり、過去から

累積された各契約の貢献度を把握する

必要がある。そのため、原則として、

アセット・シェアの手法に基づき、割

戻しが公正かつ衡平であることを確認



- 36 - 

共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

③ 割戻所要額の計算並びに割戻しの割

当及び分配が、法令及び共済事業規約に

従って行われ、かつ、適正な共済の数理

及び一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準等に基づいていること 

④ 割戻しの割当及び分配が、責任準備金

の適正な積立て及び組合の経営の健全

性維持のための必要額の準備が行われ

た上で、共済事故の発生率、資産運用の

状況等から、共済契約者が合理的に期待

するところを考慮したものであること 

４．共済計理人は、前項第1号及び第 2号の

確認を、次の各号に掲げる要件を確認する

ことにより行わなければならない。 

① 組合全体について、第17条、第 18条

及び第 19 条の規定に従い、次のイ及び

ロに掲げる要件が満たされていること 

イ．第 17条及び第 19条の定めるところ

により、翌期割戻所要額が財源確保さ

れており、健全性を損なわない水準で

あること 

ロ．消滅時割戻しを行う組合において

は、第 18 条に定めるところにより、

翌期の全件消滅ベースの割戻所要額

が財源確保されていること 

② 共済事業の種類ごとに、第 20 条の規

定に従い、次のイ及びロに掲げる要件が

とを確認することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 割戻所要額の計算並びに割戻しの割

当及び分配が、法令及び共済事業規約に

従って行われ、かつ、適正な共済の数理

及び一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準等に基づいていること 

④ 割戻しの割当及び分配が、責任準備金

の適正な積立て及び組合の経営の健全

性維持のための必要額の準備が行われ

た上で、共済事故の発生率、資産運用の

状況等から、共済契約者が合理的に期待

するところを考慮したものであること 

４．共済計理人は、前項第1号及び第 2号の

確認を以下の通り行わなければならない。 

 

① 組合全体について、第 17 条、第 18

条及び第 19 条の規定に従い、以下の要

件が満たされていること 

イ．第 17条及び第 19条の定めるところ

により、翌期割戻所要額が財源確保さ

れており、健全性を損なわない水準で

あること 

ロ．消滅時割戻しを行う組合において

は、第 18 条に定めるところにより、

翌期の全件消滅ベースの割戻所要額

が財源確保されていること 

② 共済事業毎に、第20条の規定に従い、

以下の要件が満たされていること 

することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 37 - 

共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

満たされていること 

イ．消滅時割戻しを行わない組合におい

ては、翌期の割戻所要額が財源確保さ

れていること 

ロ．消滅時割戻しを行う組合において

は、翌期の全件消滅ベースの割戻所要

額が財源確保されていること 

ただし、共済計理人が特に必要と判断す

る場合は、さらに細分化した共済契約の

群団ごとに財源が確保されていること

を確認しなければならない。また、共済

計理人が合理的であると判断する場合

は、複数の共済事業の種類をまとめて、

財源が確保されていることを確認する

ことができる。 

③ 契約消滅時に最終精算として消滅時

割戻しを行う共済事業の種類において

は、第22条及び第 23条の規定に従い、

次のイ及びロに掲げる要件が満たされ

ていること 

イ．代表契約の翌期割戻額が、原則とし

て当該事業年度末のネット・アセッ

ト・シェアを超えていないこと 

ロ．代表契約の将来のネット・アセッ

ト・シェアがこの契約に係る組合の経

営の健全性維持のための必要額を下

回っていないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5項 

① 共済事業規約などで特別な割戻方式

 

イ．消滅時割戻しを行わない組合におい

ては、翌期の割戻所要額が財源確保さ

れていること 

ロ．消滅時割戻しを行う組合において

は、翌期の全件消滅ベースの割戻所要

額が財源確保されていること 

ただし、共済計理人が特に必要と判断す

る場合は、さらに細分化した共済契約の

群団毎に財源が確保されていることを

確認しなければならない。また、共済計

理人が合理的であると判断する場合は、

複数の共済事業をまとめて、財源が確保

されていることを確認することができ

る。 

③ 契約消滅時に最終精算として消滅時

割戻しを行う共済事業においては、第

22条及び第 23条の規定に従い、以下の

要件が満たされていること 

 

イ．代表契約の翌期割戻額が、原則とし

て当年度末のネット・アセット・シェ

アを超えていないこと 

ロ．代表契約の将来のネット・アセッ

ト・シェアが健全性の基準維持のため

の金額を下回っていないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5項 

① 共済事業規約などで特別な割戻方式
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

５．前項にかかわらず、共済事業規約におい

て特別な割戻方式を規定している場合な

ど、前項の確認方法が適当でないと判断す

る場合は、その他の方法に基づき確認を行

うことができる。ただし、その場合はその

方法を用いた根拠を附属報告書に記載し

なければならない。 

を定めている場合には、実務指針要領に

記載されている確認方法と異なる方法

を用いて、割戻しの公正・衡平性を確認

することも認められる。 

② 団体生命共済などについては、アセッ

ト・シェアによる検証の対象外とする。 

５．前項にかかわらず、共済事業規約におい

て特別な割戻方式を規定している場合な

ど、前項の確認方法が適当でないと判断さ

れる場合は、その他の方法に基づき確認を

行うことができる。ただし、その場合はそ

の方法を用いた根拠を、附属報告書に記載

しなければならない。 

を定めている場合には、実務指針要領に

記載されている確認方法と異なる方法

を用いて、割戻しの公正・衡平を確認す

ることも認められる。 

② 団体生命共済などについては、アセッ

ト・シェアによる検証の対象外とする。 

第 17 条（組合全体の翌期割戻所要額の財源

の確認） 

１．共済計理人は、組合全体の翌期契約者割

戻所要額が、当該事業年度末の契約者割戻

準備金（割当済未払及び据置割戻金を除

く。）以下であることを確認しなければな

らない。 

 

 

２．前項の「組合全体の翌期契約者割戻所要

額」は、当該事業年度に対応する通常割戻

し、翌年度中に満期等により支払が見込ま

れる契約に対する通常割戻し及び翌年度

中に支払が見込まれる消滅時割戻しの合

計額である。なお、通常割戻しとは、契約

者に対して毎年支払われる割戻し及びこ

れに準じる割戻しであり、消滅時割戻しと

は、契約の消滅時等に精算として支払われ

る割戻しである。 

第 17 条（組合全体の翌期割戻所要額の財源

の確認） 

第1項 

利用分量割戻しを行い、利用分量割戻

準備金を積み立てている場合には、組合

全体の翌期利用分量割戻所要額が、割戻

準備金繰入額と割戻準備金中の未割当

額の合計額以下であることを確認する

ものとする。 

第 2項 

① 「組合全体の翌期契約者割戻所要額」

及び「組合全体の翌期利用分量割戻所要

額」中の「翌年度中に満期等により支払

が見込まれる契約に対する通常割戻し」

とは、満期到来などに伴う通常割戻金の

支払について、過去の実績などから合理

的に予測される金額である。また、消滅

時割戻しは、共済事故の発生、満期到来、

解約・失効などに伴う消滅時割戻しの支

払について、過去の実績などから合理的

第 17 条（組合の割戻可能財源の確認 翌期

割戻所要額） 

１．共済計理人は、組合の翌期契約者割戻所

要額が、当期末の契約者割戻準備金（割当

済未払及び据置割戻金を除く。）以下であ

ることを確認しなければならない。 

 

 

 

２．前項の「組合の翌期契約者割戻所要額」

は、当年度に対応する通常割戻し、翌年度

中に満期等により支払いが見込まれる契

約に対する通常割戻し、及び翌年度中に支

払いが見込まれる消滅時割戻しの合計額

である。なお、通常割戻しとは、契約者に

対して毎年支払われる割戻し及びこれに

準じる割戻しであり、消滅時割戻しとは、

契約の消滅時等に精算として支払われる

割戻しである。 

第 17 条（組合の割戻可能財源の確認 翌期

割戻所要額） 

第1項 

利用分量割戻しを行い、利用分量割戻

準備金を積み立てている場合には、組合

の翌期利用分量割戻所要額が、割戻準備

金繰入額と割戻準備金中の未割当額の

合計額以下であることを確認するもの

とする。 

第 2項 

① 「組合の翌期契約者割戻所要額」及び

「組合の翌期利用分量割戻所要額」中の

「翌年度中に満期等により支払いが見

込まれる契約に対する通常割戻し」と

は、満期到来などに伴う通常割戻金の支

払について、過去の実績などから合理的

に予測される金額である。また、消滅時

割戻しは、共済事故発生、満期到来、解

約・失効などに伴う消滅時割戻しの支払

について、過去の実績などから合理的に
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

に予測される金額である。 

② 第 17 条第 2 項の消滅時割戻しには、

契約の消滅時に支払われる割戻し以外

に、例えば、終身共済の共済掛金払込満

了時に支払われる割戻し、個人年金共済

の年金開始時に支払われる割戻し等も

含まれることとする。 

予測される金額である。 

② 第 17 条第 2 項の消滅時割戻しには、

契約の消滅時に支払われる割戻し以外

に、例えば、終身共済の共済掛金払込満

了時に支払われる割戻し、個人年金共済

の年金開始時に支払われる割戻し等も

含まれることとする。 

第 18 条（組合全体の割戻可能財源の確認 

全件消滅ベース） 

１．消滅時割戻しを行う組合においては、共

済計理人は、翌期の組合全体の全件消滅ベ

ースの割戻所要額が、第3項に定める当該

事業年度末の組合全体の割戻可能財源の

範囲内であることを確認しなければなら

ない。 

 

２．前項の「翌期の組合全体の全件消滅ベー

スの割戻所要額」は、次のとおり計算する。 

翌期の組合全体の全件消滅ベースの割戻

所要額 

＝翌年度に支払う通常割戻し 

＋翌年度に全件消滅したと仮定した場合

の消滅時割戻し 

 

 

 

 

第 18 条（組合全体の割戻可能財源の確認 

全件消滅ベース） 

第1項 

 割戻率が決定すると、組合はその支

払を保証することとなる。このため、

割戻しの支払が最大限度まで発生した

場合の財源の裏付けを確認することが

必要であり、全件消滅時の割戻所要額

の確認を行わなければならない。 

第 2項 

① 全件消滅時の割戻所要額は、全契約

が年間を通じ一様に消滅すると仮定し

た場合における消滅時割戻しと、通常

割戻しの合計額である。 

② 全件消滅したと仮定した場合の消滅

時割戻しは、解約・失効などによる契約

消滅時に支払う消滅時割戻しと共済事

故の発生、満期到来による契約消滅時に

支払う消滅時割戻しの金額が異なる場

合には、いずれか大きい額を用いなけれ

第 18 条（組合の割戻可能財源の確認 全件

消滅ベース） 

１．消滅時割戻しを行う組合においては、共

済計理人は、翌期の組合の全件消滅ベース

の割戻所要額が、第3項に定める組合の割

戻可能財源の範囲内であることを確認し

なければならない。 

 

 

２．前項の「組合の全件消滅ベースの割戻所

要額」は、以下の通り計算する。 

 

組合の全件消滅ベースの割戻所要額 

＝翌年度に支払う通常割戻し 

＋翌年度に全件消滅したと仮定した場合

の消滅時割戻し 

 

 

 

 

第 18 条（組合の割戻可能財源の確認 全件

消滅ベース） 

第1項 

① 割戻率が決定すると、組合はその支

払を保証することとなる。このため、

割戻支払が最大限度まで発生した場合

の財源の裏付けを確認することが必要

であり、全件消滅時の割戻所要額のチ

ェックを行わなければならない。 

第 2項 

① 全件消滅時の割戻所要額は、全契約

が年間を通じ一様に消滅すると仮定し

た場合における消滅時割戻しと、通常

割戻しの合計額である。 

② 全件消滅したと仮定した場合の消滅

時割戻しは、解約・失効などによる契約

消滅時に支払う消滅時割戻しと共済事

故発生、満期到来による契約消滅時に支

払う消滅時割戻しの金額が異なる場合

には、いずれか大きい額を用いなければ
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

３．第 1項の「当該事業年度末の組合全体の

割戻可能財源」は、次のとおり計算する。 

当該事業年度末の組合全体の割戻可能財

源 

＝総資産 

－ネット有価証券含み損 

－資本勘定のうち契約者拠出によらない

もの（出資金、法定準備金、任意積立金（リ

スクに対応した積立金等を除く。）、教育事

業繰越金など） 

－共済契約負債（共済掛金積立金、未経過

共済掛金、据置共済金、支払備金、割当済

未払割戻金、据置割戻金など） 

－従業員負債（退職給付引当金など） 

－その他の負債（借入金、未払金、預り金、

再保険借など） 

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3項 

 「ネット有価証券含み損」とは、有価

証券のうち「金融商品に係る会計基準」

において時価評価を適用しないものに

ついて、その含み損益の合計額がゼロを

下回った場合の、当該ゼロを下回った額

である。 

 

３．第 1項の「組合の割戻可能財源」は、以

下の通り計算する。 

組合の割戻可能財源 

＝総資産 

－ネット有価証券含み損 

－資本勘定のうち契約者拠出によらない

もの（出資金、法定準備金、任意積立金（リ

スクに対応した積立金等を除く）、教育事

業繰越金など） 

－共済契約負債（共済掛金積立金、未経過

共済掛金、据置共済金、支払備金、割当済

未払割戻金、据置割戻金など） 

－従業員負債（退職給付引当金など） 

－その他の負債（借入金、未払金、預り金、

再保険借など） 

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3項 

① 「ネット有価証券含み損」とは、有価

証券のうち「金融商品に係る会計基準」

において時価評価を適用しないものに

ついて、その含み損益の合計額がマイナ

スとなった場合の、当該マイナスの額で

ある。 

第19条（健全性維持の確認） 

共済計理人は、組合全体の翌期割戻所要

額が、前条第3項に規定する当該事業年度

末の組合全体の割戻可能財源から組合の

経営の健全性維持のための必要額を控除

した額の範囲内であることを確認しなけ

ればならない。 

第19条（健全性維持の確認） 

① 「組合の経営の健全性維持のための必

要額」とは、共済計理人が、規程第4条

の 2 に定める共済金等の支払能力の充

実の状況が適当であるかどうかの基準

を参考に、経営状態などを考慮して定め

るものとする。 

② 利用分量割戻しを行っている組合に

ついては、「翌期割戻所要額」とは、翌

期契約者割戻所要額と翌期利用分量割

第19条（健全性維持の確認） 

共済計理人は、組合の翌期割戻所要額

が、前条第3項に規定する組合の割戻可能

財源から組合の健全性の基準を維持する

ために必要な額を控除した額の範囲内で

あることを確認しなければならない。 

第19条（健全性維持の確認） 

① 「組合の健全性の基準を維持するため

に必要な額」とは、共済計理人が規程第

4条の 2に定める共済金等の支払能力の

充実の状況が適当であるかどうかの基

準を参考に、経営状態などを考慮して定

めるものとする。 

② 利用分量割戻しを行っている組合に

ついては、「翌期割戻所要額」とは、翌

期契約者割戻所要額及び翌期利用分量
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

戻所要額の合計額をいう。 割戻所要額の合計額をいう。 

第 20 条（共済事業の種類ごとの割戻しの財

源の確認） 

１．消滅時割戻しを行わない組合において

は、共済計理人は、共済事業の種類ごとの

翌期契約者割戻所要額が、当該事業年度末

の当該共済事業の種類の契約者割戻準備

金（割当済未払及び据置割戻金を除く。）

以下であることを確認しなければならな

い。 

２．消滅時割戻しを行う組合においては、共

済計理人は、翌期の共済事業の種類ごとの

全件消滅ベースの割戻所要額が、第4項に

定める当該事業年度末の当該共済事業の

種類の割戻可能財源の範囲内であること

を確認しなければならない。 

３．前項の「翌期の共済事業の種類ごとの全

件消滅ベースの割戻所要額」は、次のとお

り計算する。 

翌期の共済事業の種類ごとの全件消滅ベ

ースの割戻所要額 

＝翌年度に支払う通常割戻し 

＋翌年度に全件消滅したと仮定した場合

の消滅時割戻し 

４．第 2項の「当該事業年度末の当該共済事

第 20 条（共済事業の種類ごとの割戻しの財

源の確認） 

 

 

① 共済事業の種類ごとの割戻しの財源

の確認は、第17条又は第 18条に規定す

る組合全体の割戻しの財源の確認と同

様の考え方に基づき行う。 

② 利用分量割戻しを行い、利用分量割戻

準備金を積み立てている場合には、共済

事業の種類ごとの翌期利用分量割戻所

要額が、当該共済事業の種類の割戻準備

金繰入額と割戻準備金中の未割当額の

合計額以下であることを確認するもの

とする。 

第 20 条（共済事業単位の割戻可能財源の確

認） 

１．消滅時割戻しを行わない組合において

は、共済計理人は、共済事業ごとの翌期契

約者割戻所要額が、当期末の共済事業ごと

の契約者割戻準備金（割当済未払及び据置

割戻金を除く。）以下であることを確認し

なければならない。 

 

２．消滅時割戻しを行う組合においては、共

済計理人は、翌期の共済事業毎の全件消滅

ベースの割戻所要額が、第4項に定める当

該共済事業の割戻可能財源の範囲内であ

ることを確認しなければならない。 

 

３．前項の「共済事業毎の全件消滅ベースの

割戻所要額」は、以下の通り計算する。 

 

全件消滅ベースの割戻所要額 

＝翌年度に支払う通常割戻し 

＋翌年度に全件消滅したと仮定した場合

の消滅時割戻し 

 

４．第 2項の「当該共済事業の割戻可能財源」

第 20 条（共済事業単位の割戻可能財源の確

認） 

 

 

① 共済事業の財源確認は、第 17 条又は

第 18 条に規定する組合全体の割戻財源

の確認と同様の考え方に基づき行う。 

 

② 利用分量割戻しを行い、利用分量割戻

準備金を積み立てている場合には、組合

の翌期利用分量割戻所要額が、割戻準備

金繰入額と割戻準備金中の未割当額の

合計額以下であることを確認するもの

とする。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

業の種類の割戻可能財源」は、次のとおり

計算する。 

当該事業年度末の当該共済事業の種類の

割戻可能財源 

＝当該共済事業の種類に対応する資産 

－当該共済事業の種類のネット有価証券

含み損 

－当該共済事業の種類の共済契約負債（共

済掛金積立金、未経過共済掛金、据置共済

金、支払備金、割当済未払割戻金、据置割

戻金など） 

－当該共済事業の種類に対応する従業員

負債（退職給付引当金など） 

－当該共済事業の種類に対応するその他

の負債（借入金、未払金、預り金、再保険

借など） 

は、以下の通り計算する。 

 

共済事業の割戻可能財源 

＝共済事業に対応する資産 

－共済事業のネット有価証券含み損 

－共済事業の共済契約負債（共済掛金積立

金、未経過共済掛金、据置共済金、支払備

金、割当済未払割戻金、据置割戻金など） 

－共済事業に対応する従業員負債（退職給

付引当金など） 

－共済事業に対応するその他の負債（借入

金、未払金、預り金、再保険借など） 

第 21 条（アセット・シェアと代表契約の選

定） 

１．共済計理人は、契約消滅時に最終精算と

して消滅時割戻しを支払う契約について

は、代表契約を選定し、第22条及び第 23

条の規定に従い、アセット・シェアに基づ

き割戻しが公正かつ衡平であることを確

認しなければならない。 

２．アセット・シェア方式とは、「代表契約

の選定などにより、組合の資産の時価に対

する共済契約の貢献度（アセット・シェア）

第 21 条（アセット・シェアと代表契約の選

定） 

 

 

 

 

 

 

第 2項 

アセット・シェア方式は、代表契約の

選定などにより、共済契約の組合資産に

第 21 条（アセット・シェアと代表契約の選

定） 

１．共済計理人は、最終精算として消滅時割

戻しを支払う契約については、代表契約を

選定し、第22条及び第23条の規定に従い、

アセット・シェアに基づき割戻しを確認し

なければならない。 

 

２．アセット・シェア方式とは、「代表契約

の設定などにより、組合の資産の時価に対

する共済契約の貢献度（アセット・シェア）

第 21 条（アセット・シェアと代表契約の選

定） 

 

 

 

 

 

 

第 2項 

アセット・シェア方式は、モデル契約

の設定などにより、共済契約の組合資産
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

を評価する手法」であり、これにより求め

られた契約のアセット・シェアと対応責任

準備金との差額をネット・アセット・シェ

アという。 

 

３．共済計理人は、第1項の代表契約の選定

に際しては、選定単位を設定し、各選定単

位における当該事業年度末の有効契約の

収支状況を代表していると考えられる契

約を、各選定単位の代表契約としなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

４．前項の選定単位は、次の各号に掲げる項

目によって最低限区分して、設定しなけれ

ばならない。 

① 共済事業の種類 

② 共済事故の種類 

③ 契約経過年数 

 

 

５．第 3項の選定単位は、前項の項目のほか

対する貢献度を評価する手法であり、割

戻しの公正・衡平性の確認に際しては、

代表契約についてアセット・シェアを計

算する。 

第 3項 

① 代表契約は選定単位ごとに一件ずつ、

選定単位の収支状況を最もよく反映す

る契約として、例えば、次のイからハに

掲げる基準等を考慮して選定する。 

イ．共済掛金の対共済金額比、責任準備

金の対共済金額比、費差益発生状況、

危険差益発生状況などが、選定単位内

の平均から乖離しない契約 

ロ．共済金額の占率など選定単位内で最

も占率の高い契約 

ハ．その他共済計理人が合理的かつ適正

であると判断した契約 

② 代表契約は、合理的に決定するのであ

れば、実際に当該選定単位に存在する契

約ではなくモデル契約としてもよい。 

第 4項 

 

（第 3項に移動） 

 

 

 第 21 条第 4項第 2 号の「共済事故の

種類」としては、普通死亡、災害死亡、

を評価する手法」であり、これにより求め

られた契約のアセット・シェアと対応責任

準備金との差額をネット・アセット・シェ

アという。 

 

３．共済計理人は、第1項の代表契約の選定

に際しては、選定単位を設定し、各単位の

当年度末有効契約の収支状況を代表して

いると考えられる契約を、各選定単位の代

表契約としなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．前項の選定単位は、以下の項目によって

最低限区分して、設定しなければならな

い。 

① 共済事業 

② 共済事故の種類 

③ 契約経過年度 

 

 

５．第 3項の選定単位は、前項の項目の他に、

に対する貢献度を評価する手法であり、

割戻しの公正・衡平性の確認に際して

は、代表契約についてアセット・シェア

を計算する。 

第 3項 

代表契約は選定単位毎に一件ずつ、選

定単位の収支状況を最も良く反映する

契約として、例えば、以下のような基準

を考慮して選定する。 

イ．共済掛金の対共済金額比、責任準備

金の対共済金額比、費差益発生状況、

危険差益発生状況などが、選定単位内

の平均から乖離しない契約 

ロ．選定単位内で最も占率の高い契約 

 

ハ．その他共済計理人が合理的かつ適正

であると判断した契約 

 

 

 

第 4項 

① 代表契約は、合理的に決定されるので

あれば、実際に当該選定単位に存在する

契約ではなくモデル契約としてもよい。 

 

② 第 21 条第 4 項第 2 号の「共済事故の

種類」としては、普通死亡、災害死亡、
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

に、次の各号に掲げる項目等によってさら

に細かく区分することもできる。 

① 推進経路 

② 危険選択手法 

③ 性別 

④ 契約年齢 

⑤ 共済掛金払込方法 

⑥ 共済金額 

⑦ 共済期間 

生存、疾病入院、災害入院、要介護状態

などが挙げられる。 

以下の項目等によってさらに細かく区分

することもできる。 

① 推進経路 

② 危険選択手法 

③ 性別 

④ 契約年齢 

⑤ 共済掛金払込方法 

⑥ 共済金額 

⑦ 共済期間 

生存、疾病入院、災害入院、要介護状態

などが挙げられる。 

第 22 条（当該事業年度末のアセット・シェ

アの確認） 

１．共済計理人は、代表契約について、翌年

度に支払われる通常割戻しと、当該契約が

翌年度に消滅した場合に支払われる消滅

時割戻しの合計が、当該契約の当該事業年

度末のネット・アセット・シェアを原則と

して超えていない範囲で合理的な金額で

あることを確認しなければならない。 

 

 

 

 

２．代表契約の当該事業年度末のアセット・

シェアは、次のとおり計算する。 

当該事業年度末のアセット・シェア 

＝前事業年度末のアセット・シェア 

＋共済掛金＋資産運用収益 

第 22 条（当該事業年度末のアセット・シェ

アの確認） 

 

 

 

 

第1項 

 当該事業年度末のアセット・シェアの

確認において、当該契約が翌年度に消滅

した場合に支払われる消滅時割戻しは、

解約・失効などによる契約消滅時に支払

う消滅時割戻しと共済事故の発生、満期

到来による契約消滅時に支払う消滅時

割戻しの金額が異なる場合には、いずれ

か大きい額を用いなければならない。 

 

 

 

第22条（当年度末アセット・シェアの確認） 

 

１．共済計理人は、代表契約について翌年度

に支払われる通常割戻しと、当該契約が翌

年度に消滅した場合に支払われる消滅時

割戻しの合計が、当該契約の当年度末ネッ

ト・アセット・シェアを原則として超えて

いない範囲で合理的な金額であることを

確認しなければならない。 

 

 

 

 

２．代表契約の当年度末アセット・シェアは、

以下の考え方に基づいて計算する。 

当年度末アセット・シェア 

＝前年度末アセット・シェア 

＋共済掛金＋資産運用関係収益 

第22条（当年度末アセット・シェアの確認） 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

±評価差額金（税効果控除前）増減額 

－支払共済金など 

－事業経費－税金－支払割戻金 

±法人税等調整額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2項 

 

 

（第 1項を新設し移動） 

 

 

 

 

 

 第 22 条第 2 項はアセット・シェアの

一般的な算式を示すものであり、算出過

程は、組合の実務形態により、直接実額

を把握する方式、対共済金額比率などの

レートで把握する方式など異なるもの

を用いることができる。 

 

 

 

（第 3項に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

±評価差額金（税効果控除前）増減額 

－支払共済金など 

－事業経費－税金－支払割戻金 

±法人税等調整額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2項 

① 当年度末アセット・シェアの確認にお

いて、当該契約が翌年度に消滅した場合

に支払われる消滅時割戻しは、解約・失

効などによる契約消滅時に支払う消滅

時割戻しと保険事故発生、満期到来によ

る契約消滅時に支払う消滅時割戻しの

金額が異なる場合には、いずれか大きい

額を用いなければならない。 

② 第 22 条第 2 項はアセット・シェアの

一般的な算式を示すものであり、算出過

程は、組合の実務形態により、直接実額

を把握する場合、対共済金額比率などの

レートで把握する場合など異なるもの

を用いることができる。 

③ アセット・シェアのパラメータなどの

設定に際しては、利源分析等を参考にし

たうえで、各組合の経営実態を考慮する

こととする。 

④ 共済計理人は、アセット・シェアの計

算において使用する費用・収益の項目の

うち、按分計算などによりその額又はレ

ートを定めるものについては、必要に応

じて合理的な推定値を使用するなどに

より、適切に定めなければならない。 

⑤ 費用・収益の項目の按分計算の基準と

しては、件数、共済金、危険共済金、責
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

３．共済計理人は、前項の代表契約の当該事

業年度末のアセット・シェアの計算に際し

ては、次の各号に掲げる点に留意しなけれ

ばならない。 

① 原則として、前事業年度決算時におけ

るアセット・シェアの計算結果を使用

し、利源分析の結果も考慮して計算しな

ければならない。 

② 資産運用収益の配賦について、資産分

別管理方式、資産単位別持分管理方式、

資産持分管理方式、平均ポートフォリオ

方式などから、適切な手法を採用しなけ

ればならない。また、キャピタル部分の

運用関係損益については実現分を対象

とする。 

③ 評価差額金（税効果控除前）の増減分

について、前号の各方式に応じ、アセッ

ト・シェアの計算において適正に反映し

なければならない。 

④ 支払共済金などは共済事故の発生率

の実績値に基づいて計算する。この場

合、妥当と考えられる範囲の代表契約に

おいて共通の実績を用いることができ

る。 

 

 

第 3項 

① アセット・シェアのパラメータなどの

設定に際しては、利源分析等を参考にし

た上で、組合の経営実態を考慮すること

とする。 

② 共済計理人は、アセット・シェアの計

算において使用する費用・収益の項目の

うち、按分計算などによりその額又はレ

ートを定めるものについては、必要に応

じて合理的な推定値を使用するなどに

より適切に定めなければならない。 

③ 費用・収益の項目の按分計算の基準と

しては、件数、共済金、危険共済金、責

任準備金、共済掛金、付加掛金などが考

えられる。 

④ 第 22条第 3項第 4号における、「妥当

と考えられる範囲の代表契約において

共通の実績を用いることができる」と

は、例えば、生命共済契約の死亡率は、

終身生命共済、定期生命共済などを合算

して把握できるということを示す。ただ

し、例えば、死亡率は同じでも群団の死

亡実績は共済契約の継続率の差異によ

り異なるなど、その他の要素の状況によ

り実績が異なることについて留意が必

 

 

 

３．共済計理人は、前項の代表契約の当年度

末アセット・シェアの計算に際しては、以

下の点に留意しなければならない。 

 

① 原則として、前年度決算時におけるア

セット・シェアの計算結果を使用し、利

源分析の結果も考慮して計算しなけれ

ばならない。 

② 資産運用収益の配賦について、資産分

別管理方式、資産単位別持分管理方式、

資産持分管理方式、平均ポートフォリオ

方式などから、適切な手法を採用しなけ

ればならない。また、キャピタル部分の

運用関係損益については実現分を対象

とする。 

③ 評価差額金の増減分について、前号の

各方式に応じ、アセット・シェアの計算

において適正に反映しなければならな

い。 

④ 支払共済金などは共済事故の発生率

の実績値に基づいて計算する。この場

合、妥当と考えられる範囲の代表契約に

おいて共通の実績を用いることができ

る。 

任準備金、共済掛金、付加共済掛金など

が考えられる。 

第 3項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 22条第 3項第 4号における、「妥当

と考えられる範囲の代表契約において

共通の実績を用いることができる」と

は、例えば、生命共済契約の死亡率は、

終身生命共済、定期生命共済などを合算

して把握できるということを示す。ただ

し、例えば、死亡率は同じでも群団の死

亡実績は継続率の差異により異なるな

ど、他の要素の状況により実績が異なる

ことについて留意が必要である。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

⑤ 事業経費、税金は、直接賦課できるも

のは直接賦課し、それ以外については妥

当な基準により按分して決定する。 

⑥ 法人税等調整額については、その他の

資産・負債の増減に応じて、適切に繰延

税金資産（又は繰延税金負債）の増減を

反映しなければならない。 

４．共済計理人は、代表契約を選定した場合

には、当該契約のアセット・シェアの初期

値を合理的かつ適正に決定しなければな

らない。 

要である。 

 

 

 

 

 

第 4項 

第 22 条第 4 項に規定するアセット・シ

ェアの初期値の設定については、例えば、

次のイ及びロに掲げる方法が考えられる。

この際、経過年数によっては、マイナスの

初期値が存在し得ることに留意する必要

がある。 

イ．一定事業年度まで遡り、組合の実績

値を用いて、アセット・シェアを計算

する。計算起点における資産の分配は

その時点の責任準備金などに比例し

て行う。 

ロ．取得原価ベースの資産額から、資本

勘定相当額を控除し、その残額を責任

準備金比例で割り当てる。評価差額金

については、その時点で消滅した場合

の消滅時割戻金額比例で割り当てる。 

⑤ 事業経費、税金は、直接賦課できるも

のは直接賦課し、それ以外については妥

当な基準により按分して決定する。 

⑥ 法人税等調整額については、他の資

産・負債の増減に応じて、適切に繰延税

金資産（又は繰延税金負債）の増減を反

映しなければならない。 

４．共済計理人は、代表契約を選定した場合

には、当該契約のアセット・シェアの初期

値を合理的かつ適正に決定しなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

第 4項 

第22条第 4項に規定するアセット・シェ

アの初期値の設定については、例えば、以

下の方法が考えられる。この際、経過年数

によっては、マイナスの初期値が存在し得

ることに留意する必要がある。 

 

イ．一定年度まで遡り、組合の実績値を

用いて、アセット・シェアを計算する。

計算起点における資産の分配はその

時点の責任準備金などに比例して行

う。 

ロ．取得原価ベースの資産額から、資本

勘定相当額を控除し、その残額を責任

準備金比例で割り当てる。評価差額金

については、その時点で消滅した場合

の消滅時割戻金額比例で割り当てる。 

第23条（将来のアセット・シェアの確認） 

１．共済計理人は、翌年度の通常割戻しの水

準が翌々年度以降も継続するとした場合

において、代表契約の将来のネット・アセ

第23条（将来のアセット・シェアの確認） 

第 1項 

 代表契約の将来のアセット・シェアの

確認においては、消滅時割戻しはアセッ

第23条（将来のアセット・シェアの確認） 

１．共済計理人は、翌年度の通常割戻しの水

準が翌々年度以降も継続するとした場合

において、代表契約の将来のネット・アセ

第23条（将来のアセット・シェアの確認） 

第 1項 

① 代表契約の将来のアセット・シェアの

確認においては、消滅時割戻しはアセッ
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

ット・シェアからこの契約に係る組合の経

営の健全性維持のための必要額を差し引

いたものが正となっていることを確認し

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．共済計理人は、前項の確認を、対象とす

る代表契約が満期のある契約であれば満

期による消滅まで、満期のない契約であれ

ば少なくとも平均残存期間まで、行わなけ

ればならない。 

３．第 1項の代表契約の将来のアセット・シ

ェアの計算は、前条に示す計算方法に準じ

て行う。 

４．代表契約の将来のアセット・シェアは、

金利、株価、共済事故の発生率、事業経費

上昇率などのパラメータが、直近の実績の

まま将来も継続することとして、計算しな

ければならない。ただし、組合の事業の運

ト・シェアの最終精算であることから確

認の対象外とし、通常割戻しが現行水準

で継続した場合のアセット・シェアの過

不足を確認するものとする。 

 

 

（第 4項を新設し移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4項 

① 将来のアセット・シェアを計算する際

のシナリオは、割戻水準の変更が将来の

環境の変化を吸収するとの考え方に立

ち、あらゆる要素について、原則として

ット・シェアから組合の健全性を維持する

ために必要な額を差し引いたものが、正と

なっていることを確認しなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．共済計理人は、前項の確認を、対象とす

る代表契約が満期のある契約であれば満

期による消滅まで、満期のない契約であれ

ば、少なくとも平均残存期間まで、行わな

ければならない。 

３．第 1項の代表契約の将来のアセット・シ

ェアの計算は、前条に示す計算方法に準じ

て行う。 

４．代表契約の将来のアセット・シェアは、

金利、株価、共済事故の発生率、経費上昇

率などのパラメータが、直近の実績のまま

将来も継続することとして、計算しなけれ

ばならない。ただし、組合の事業の運営方

ト・シェアの最終精算であることから確

認の対象外とし、通常割戻しが現行水準

で継続した場合のアセット・シェアの過

不足を確認するものである。 

② 将来のアセット・シェアを計算する際

のシナリオは、割戻し水準の変更が将来

の環境の変化を吸収するとの考え方に

立ち、あらゆる要素について、原則とし

て現状が維持されることを前提とする。 

③ ただし、既に事業の運営方針の変更な

どが示されており、明らかに現在の実績

と異なることが予測される場合には、共

済計理人の判断により、経費上昇率など

のシナリオを変更することができる。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

営方針の変更などに応じて変更してもよ

い。 

現状が維持されることを前提とする。 

② ただし、既に事業の運営方針の変更な

どが示されており、明らかに直近の実績

と異なることが予測される場合には、共

済計理人の判断により、事業経費上昇率

などのシナリオを変更することができ

る。 

③ 共済事故の発生率は、東日本大震災や

阪神・淡路大震災のような巨大災害によ

る共済事故の発生分を除外して設定す

ることができる。ただし、この場合、そ

の旨を附属報告書に記載しなければな

らない。 

針の変更などに応じて変更してもよい。  

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

第24条（割戻しに関する意見書記載事項） 

１．第 17 条、第 18 条又は第 19 条のいずれ

かの確認において、問題があると判断する

場合には、共済計理人は、割戻水準の変更

が必要となる旨を意見書に記載しなけれ

ばならない。 

ただし、割戻可能財源に不足が生じている

場合において、第 18 条第 3項に定める割

戻可能財源の額を、満期保有目的の債券

（規則第 81 条第 3項第 4号ロに規定する

満期保有目的の債券をいう。以下同じ。）

及び責任準備金対応債券（満期保有目的の

債券以外の債券であって、利回りの変動に

対する時価の変動の程度を債券と責任準

第24条（割戻しに関する意見書記載事項） 

第1項 

第 17 条、第 18 条及び第 19 条に規定

する組合全体の割戻しの財源の確認に

おいて、そのいずれかで問題がある場合

は、第 20 条に規定する共済事業の種類

ごとの割戻しの財源の確認の結果を考

慮し、割戻率の引下げが必要である旨を

意見書に記載しなければならない。 

 

第 1項、第 2項 

第 24 条第 1 項ただし書又は同条第 2

項ただし書の規定を適用するときは、附

属報告書に、満期保有目的の債券及び責

第24条（割戻しに関する意見書記載事項） 

１．第 17 条、第 18条又は第 19条のいずれ

かの確認において、問題があると判断され

る場合には、共済計理人は、割戻水準の変

更が必要となる旨、意見書に記載しなけれ

ばならない。 

ただし、割戻可能財源に不足が生じている

場合において、第 18 条第 3項に定める割

戻可能財源の額を、満期保有目的の債券

（規則第 81条第 3項第 4号ロに規定する

満期保有目的の債券をいう。）及び責任準

備金対応債券（満期保有目的の債券以外の

債券であって、利回りの変動に対する時価

の変動の程度を債券と責任準備金とでお

第24条（割戻しに関する意見書記載事項） 

第1項 

第 17 条、第 18 条及び第 19 条に規定

する組合全体の財源の確認において、そ

のいずれかで問題がある場合は、第 20

条に規定する共済事業単位での財源の

確認の結果を考慮し、割戻率の引下げが

必要である旨、意見書に記載しなければ

ならない。 

 

第 1項、第 2項 

第 24 条第 1 項ただし書又は同条第 2

項ただし書の規定を適用するときは、附

属報告書に、満期保有目的の債券及び責
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

備金とでおおむね一致させることを目的

として保有し、時価評価されない債券をい

う。以下同じ。）の含み損を算入しないも

のとして算出したときに問題がないと判

断する場合は、割戻しの支出後も十分な流

動性資産が確保されていることを条件に

割戻水準が過大でない旨を併せて意見書

に記載することができる。 

２．第 20 条、第 22 条又は第 23 条のいずれ

かの確認において、問題があると判断する

場合には、共済計理人は、特別な場合（組

合の全体収支、資産運用の状況などに照ら

すと「適正である」と判断できる場合等）

を除き、原則として割戻水準の変更が必要

となる旨を意見書に記載しなければなら

ない。 

ただし、割戻可能財源に不足が生じている

場合において、第 20 条第 4項に定める割

戻可能財源の額を、満期保有目的の債券及

び責任準備金対応債券の含み損を算入し

ないものとして算出したときに問題がな

いと判断する場合は、割戻しの支出後も十

分な流動性資産が確保されていることを

条件に割戻水準が過大でない旨を併せて

意見書に記載することができる。 

 

 

任準備金対応債券の含み損の額を算入

しないものとした場合に、全件消滅ベー

スの割戻所要額が、割戻可能財源の範囲

内であることを、具体的な数値を含めて

記載しなければならない。 

 

 

 

第 2項 

① 第 20 条に規定する共済事業の種類ご

との割戻しの財源の確認において、現時

点における割戻しの財源が不足してい

ると判断する場合は、原則として問題の

ある共済事業の種類の割戻率の引下げ

が必要である旨を意見書に記載しなけ

ればならない。 

② 第 22 条に規定する代表契約の当該事

業年度末のアセット・シェアの確認にお

いて、著しく問題がある場合には、割戻

率の引下げの必要がある旨を意見書に

記載しなければならない。 

③ 第 23 条に規定する代表契約の将来の

アセット・シェアの確認において問題が

ある場合には、割戻率は現時点では問題

がなくとも、将来において問題が生じる

ことを示しており、割戻率の引下げの必

要がある旨を意見書に記載しなければ

おむね一致させることを目的として保有

し、時価評価されない債券をいう。）の含

み損を算入しないものとして算出したと

きに問題がないと判断される場合は、割戻

し支出後も十分な流動性が確保されてい

ることを条件に割戻水準が過大でない旨

を、併せて意見書に記載することができ

る。 

２．第 20 条、第 22条又は第 23条のいずれ

かの確認から、問題があると判断される場

合には、共済計理人は、特別な場合（組合

の全体収支、資産運用の状況などに照らす

と「適正である」と判断できる場合等）を

除き、原則として、割戻水準の変更が必要

となる旨、意見書に記載しなければならな

い。 

ただし、割戻可能財源に不足が生じている

場合において、第 20 条第 4項に定める割

戻可能財源の額を、満期保有目的の債券及

び責任準備金対応債券の含み損を算入し

ないものとして算出したときに問題がな

いと判断される場合は、割戻し支出後も十

分な流動性が確保されていることを条件

に割戻水準が過大でない旨を、併せて意見

書に記載することができる。 

 

 

任準備金対応債券の含み損の額を算入

しないものとした場合に、全件消滅ベー

スの割戻所要額が、割戻可能財源の範囲

内であることを、具体的な数値で記載し

なければならない。 

 

 

 

第 2項 

① 第 20 条に規定する共済事業単位での

財源の確認において、現時点における財

源が不足していると判断される場合は、

原則として、問題のある共済事業の割戻

率の引下げが必要である旨、意見書に示

さなければならない。 

 

② 第 22 条に規定する代表契約の当年度

末のアセット・シェアの確認において、

著しく問題がある場合には、割戻率の引

下げの必要がある旨、意見書に記載しな

ければならない。 

③ 第 23 条に規定する代表契約の将来の

アセット・シェアの確認において問題が

ある場合には、割戻率は現時点では問題

がなくとも、将来において問題が生じる

ことを示しており、割戻率の引下げの必

要がある旨、意見書に記載しなければな
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

３．前項の特別な場合には、「適正である」

と判断した根拠を意見書に記載しなけれ

ばならない。 

ならない。 

第 3項 

第 24 条第 2 項に規定する特別な場合

とは、例えば次のような場合である。 

・将来、資産内容の改善が十分に見込ま

れる場合において、第 22 条の確認にお

けるアセット・シェアの計算の際に、そ

の将来の資産内容の改善を考慮すると

当該事業年度の割戻しは「適正」である

と判断できる場合 

 

３．前項の特別な場合には、「適正である」

と判断した根拠を意見書に記載しなけれ

ばならない。 

らない。 

第 3項 

第 24 条第 2 項に規定する特別な場合

とは、例えば以下のような場合である。 

・将来、資産内容の改善が十分に見込ま

れる場合において、第 22 条の確認にお

けるアセット・シェア計算の際に、その

将来の資産内容改善を考慮すると当年

度の割戻は「適正」であると判断できる

場合 

第25条（財産の状況の確認） 

１．共済計理人は、法第50条の 12第 1項第

3号及び規則第193条の規定に基づき、財

産の状況に関し、次の各号に掲げる事項を

確認しなければならない。 

① 将来の収支を共済の数理に基づき合

理的に予測した結果に照らし、共済事業

の継続が困難であるかどうか 

 

② 共済金等の支払能力の充実の状況が

共済の数理に基づき適当であるかどう

か 

２． 

① 前項第 1号の確認は、規則第194条第

3号及び告示第9条の規定に基づき、事

業継続基準の確認に関する将来収支分

析（以下「3 号収支分析」という。）を

第25条（財産の状況の確認） 

第1項 

3号収支分析では、オープン型の将来収

支分析を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2項 

① 事業継続基準を満たすことができな

いかどうかの確認は、責任準備金が適正

に積み立てられていることの確認とは

第25条（財産の状況の確認） 

１．共済計理人は、法第50条の 12第 1項第

3号及び規則第193条の規定に基づき、財

産の状況に関し、以下の確認をしなければ

ならない。 

① 将来にわたり、共済事業の継続の観点

から適正な水準（以下「事業継続基準」

という。）を維持することが困難である

かどうか 

② 共済金等の支払能力の充実の状況が

共済の数理に基づき適当であるかどう

か（以下「支払余力比率の確認」という。） 

２． 

① 前項第 1号の確認は、規則第194条第

3号及び告示第9条の規定に基づき、事

業継続基準の確認に関する将来収支分

析（以下「3 号収支分析」という。）を

第25条（財産の状況の確認） 

第1項 

3号収支分析では、オープン型の将来収

支分析を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2項 

① 事業継続基準が維持できることの確

認は、責任準備金が適正に積み立てられ

ていることの確認とは異なり、組合全体
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

行うことにより、将来の時点における資

産の額として合理的な予測に基づき算

定される額が、当該将来の時点における

負債の額として合理的な予測に基づき

算定される額を下回るかどうかを確認

することにより行う。 

 

 

 

② 前号の「将来の時点における資産の額

として合理的な予測に基づき算定され

る額」は、告示第9条第 3項の規定に基

づき、3号収支分析を行った場合におけ

る時価評価した資産の額から共済リス

ク相当額及び資産運用リスク相当額と

して次の算式により計算した額を控除

した額をいう。ただし、評価差額金がマ

イナスの場合は、さらに当該評価差額金

に係る繰延税金資産の額を控除するこ

ととする。 

〔（Ｒ1）
2＋（Ｒ4）

2〕1/2 ＋Ｒ2 

備考 この算式中の記号の意義は、それ

ぞれ次に定めるとおりとする。 

Ｒ1：一般共済リスク相当額（規程第 4

条の5第1項第1号に定める額をい

う。） 

Ｒ2：巨大災害リスク相当額（規程第 4

異なり、組合全体の資産、負債、純資産

について行うものであり、したがって、

3号収支分析は、1号収支分析と異なり、

組合全体の資産、負債、純資産について

行うこととなる。 

② 適正な責任準備金の水準は、共済事業

の種類によって異なる場合があるが、事

業継続基準は、これらによらず、一律に

定められたものである。 

③ 第 25 条第 2 項第 2 号の「将来の時点

における資産の額として合理的な予測

に基づき算定される額」の算出に用いる

将来の時点の「共済リスク相当額」の算

出は、将来の保有契約高や再共済・再保

険の状況から算出する方法のほか、基準

時点の共済リスク相当額をもとに将来

の契約高の変化等から推計して算出す

る方法とすることができる。なお、契約

の変動を考慮する必要性が低い場合に

は、それらの要素を加味せず基準時点の

共済リスク相当額を用いることもでき

ることとする。 

④ 第 25 条第 2 項第 2 号の「将来の時点

における資産の額として合理的な予測

に基づき算定される額」は、共済計理人

が必要と判断する場合は、告示第9条第

5項の規定を適用し、共済リスク相当額

行うことにより、将来の時点における資

産の額として合理的な予測に基づき算

定される額が、当該将来の時点における

負債の額として合理的な予測に基づき

算定される額を下回るかどうかを確認

することにより行う。 

 

 

 

② 前号中「将来の時点における資産の額

として合理的な予測に基づき算定され

る額」は、告示第9条第 3項の規定に基

づき、3号収支分析を行った場合の資産

（時価評価）から共済リスク相当額及び

資産運用リスク相当額として次の算式

により計算した額を控除した額をいう。

ただし、評価差額金がマイナスの場合

は、前段の金額から当該評価差額金に係

る繰延税金資産を控除することとする。 

 

〔（Ｒ1）
2＋（Ｒ4）

2〕1/2 ＋Ｒ2 

備考 この算式中の記号の意義は、それ

ぞれ次に定めるとおりとする。 

Ｒ1：一般共済リスク相当額（規程第４

条の５第１項第１号に定める額を

いう。） 

Ｒ2：巨大災害リスク相当額（規程第４

の資産、負債、資本について行うもので

あり、従って、3 号収支分析は、1 号収

支分析と異なり、組合全体の資産、負債、

資本について行うこととなる。 

 

② 適正な責任準備金の水準は、共済事業

によって異なる場合があるが、事業継続

基準は、これらに依らず、一律に定めら

れたものである。 

③ 第 25 条第 2 項第 2 号の「将来の時点

における資産の額として合理的な予測

に基づき算定される額」の算出に用いる

将来の時点の「共済リスク相当額」の算

出は、将来時点の保有契約高や再共済・

再保険状況から算出する方法のほか、基

準日時点の共済リスク相当額に将来の

契約高の変化等から推計して算出する

方法とすることができる。なお、契約の

変動を考慮する必要性が低い場合には、

それらの要素を加味せず基準日時点の

共済リスク相当額を用いることもでき

ることとする。 

④ 第 25 条第 2 項第 2 号の「将来の時点

における資産の額として合理的な予測

に基づき算定される額」は、共済計理人

が必要と判断する場合は、告示第9条第

5項の規定を適用し、共済リスク及び資
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

条の5第1項第2号に定める額をい

う。） 

Ｒ4：資産運用リスク相当額（規則第166

条の 3第 3号に定める額をいう。） 

③ 第 1号の「将来の時点における負債の

額として合理的な予測に基づき算定さ

れる額」とは、告示第9条第 4項の規定

に基づき、次のイとロの合計額をいう。 

イ．第 26 条に定める事業継続基準に係

る額 

ロ．負債の部の合計額から、次の(1)か

ら(4)に掲げる額の合計額を控除した

額 

(1) 責任準備金の額 

(2) 価格変動準備金の額 

(3) 割戻準備金未割当部分の額 

(4) 評価差額金に係る繰延税金負債

に相当する額 

３．第 1項第 2号の確認は、規則第194条第

4 号及び告示第 13 条第 1 項の規定に基づ

き、次の各号を踏まえた上で、規程第4条

の 2に定める算式により得られる比率（以

下「支払余力比率」という。）が 200％以

上であることを確認することにより行う。 

① 法第 50条の 5第 1 号に掲げる額（以

下「支払余力総額」という。）が規則第

166 条の2及び規程第4条の3の規定に

及び資産運用リスク相当額に加え、その

他のリスクに係るリスク相当額も考慮

して計算した額を控除額とする等、第

25 条第 2 項第 2 号に規定する算定方法

以外の算定方法を用いることができる。

この場合において、共済計理人は、その

旨を意見書に記載するとともに、3号収

支分析に代えて、別の方法（3号収支分

析のうち、第 25 条第 2 項第 2 号の「将

来の時点における資産の額として合理

的な予測に基づき算定される額」を当該

算定方法を用いることにより算定する

方法）により確認することが適切である

ことの根拠を附属報告書に記載しなけ

ればならない。 

条の５第１項第２号に定める額を

いう。） 

Ｒ４：資産運用リスク相当額（規則第166

条の３第３号に定める額をいう。） 

③ 第 1号中「将来の時点における負債の

額として合理的な予測に基づき算定さ

れる額」とは、告示第9条第 4項の規定

に基づき、次のイとロの合計額をいう。 

イ．第 26 条に定める事業継続基準に係

る額 

ロ．負債の部の合計額から、次に掲げる

額の合計額を控除した額 

 

(1) 責任準備金 

(2) 価格変動準備金 

(3) 割戻準備金未割当額 

(4) 評価差額金に係る繰延税金負債 

 

３．第 1項第 2号の確認は、規則第194条第

4 号及び告示第 13 条第１項の規定に基づ

き、以下を踏まえた上で、規程第4条の 2

に定める算式により得られる比率（以下

「支払余力比率」という。）が 200％以上

であることを確認することにより行う。 

① 法第 50条の 5第 1 号に掲げる額（以

下「支払余力総額」という。）が規則第

166 条の2及び規程第4条の3の規定に

産運用リスクに加え、他のリスクに係る

リスク相当額も加算して控除する等、第

25 条第 2 項第 2 号に規定する算定方法

以外の算定方法を用いることができる。

この場合において、共済計理人は、その

旨を意見書に記載するとともに、3号収

支分析に代えて、別の方法（3号収支分

析のうち、第 25 条第 2 項第 2 号の「将

来の時点における資産の額として合理

的な予測に基づき算定される額」を当該

算定方法を用いることにより算定する

方法）により確認することが適切である

ことの根拠を附属報告書に記載しなけ

ればならない。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

照らして適正であること 

② 法第 50 条の 5 第 2 号に掲げる額（以

下「リスクの合計額」という。）が規則

第166条の3並びに規程第4条の4及び

第4条の5の規定に照らして適正である

こと 

照らして適正であること 

② 法第 50 条の 5第 2号に掲げる額（以

下「リスク合計額」という。）が規則第

166条の3並びに規程第4条の4及び第

4条の5の規定に照らして適正であるこ

と 

第26条（事業継続基準に係る額の計算） 

事業継続基準に係る額とは、告示第9条

第 4項第 1号の規定に基づき、共済契約ご

との共済契約の締結時の費用を共済掛金

払込期間にわたり償却する方法その他こ

れに類似する方法により計算した共済掛

金積立金の額に未経過共済掛金を加えた

額（以下「全期チルメル式責任準備金」と

いう。）と保有する共済契約が共済事故未

発生のまま消滅したとして計算した支払

相当額（以下「解約返戻金相当額」という。）

のいずれか大きい方の額の合計額とする。

ただし、影響が軽微であると判断する場合

には、共済契約ごとに全期チルメル式責任

準備金と解約返戻金相当額のいずれか大

きい方の額を計算するのではなく、共済の

数理上妥当な範囲でまとめられた共済契

約の群団ごとに計算することができる。 

第26条（事業継続基準に係る額の計算） 

 

 

 

① 第 26 条の全期チルメル式責任準備金

の計算は、次のイからハに基づき行うこ

ととする。 

イ．予定死亡率その他の責任準備金の基

礎となるべき係数：共済掛金及び責任

準備金の算出方法書に定めた係数 

ロ．チルメル歩合：新契約締結に係る事

業経費等を考慮して、合理的に定めた

額 

ハ．チルメル期間：掛金払込期間 

② 責任準備金の計算においては、全期チ

ルメル式よりも平準純共済掛金式を採

用した方がより厳しい事業継続基準の

確認となるため、平準純共済掛金式を採

用したときに事業継続基準を満たす場

合、共済計理人の判断により平準純共済

掛金式による責任準備金を計算しても

第26条（事業継続基準の計算） 

事業継続基準に係る額とは、告示第 9

条第 4項第 1号の規定に基づき、それぞれ

の共済契約について、共済契約の締結時の

費用を共済掛金払込期間にわたり償却す

る方法その他これに類似する方法により

計算した共済掛金積立金の額に未経過共

済掛金を加えた額（以下「全期チルメル式

責任準備金」という。）と保有する共済契

約が共済事故未発生のまま消滅したとし

て計算した支払相当額（以下「解約返戻金

相当額」という。）のいずれか大きい方の

額を計算したものの合計額とする。ただ

し、影響が軽微であると判断される場合に

は、それぞれの共済契約ごとに、全期チル

メル式責任準備金と解約返戻金相当額の

いずれか大きい方の額を計算するのでは

なく、共済の数理上妥当な範囲でまとめら

れた共済契約の群団ごとに計算すること

ができる。 

第26条（事業継続基準の計算） 

 

 

 

① 第 26 条の全期チルメル式責任準備金

の計算は、以下の通りとする。 

 

イ．予定死亡率その他の責任準備金の基

礎となるべき係数：共済掛金及び責任

準備金の算出方法書に定めた係数 

ロ．チルメル歩合：新契約締結に係る事

業経費等を考慮して、合理的に定めた

額 

ハ．チルメル期間：掛金払込期間 

② 責任準備金の計算においては、全期チ

ルメル式よりも平準純共済掛金式を採

用した方がより厳しい確認となるため、

事業継続基準に抵触しない場合、共済計

理人の判断により平準純共済掛金式に

より責任準備金を計算しても差し支え

ない。 



- 55 - 

共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

差し支えない。 

第27条（3号収支分析の実施） 

１．3 号収支分析は、告示第 10 条の規定に

基づき、毎事業年度行うものとし、3号収

支分析の対象とする期間（以下「3号分析

期間」という。）は、少なくとも基準時点

から10年間とする。 

２．共済計理人は、告示第 12 条第 1 項の規

定に基づき、3 号収支分析の結果、3 号分

析期間の期初以降の 5 年間のいずれかの

事業年度末において、次に定めるイの額

が、ロの額を下回るかどうかを確認する。 

イ．第 25条第 2項第 2号に掲げる額 

ロ．第 25条第 2項第 3号に掲げる額 

３．共済計理人は、告示第9条第5項の規定

により、共済契約の内容、資産の状況その

他の共済事業の特性及び社会経済情勢の

動向を勘案し、必要があると認められると

きは、3号収支分析に代えて、共済の数理

に照らして合理的な別の方法により、将来

の収支を共済の数理に基づき合理的に予

測した結果に照らし、共済事業の継続が困

難であるかどうかを確認することができ

る。この場合において、共済計理人は、そ

の旨を意見書に記載するとともに、3号収

支分析に代えて別の方法により確認する

ことが適切であることの根拠を附属報告

第27条（3号収支分析の実施） 

① 3号収支分析は、設定したシナリオの

もとで、将来のキャッシュ・フローを想

定することによって、組合全体の資産、

負債及び純資産のマッチングを行い、事

業継続基準を満たすことができないか

どうかを確認する。 

② 3号収支分析では、すでに締結してい

る共済契約だけでなく、将来締結する共

済契約（推定）も含めて実行する方式（オ

ープン型の将来収支分析）を用いること

とする。 

ただし、翌年度以降の新契約の募集を行

わない組合については、クローズド型の

将来収支分析を用いることとなる。 

 

③ 3 号分析期間は少なくとも 10 年間で

あるが、共済計理人は、必要に応じて、

より長い 3 号分析期間を設定すること

ができる。 

④ 1号収支分析は、共済事業の種類ごと

に行うこととしているが、3号収支分析

は、組合全体について行う。 

 

第27条（3号収支分析の実施） 

１．3 号収支分析は、告示第 10 条の規定に

基づき、毎事業年度行うものとし、3号収

支分析の対象とする期間（以下「3号分析

期間」という。）は、基準時点から少なく

とも10年間とする。 

２．共済計理人は、告示第 12 条第 1 項の規

定に基づき、3号収支分析の結果、3号分

析期間の期初以降の 5 年間のいずれかの

事業年度末において、次に定めるイの額

が、ロの額を上回ることを確認する。 

イ．第 25条第 2項第 2号に掲げる額 

ロ．第 25条第 2項第 3号に掲げる額 

３．共済計理人は、告示第9条第5項の規定

により、共済契約の内容、資産の状況その

他の共済事業の特性及び社会経済情勢の

動向を勘案し、必要があると認められると

きは、3号収支分析に代えて、共済の数理

に照らして合理的な別の方法により、将来

の収支を共済の数理に基づき合理的に予

測した結果に照らし、共済事業の継続が困

難であるかどうかを確認することができ

る。この場合において、共済計理人は、そ

の旨を意見書に記載するとともに、3号収

支分析に代えて別の方法により確認する

ことが適切であることの根拠を附属報告

第27条（3号収支分析の実施） 

① 3号収支分析は、設定したシナリオの

もとで、将来のキャッシュ・フローを想

定することによって、組合全体の資産、

負債、及び資本のマッチングを行い、事

業継続基準が維持できることを確認す

る。 

② 3号収支分析では、すでに締結されて

いる共済契約だけでなく、将来締結され

る共済契約（推定）も含めて実行する方

式（オープン型の将来収支分析）を用い

ることとする。 

ただし、翌年度以降の新契約の募集を行

なわない組合については、当然にクロー

ズド型の将来収支分析が用いられるこ

ととなる。 

③ 3 号分析期間は少なくとも 10 年であ

るが、共済計理人は、必要に応じて、よ

り長い 3 号分析期間を設定することが

できる。 

④ 1号収支分析は、共済事業毎に行うこ 

ととしているが、3号収支分析は、組合

全体について行う。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

書に記載しなければならない。 書に記載しなければならない。 

第28条（3号基本シナリオ） 

１．3 号収支分析の前提は、告示第 11 条の

規定に基づき、次の各号に定めるとおりと

する。 

① 無リスク利回りは、3号分析期間の期

初以降、基準時点の長期国債応募者利回

りが横ばいで推移するものとする。 

② 将来の株式及び不動産の価格、為替の

換算率等の資産の時価は、変動しないも

のとする。また、外貨建資産の資産運用

収益、新契約高、共済契約の継続率、共

済事故の発生率、事業経費、資産配分等

資産運用の状況、割戻金の状況、価格変

動準備金及び異常危険準備金への繰入

れ並びに事業の運営方針の変更及び法

令の改正については、第 11 条第 1 項の

該当する各号に定める規定を準用する。 

③ 割戻準備金繰入額のうち据置割戻金

等の割戻準備金として留保されるもの

以外は、原則として、契約者に支払われ

ることとし、その額を資産から減少させ

ることとする。 

④ 割戻準備金の残高は、原則として、前

年度決算において繰り入れられた額の

第28条（3号基本シナリオ） 

 

 

 

 

 

第 1項第 2号、第 3号、第 4号 

割戻金は、契約者割戻金及び利用分量

割戻金をいい、割戻準備金は、契約者割

戻し及び利用分量割戻しの割戻準備金

をいう。 

第 1項第 2号 

決定論的 1号収支分析は、資産の評価

について原価法を適用するものとした

が、3号収支分析は、資産の評価は時価

で行う。すなわち、債券については、償

還時点に向けて含み損益が変動するこ

とを反映しなければならない。 

第 1項第 3号 

「据置割戻金等の割戻準備金として

留保されるもの」とあるのは、据置割戻

金として留保されるもの以外に、新規発

生の未割当割戻準備金となるものがあ

るからである。なお、新規発生の未割当

第28条（3号基本シナリオ） 

１．3 号収支分析の前提は、告示第 11 条の

規定に基づき、以下に定める通りとする。 

 

① 無リスク利回りは、3号分析期間の期

初以降、基準時点の長期国債応募者利回

りが横ばいで推移するものとする。 

② 将来の株式及び不動産の価格、為替の

換算率等の資産の時価は、変動しないも

のとする。また、外貨建資産の資産運用

収益、新契約高、共済契約の継続率、共

済事故の発生率、事業経費、資産配分等

資産運用の状況、割戻金の状況、価格変

動準備金及び異常危険準備金への繰入

並びに事業の運営方針の変更及び法令

の改正については、第 11 条第 1項の該

当する各号に定める規定を準用する。 

③ 割戻準備金繰入額のうち据置割戻金

等の割戻準備金として留保されるもの

以外は、原則として、契約者に支払われ

ることとし、その額を資産から減少させ

ることとする。 

④ 割戻準備金の残高は、原則として、前

事業年度決算において繰り入れられた

第28条（3号基本シナリオ） 

 

 

 

 

 

第 1項第 2号、第 3号、第 4号 

割戻金は、契約者割戻金及び利用分量

割戻金をいい、割戻準備金は、契約者割

戻し及び利用分量割戻しの割戻準備金

をいう。 

第 1項第 2号 

決定論的 1号収支分析は、資産の評価

について原価法を適用するものとした

が、3号収支分析は、資産の評価は時価

で行う。すなわち、債券については、償

還時点に向けて含み損益が変動するこ

とを反映しなければならない。 

第 1項第 3号 

「据置割戻金等の割戻準備金として

留保されるもの等」とあるのは、据置割

戻金として留保されるもの以外に、新規

発生の未割当割戻準備金となるものが

あるからである。なお、新規発生の未割
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

うち据置割戻金等の割戻準備金として

留保されるもの、据置割戻しに付される

利息及び据置割戻しから引き出される

額（共済契約の消滅によるものを含む。）

を考慮して、計算することとする。なお、

据置割戻しから引き出される額は、その

額を資産から減少させることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割戻準備金は、プラスの場合とマイナス

の場合があるが、マイナスの場合は、割

戻準備金の残高の減少要素として扱う。

また、割当済未分配割戻準備金（共済掛

金月払で割戻相殺契約のもの等におい

て、共済掛金払込期月が未到来であるた

め、割戻金の一部が未分配となっている

もの）については、その影響が大きいと

判断する場合は、据置割戻金等の割戻準

備金として留保されるものに含めて割

戻準備金の残高を計算することとする

が、その影響が軽微であると判断する場

合には、割当済未分配割戻準備金は発生

しない（割戻金は、すべて割戻支払期日

に支払われる）こととして、割戻準備金

の残高を計算することとする。 

 

第 1項第 3号、第 4号 

第 28 条第 1 項第 3 号及び第 4 号に、

「原則として」とあるのは、割戻準備金

の残高の増減が少ない組合にあっては、

第 28 条第 1 項第 3 号及び第 4 号によら

ず、基準時点の割戻準備金残高が、将来

にわたり、そのまま推移するものとする

ことが認められるからである。なお、こ

の場合、割戻準備金繰入額のうち据置割

戻金等の割戻準備金として留保される

額のうち据置割戻金等の割戻準備金と

して留保されるもの、据置割戻しに付さ

れる利息、及び、据置割戻しから引き出

される額（共済契約の消滅によるものを

含む。）を考慮して、計算することとす

る。なお、据置割戻しから引き出される

額は、その額を資産から減少させること

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当割戻準備金は、プラスの場合とマイナ

スの場合があるが、マイナスの場合は、

割戻準備金の残高の減少要素として扱

う。また、割当済未分配割戻準備金（共

済掛金月払で割戻相殺契約のもの等に

おいて、共済掛金払込期月が未到来であ

るため、割戻金の一部が未分配となって

いるもの）については、その影響が大き

いと判断される場合は、据置割戻金等の

割戻準備金として留保されるもの等に

含めて、割戻準備金の残高を計算するこ

ととするが、その影響が軽微であると判

断される場合には、割当済未分配割戻準

備金は発生しない（割戻金は、すべて割

戻支払期日に支払われる）こととして、

割戻準備金の残高を計算することとす

る。 

第 1項第 3号、第 4号 

第28条第1項第3号及び第4号に、「原

則として」とあるのは、割戻準備金の残

高の増減が少ない組合にあっては、第

28条第 1項第 3号及び第 4号によらず、

直近の割戻準備金残高が、将来にわた

り、そのまま推移するものとすることが

認められるからである。なお、この場合、

割戻準備金繰入額のうち据置割戻金等

の割戻準備金として留保されるものの
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

⑤ 責任準備金、価格変動準備金及び契約

者割戻準備金を除く負債については、著

しい変動の予想されるものを除き、原則

として、基準時点の残高がそのまま推移

することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．共済計理人は、告示第 11 条第 2 項の規

定に基づき、共済契約の内容、資産の状況

その他の共済事業の特性及び社会経済情

勢の動向を勘案し、必要があると認められ

るときには、前項に定めるシナリオ（「3

号基本シナリオ」という。）によらず、そ

の他の合理的で客観性のあるシナリオ（こ

のシナリオを「3号任意シナリオ」という。

以下同じ。）に基づき、3 号収支分析を行

うことができるが、その場合は、その旨を

ものの額に据置割戻しに付される利息

の額を加えた額が、据置割戻しから引き

出される額に等しいとみなしたことと

なる。 

第 1項第 5号 

第28条第1項第5号に、「原則として」

とあるのは、収支の計算において繰入

れ・取崩しを行った負債について、当該

繰入・取崩額を残高に反映することがで

きることとするからである。なお、当該

繰入・取崩額については、過去の実績等

に基づき、合理的に見込まなければなら

ない。 

また、負債の差異のうち、法令等の変更

により臨時的に発生した差異について

は、法令等に定めるところを下回らない

範囲で、経過措置を適用しなければなら

ない。 

 

 

 

⑤ 責任準備金、価格変動準備金及び契約

者割戻準備金を除く負債については、著

しい変動の予想されるものを除き、原則

として、直近の残高がそのまま推移する

こととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．共済計理人は、告示第 11 条第 2 項の規

定に基づき、共済契約の内容、資産の状況

その他の共済事業の特性及び社会経済情

勢の動向を勘案し、必要があると認められ

るときには、前項に定めるシナリオ（「3

号基本シナリオ」という。）によらず、他

の合理的で客観性のあるシナリオ（このシ

ナリオを「3号任意シナリオ」という。以

下同じ。）に基づき、3 号収支分析を行う

ことができるが、その場合は、その旨を意

額に、据置割戻しに付される利息の額を

加えた額が、据置割戻しから引き出され

る額に等しいと見なしたこととなる。 

 

第 1項第 5号 

責任準備金、価格変動準備金及び契約

者割戻準備金を除く負債の中で「原則と

して」とあるのは、収支の計算において

繰入・取崩を行った負債について、当該

繰入・取崩額を残高に反映することがで

きることとするからである。なお、当該

繰入・取崩額については、過去の実績等

に基づき、合理的に見込まなければなら

ない。 

また、負債の差異のうち、法令等の変更

により臨時的に発生した差異について

は、法令等に定めるところを下回らない

範囲で、経過措置を適用しなければなら

ない。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

意見書に記載するとともに、その3号任意

シナリオが適切であることの根拠を附属

報告書に記載しなければならない。 

見書に記載するとともに、その3号任意シ

ナリオが適切であることの根拠を、附属報

告書に示さなくてはならない。 

第 29 条（事業継続基準に関する意見書記載

事項） 

１．共済計理人は、3号収支分析を行った結

果、3号分析期間の期初以降の5年間のい

ずれかの事業年度末において、次に定める

イの額が、ロの額に不足する場合は、告示

第 12 条第 2項の規定に基づき、その旨を

意見書に記載しなければならない。 

イ．第 25条第 2項第 2号に定める額 

ロ．第 25条第 2項第 3号に定める額 

ただし、満期保有目的の債券及び責任準備

金対応債券の含み損を算入しないものと

した場合に事業継続基準不足相当額（次項

に規定する事業継続基準不足相当額をい

う。以下同じ。）が解消されるときは、3

号分析期間を通じた十分な流動性資産の

確保を条件に共済事業の継続が困難とは

ならない旨を併せて意見書に記載するこ

第 29 条（事業継続基準に関する意見書記載

事項） 

 

第 1項 

第 29 条第 1 項ただし書の規定を適用

するときは、附属報告書に、満期保有目

的の債券及び責任準備金対応債券の含

み損の額を算入しないものとした場合

に、事業継続基準不足相当額が解消され

ていることを、具体的な数値を含めて記

載しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

第 29 条（事業継続基準に関する意見書記載

事項） 

１．共済計理人は、3号収支分析を行った結

果、3号分析期間の期初以降の5年間のい

ずれかの事業年度末において、次に定める

イの額が、ロの額に不足する（この不足額

を「事業継続基準不足相当額」という。以

下同じ。）場合は、告示第12条第 2項の規

定に基づき、その旨を、意見書に記載しな

ければならない。 

イ．第 25条第 2項第 2号に定める額 

ロ．第 25条第 2項第 3号に定める額 

ただし、満期保有目的の債券及び責任準備

金対応債券の含み損を算入しないものと

した場合に事業継続基準不足相当額が解

消されるときは、3号分析期間を通じた十

分な流動性資産の確保を条件に事業継続

困難とはならない旨を、併せて意見書に記

第 29 条（事業継続基準に関する意見書記載

事項） 

 

第 1項 

第 29 条第 1 項ただし書の規定を適用

するときは、附属報告書に、満期保有目

的の債券及び責任準備金対応債券の含

み損の額を算入しないものとした場合

に、事業継続基準不足相当額が解消され

ていることを、具体的な数値で記載しな

ければならない。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

とができる。 

２．事業継続基準不足相当額は、告示第 12

条第 2項の規定に基づき、3号収支分析に

おける3号分析期間の期初以降の5年間の

各事業年度末において前項ロが前項イを

上回る場合における当該上回る額の現在

価値の最大値のことをいう。 

 

３．3号収支分析の結果、事業継続基準不足

相当額が発生した場合において、共済計理

人は、告示第12条第 3項の規定に基づき、

次のイからヘに掲げる事業の運営方針の

変更のうち一部又は全部を直ちに行うの

であれば事業継続基準不足相当額を解消

することができる旨を意見書に記載する

ことができる。ただし、上記のとおり、こ

れらの事業の運営方針の変更は、直ちに行

われるものでなければならない。 

イ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引下げ 

 

 

 

 

ロ．実現可能と判断できる事業経費の抑

制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3項 

 事業の運営方針の変更について、「直

ちに行われるものでなければならない」

とあるのは、次のイからへのとおりであ

る。 

イ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引下げ 

………直近年度から実施する、割戻率

の引下げ（ゼロまで可） 

なお、割戻率は、契約者割戻し及び利

用分量割戻しの割戻率をいう。 

ロ．実現可能と判断できる事業経費の抑

制 

………翌年度から実施する、業務効

率化の予測に基づいたコストの低減

など 

ハ．資産運用の方針（ポートフォリオ）

の見直し 

………翌年度から実施する、市場性資

載することができる。 

２．前項の事業継続基準不足相当額は、告示

第 12 条第 2 項の規定に基づき、3 号収支

分析における、3号分析期間の期初以降の

5 年間の各事業年度末に生じた事業継続

基準不足相当額の現価の最大値とする。 

 

 

３．3号収支分析の結果、事業継続基準不足

相当額が発生した場合において、共済計理

人は、告示第12条第 3項の規定に基づき、

以下の事業の運営方針の変更のうち一部

又は全部を行うのであれば事業継続基準

不足相当額を解消することができる旨を、

意見書に示すことができる。 

ただし、これらの事業の運営方針の変更

は、ただちに行われるものでなくてはなら

ない。 

イ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引き下げ 

 

 

 

 

ロ．実現可能と判断できる事業経費の抑

制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3項 

① 事業の運営方針の変更について、「た

だちに行われるものでなくてはならな

い」とあるのは、以下の通りである。 

 

イ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引き下げ 

………直近年度から実施する、割戻率

の引き下げ（ゼロまで可） 

なお、割戻率は、契約者割戻し及び利

用分量割戻しの割戻率をいう。 

ロ．実現可能と判断できる事業経費の抑

制 

………直近年度の翌事業年度から実

施する、業務効率化の予測に基づいた

コストの低減など 

ハ．資産運用の方針（ポートフォリオ）

の見直し 

………直近年度の翌事業年度から実



- 61 - 

共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

ハ．資産運用の方針（ポートフォリオ）

の見直し 

 

 

 

 

ニ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済契約の募集の抑制 

 

 

 

 

ホ．今後締結する共済契約における共済

掛金の引上げ 

 

 

 

 

ヘ．共済契約において引き受けるリスク

の保有及び出再に係る方針の見直し

（実現可能と判断できるものに限

る。） 

 

 

 

産の占率の引下げ、直利中心のポート

フォリオへの組替えなど 

 

ニ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済契約の募集の抑制 

………翌年度から実施する、損失が発

生している共済事業の種類又は損失

の発生が予想される共済事業の種類

の推進抑制又は推進停止など 

ホ．今後締結する共済契約における表定

掛金の引上げ 

………直ちに実施する、共済事業の種

類のうち全部又は一部における予定

利率の引下げ、予定発生率・予定事業

費率の引上げなど 

ヘ．共済契約において引き受けるリスク

の保有及び出再に係る方針の見直し

（実現可能と判断できるものに限

る。） 

………翌年度から実施し、3号分析期

間において維持可能と想定される、出

再額の引上げなど 

 

 

 

 

 

 

 

ハ．資産運用の方針（ポートフォリオ）

の見直し 

 

 

 

 

ニ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済契約の募集の抑制 

 

 

 

 

ホ．今後締結する共済契約における共済

掛金の引き上げ 

 

 

 

 

ヘ．共済契約において引き受けるリスク

の保有及び出再に係る方針の見直し

（実現可能と判断できるものに限

る。） 

 

 

 

施する、市場性資産の占率の引下げ、

直利中心のポートフォリオへの組み

替えなど 

ニ．共済事業の種類のうち一部又は全部

における共済契約の募集の抑制 

………直近年度の翌事業年度からの、

損失が発生している共済事業又は損

失の発生が予想される共済事業の推

進抑制又は推進停止など 

ホ．今後締結する共済契約における表定

掛金の引き上げ 

………ただちに実施される、共済事業

の種類のうち全部又は一部における

予定利率の引き下げ、予定死亡率・予

定事業費率の引き上げ等 

ヘ．共済契約において引き受けるリスク

の保有及び出再にかかる方針の見直

し（実現可能と判断できるものに限

る。） 

………直近年度の翌事業年度から実

施し、3号収支分析期間において維持

可能と想定される、出再額の引き上げ

など 

② 意見書には、事業の運営方針の変更の

内容を記載する場合は、その事業の運営

方針の内容、数値を具体的に記載すると

共に、附属報告書に、その事業の運営方
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．1号収支分析において、責任準備金不足

 

 

 

 

 

 

 

（第 5項に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．1号収支分析において、責任準備金不足

針の変更が実現された場合の効果につ

いて、数値を記載しなくてはならない。

例えば、共済事業の種類のうち一部又は

全部における割戻率の引下げを行う時

は、 

イ．どの共済事業について、割戻率をど

れだけ引き下げるか（意見書に記載） 

ロ．その結果、事業継続基準不足相当額

がどれだけ解消するか（附属報告書に

記載） 

等、具体的な数値を含めて、記載する。

また、事業の運営方針の変更を行う旨を

意見書に記載する場合は、これを織り込

んで、再度、3号収支分析を行うことと

なるので、附属報告書には、事業の運営

方針の変更を織り込んだ 3 号収支分析

の結果を記載し、この 3 号収支分析で

は、事業継続基準不足相当額が解消され

ていることを示さなくてはならない。 

③ ただし、利差利回りの低下に相当する

利差割戻率等の引き下げを織り込んだ

ことにより、事業継続基準不足相当額が

発生しなかった場合については、事業の

運営方針の変更とは見做さず、従って、

意見書に記載することは必要としない。 

 

第 4項 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

相当額が発生した場合に、追加的な責任準

備金の一部又は全部を積み立てず、事業の

運営方針の変更により対応するとき、3号

収支分析においても、事業継続基準不足相

当額が発生し、これも事業の運営方針の変

更により対応するときは、その両者の事業

の運営方針の変更について、次のイ及びロ

のとおりとする。 

イ．両者の事業の運営方針の変更が同様

の内容である場合 

事業の運営方針の変更の幅が大きい

方を実施する 

ロ．両者の事業の運営方針の変更が異な

る内容である場合 

原則として、両方の事業の運営方針の

変更を実施する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「両者の事業の運営方針の変更が同

様の内容である場合、事業の運営方針の

変更の幅が大きい方を実施する」とは、

例えば、両者の事業の運営方針の変更

が、共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引下げを行う場合で

あれば、割戻率の引下幅の大きい方を実

施するという意味である。 

また、「両者の事業の運営方針の変更が

異なる内容である場合、原則として、両

方の事業の運営方針の変更を実施する」

とは、例えば、一方の事業の運営方針の

変更が、共済事業の種類のうち一部又は

全部における割戻率の引下げであり、他

方の事業の運営方針の変更が、実現可能

と判断できる事業経費の抑制であった

場合であれば、割戻率の引下げと事業経

費の抑制の両方を実施するという意味

である。なお、「原則として」とあるの

は、一方の事業の運営方針の変更（例え

ば、割戻率の引下げ）が、他方の事業の

運営方針の変更（例えば、事業経費の抑

制）より事業運営改善効果が大きいこと

を示すことができる場合には、前者の事

業の運営方針の変更（割戻率の引下げ）

だけを実施することも可とするからで

ある。 

相当額が発生した場合において、追加的な

責任準備金の一部又は全部を積み立てず、

事業の運営方針の変更により対応すると

き、3号収支分析においても、事業継続基

準不足相当額が発生し、これも事業の運営

方針の変更により対応するときは、その両

者の事業の運営方針の変更について、以下

の通りとする。 

イ．両者の事業の運営方針の変更が同様

の内容である場合 

事業の運営方針の変更の幅が大きい

方を実施する 

ロ．両者の事業の運営方針の変更が異な

る内容である場合 

原則として、両方の事業の運営方針の

変更を実施する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「両者の事業の運営方針の変更が同

様の内容である場合、事業の運営方針の

変更の幅が大きい方を実施する」とは、

例えば、両者の事業の運営方針の変更

が、共済事業の種類のうち一部又は全部

における割戻率の引き下げを行う場合

であれば、割戻率引き下げ幅の大きい方

を実施するという意味である。 

また、「両者の事業の運営方針の変更が

異なる内容である場合、原則として、両

方の事業の運営方針の変更を実施する」

とは、例えば、一方の事業の運営方針の

変更が、共済事業の種類のうち一部又は

全部における割戻率の引き下げであり、

他方の事業の運営方針の変更が、実現可

能と判断できる事業経費の抑制であっ

た場合であれば、割戻率の引き下げと事

業経費の抑制の両方を実施するという

意味である。なお、「原則として」とあ

るのは、一方の事業の運営方針の変更

（例えば、割戻率の引き下げ）が、他方

の事業の運営方針の変更（例えば、事業

経費の抑制）より事業運営改善効果が大

きいことを示すことができる場合には、

前者の事業の運営方針の変更（割戻率の

引き下げ）だけを実施することも可とす

る。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

５．第 3項に従い、事業の運営方針の変更に

より事業継続基準不足相当額を解消でき

る旨を意見書に記載する場合、告示第 12

条第 4項の規定に基づき、意見書には、具

体的な事業の運営方針の変更の内容を記

載するとともに、附属報告書に、その事業

の運営方針の変更を実現することにより

事業継続基準不足相当額を解消できる旨

を記載しなければならない。 

また、告示第12条第 5項の規定に基づき、

翌事業年度末に係る意見書に、次のイ及び

ロに掲げる内容を記載しなければならな

い。 

イ．事業の運営方針の変更の実現の状況 

ロ．事業の運営方針の変更の一部又は全

部が実現されなかった場合は、その原

因及び今後の対応方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5項 

① 意見書に、事業の運営方針の変更の内

容を記載する場合は、その事業の運営方

針の内容、数値を具体的に記載するとと

もに、附属報告書に、その事業の運営方

針の変更が実現された場合の効果につ

いて、数値を記載しなければならない。

例えば、共済事業の種類のうち一部又は

全部における割戻率の引下げを行うと

きは、 

イ．どの共済事業の種類について、割戻

率をどれだけ引き下げるのか（意見書

に記載） 

ロ．その結果、事業継続基準不足相当額

がどれだけ解消するのか（附属報告書

に記載） 

等、具体的な数値を含めて記載する。 

また、事業の運営方針の変更を行う旨を

意見書に記載する場合は、これを織り込

んで、再度、3号収支分析を行うことと

なるので、附属報告書には、事業の運営

方針の変更を織り込んだ 3 号収支分析

の結果を記載し、この 3 号収支分析で

は、事業継続基準不足相当額が解消され

ていることを示さなければならない。 

② ただし、利差利回りの低下に相当する

利差割戻率等の引下げを織り込んだこ

 

５．第 3項に従い、事業の運営方針の変更に

より、事業継続基準不足相当額を解消でき

ることを、意見書に示す場合、告示第 12

条第 4項の規定に基づき、意見書には、具

体的な事業の運営方針の変更の内容を記

載するとともに、附属報告書に、その事業

の運営方針の変更を実現することにより、

事業継続基準不足相当額を解消できるこ

とを示さなくてはならない。 

また、告示第12条第 5項の規定に基づき、

翌事業年度の意見書に、以下に掲げる内容

を記載しなければならない。 

 

イ．事業の運営方針の変更の実現の状況 

ロ．事業の運営方針の変更の一部又は全

部が実現されなかった場合は、その原

因及び今後の対応方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5項 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．共済計理人は、事業継続基準不足相当額

について、その他必要なことがあれば、意

見書又は附属報告書にその旨を記載しな

ければならない。 

とにより、事業継続基準不足相当額が発

生しなかった場合については、事業の運

営方針の変更とはみなさず、したがっ

て、意見書に記載することは必要としな

い。 

③ 「事業の運営方針の変更の一部又は全

部が実現されなかった場合、その原因は

何か」「事業の運営方針の変更の一部又

は全部が実現されなかった場合、これら

の事業の運営方針の変更について、今

後、どのように対応するのか」を翌事業

年度末に係る意見書に記載する場合は、

共済計理人は、組合に対して、これらに

関する説明を求め、組合の説明を踏まえ

た上で、記載しなければならない。また、

組合に説明を求めたにもかかわらず、組

合から、その説明を受けられなかった場

合には、その旨を翌事業年度末に係る意

見書に記載しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．共済計理人は、事業継続基準不足相当額

について、その他必要なことがあれば、意

見書又は附属報告書に記載しなくてはな

らない。 

 

 

 

 

 

「事業の運営方針の変更が実現され

なかった場合、その原因は何か」「事業

の運営方針の変更が実現されなかった

場合、これらの事業の運営方針の変更に

ついて、今後、どのように対応するか」

を記載する場合は、共済計理人は、組合

に対して、これらに関する説明を求め、

組合の説明を踏まえた上で、記載しなく

てはならない。また、組合に説明を求め

たにもかかわらず、組合から、その説明

を受けられなかった場合には、その旨を

記載しなければならない。 

第30条（過去の3号収支分析の結果との比

較） 

共済計理人は、第28条又は第 29条によ

 第30条（過去の3号収支分析の結果との比

較） 

共済計理人は、第28条又は第 29条によ
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

る3号収支分析の結果が、過去の分析の結

果と著しく相違する場合は、その原因を附

属報告書に記載しなければならない。 

る 3号収支分析の結果が、過去の分析の結

果と著しく相違する場合は、その原因を附

属報告書に記載しなければならない。 

第31条（支払余力総額） 

共済計理人は、第 25 条第 3 項第 1 号の確

認を、次の各号に掲げる要件が満たされてい

ることを確認することにより行わなければ

ならない。 

① 規則第166条の2第1項第1号に定め

る純資産の部の合計額から剰余金の処

分として支出する金額、貸借対照表の評

価・換算差額等の科目に計上した金額及

び繰延資産として貸借対照表の資産の

部に計上した金額の合計額を控除した

額について、監事へ監査を受けるべく提

出された決算関係書類等が誤謬なく参

照され、同号に従い計算されていること 

 

② 規則第 166 条の 2第 1 項第 2 号に定

める価格変動準備金について、決算関係

書類が誤謬なく参照されていること 

③ 規則第 166 条の 2第 1 項第 3 号に定

める異常危険準備金について、第7条第

3 項第 3 号に基づき確認した金額と同

額であること 

④ 規則第 166 条の 2第 1 項第 4 号に定

める一般貸倒引当金について、担当部門

第31条（支払余力総額） 

第 31 条各号の確認は、支払余力総額の算

出が適切に行われる態勢が整備されている

ことを確認することによることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第31条（支払余力総額） 

共済計理人は、第 25 条第 3項第 1号の確

認を以下の通り行わなければならない。 

 

 

① 規則第166条の2第1項第1号に定め

る純資産の部の合計額から剰余金の処

分として支出する金額、貸借対照表の評

価・換算差額等の科目に計上した金額及

び繰延資産として貸借対照表の資産の

部に計上した金額の合計額を控除した

額について、監事へ監査を受けるべく提

出された決算関係書類（以下「決算関係

書類」という。）等が誤謬なく参照され、

同号に従い計算されていること 

② 規則第 166 条の 2第 1 項第 2 号に定

める価格変動準備金について、決算関係

書類が誤謬なく参照されていること 

③ 規則第 166 条の 2第 1 項第 3 号に定

める異常危険準備金について、第7条第

3 項第 3 号に基づき確認した金額と同

額であること 

④ 規則第 166 条の 2第 1 項第 4 号に定

める一般貸倒引当金について、担当部門

第31条（支払余力総額） 

第 31 条第 1 項各号の手続きは、支払余力

総額の算出が適切に行われる態勢が整備さ

れていることを確認することによることが

できる。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

から報告された数値が誤謬なく参照さ

れていること 

⑤ 規則第166条の2第1項第5号に定め

るその他有価証券の評価差額の一部又

は全部及び同項第 6 号に定める土地の

含み損益の一部又は全部について、担当

部門から報告された数値が誤謬なく参

照され、同号並びに規程第4条の3第 2

項及び第 3 項に従い計算されているこ

と 

⑥ 規則第166条の2第1項第7号に基づ

き規程第4条の3第4項第1号に定める

共済掛金積立金等余剰部分について、決

算関係書類等又は担当部門から報告さ

れた数値が誤謬なく参照され、第7条第

3 項に基づく確認を踏まえ、規程第4条

の3第4項第1号及び同条第5項に従い

計算されていること 

ここで、規程第4条の 3第 4項第 1号

ハに定める額（以下「共済掛金積立金等

余剰部分控除額」という。）は、告示第

14条第1項に基づき、第32条に従って、

支払余力比率の確認に関する将来収支

分析（以下「3号の 2収支分析」という。）

を行い、第 35 条に定める共済掛金積立

金等余剰部分控除額の下限以上である

こととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6号 

共済掛金積立金等余剰部分について、計

算された結果がマイナスとなる場合は、ゼ

ロとする。 

から報告された数値が誤謬なく参照さ

れていること 

⑤ 規則第166条の2第1項第5号に定め

るその他有価証券の評価差額の一部又

は全部、及び同項第6号に定める土地の

含み損益の一部又は全部について、担当

部門から報告された数値が誤謬なく参

照され、同号並びに規程第4条の3第 2

項及び第 3 項に従い計算されているこ

と 

⑥ 規則第166条の2第1項第7号に基づ

き、規程第4条の 3第 4項第 1号に定め

る共済掛金積立金等余剰部分について、

決算関係書類等又は担当部門から報告

された数値が誤謬なく参照され、第 7

条第 3 項に基づく確認を踏まえ、規程

第 4 条の 3 第 4 項第 1 号及び同条第 5

項に従い計算されていること 

ここで、規程第 4 条の 3 第 4 項第 1

号ハに定める額（以下「共済掛金積立金

等余剰部分控除額」という。）は、告示

第14条第１項に基づき、第32条に従っ

て、支払余力比率の確認に関する将来収

支分析（以下「3号の 2収支分析」とい

う。）を行い、第35条に定める共済掛金

積立金等余剰部分控除額の下限以上で

あることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6号 

共済掛金積立金等余剰部分について、計

算された結果マイナスとなる場合は、ゼロ

とする。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

ただし、告示第14条第 2項に基づき、

共済掛金積立金等余剰部分控除額の下

限がゼロであることが、1号収支分析そ

の他の結果から判断できる場合又は規

程第4条の3第4項第1号に定める共済

掛金積立金等余剰部分をゼロとする場

合は、3号の 2収支分析を行わないこと

ができる。なお、共済掛金積立金等余剰

部分控除額の下限がゼロであることを1

号収支分析その他の結果から判断し、3

号の 2収支分析を行わない場合には、告

示第 14 条第 2 項に基づき、その旨を意

見書に記載するとともに、判断できる根

拠を附属報告書に記載しなければなら

ない。 

⑦ 規則第 166 条の 2第 1 項第 7 号に基

づき規程第4条の3第4項第2号に定め

る契約者割戻準備金未割当部分につい

て、第 15 条から第 24 条に定める法第

50 条の 12 第 1 項第 2 号の確認を踏ま

え、規程第4条の 3第 4項第 2号に従い

計算されていること 

⑧ 規則第 166 条の 2第 1 項第 7 号に基

づき規程第4条の3第4項第3号に定め

る税効果相当額について、決算関係書類

が誤謬なく参照され、同号及び同条第7

項に従い計算されていること 

ただし、告示第14条第 2項に基づき、

共済掛金積立金等余剰部分控除額の下

限がゼロであることが、1号収支分析そ

の他の結果から判断できる場合、また

は、規程第4条の 3第 4項第 1号に定め

る共済掛金積立金等余剰部分をゼロと

する場合は、3号の 2収支分析を行わな

いことができる。なお、共済掛金積立金

等余剰部分控除額の下限がゼロである

ことを 1 号収支分析その他の結果から

判断し、3号の 2収支分析を行わない場

合には、告示第 14 条第 2 項に基づき、

その旨を意見書に記載するとともに、判

断できる根拠を附属報告書に示さなく

てはならない。 

⑦ 規則第 166 条の 2第 1 項第 7 号に基

づき、規程第4条の 3第 4項第 2号に定

める契約者割戻準備金未割当部分につ

いて、第 15 条から第 24 条に定める法

第 50 条の 12 第 1 項第 2 号の確認を踏

まえ、規程第4条の 3第 4項第 2号に従

い計算されていること 

⑧ 規則第 166 条の 2第 1 項第 7 号に基

づき、規程第4条の 3第 4項第 3号に定

める税効果相当額について、決算関係書

類が誤謬なく参照され、同号及び同条第

7項に従い計算されていること 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

⑨ 規則第166条の2第1項第7号に基づ

き規程第4条の3第4項第4号に定める

負債性資本調達手段等について、担当部

門から報告された数値が誤謬なく参照

され、同条第5項に従い計算されている

こと 

⑩ 規則第 166 条の 2 第 1 項に基づき規

程第4条の3第1項に定める繰延税金資

産の不算入額について、担当部門から報

告された数値が誤謬なく参照され、同項

に従い計算されていること 

⑨ 規則第166条の2第1項第7号に基づ

き、規程第4条の 3第 4項第 4号に定め

る負債性資本調達手段等について、担当

部門から報告された数値が誤謬なく参

照され、同条第5項に従い計算されてい

ること 

⑩ 規則第 166 条の 2 第 1 項に基づき、

規程第4条の3第１項に定める繰延税金

資産の不算入額について、担当部門から

報告された数値が誤謬なく参照され、同

項に従い計算されていること 

第32条（3号の 2収支分析の実施） 

１．3 号の 2 収支分析は、告示第 15 条第 1

項に基づき、毎事業年度行うものとし、3

号の 2収支分析が対象とする期間（以下第

35 条まで「3号の 2分析期間」という。）

は、基準時点から5 年間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．3 号の 2 収支分析は、告示第 15 条第 2

第32条（3号の 2収支分析の実施） 

第1項 

① 3号の 2収支分析は、設定したシナリ

オのもとで、将来のキャッシュ・フロー

を想定することによって、組合全体の収

支残による事業継続基準に係る額の積

立てが可能かどうかを把握するもので

ある。 

② 3号の 2収支分析では、組合の保有す

る契約や資産の状況等に応じて、オープ

ン型又はクローズド型のいずれか、共済

計理人が適切であると判断する方式を

用いることとする。ただし、方式を変更

する場合には、適切であると判断する理

由とともに、その旨を附属報告書に記載

しなければならない。 

第32条（3号の 2収支分析の実施） 

１．3 号の 2 収支分析は、告示第 15 条第１

項に基づき、毎事業年度行うものとし、3

号の 2収支分析が対象とする期間（以下第

35 条まで「3号の 2分析期間」という。）

は、基準時点から5 年間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．3 号の 2 収支分析は、告示第 15 条第 2

第32条（3号の 2収支分析の実施） 

第1項 

① 3号の 2収支分析は、設定したシナリ

オのもとで、将来のキャッシュ・フロー

を想定することによって、組合全体の収

支残による事業継続基準に係る額の積

立てが可能かどうかを把握するもので

ある。 

② 3号の 2収支分析では、組合の保有す

る契約や資産の状況等に応じて、オープ

ン型又はクローズド型のいずれか、共済

計理人が適切であると判断する方式を

用いることとする。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

項に基づき、組合全体について行う。  項に基づき、組合全体について行う。 

第33条（3号の 2収支分析） 

１．3号の2収支分析のシナリオの各要素は、

第 34 条に定めるとおりとする（このシナ

リオを「3号の 2基本シナリオ」という。

以下同じ。）。共済計理人は、告示第 16 条

第 3項の規定に基づき、共済契約の内容、

資産の状況その他の共済事業の特性及び

社会経済情勢の動向を勘案し、必要がある

と認められるときには、3号の 2基本シナ

リオによらず、その他の合理的で客観性の

あるシナリオ（このシナリオを「3 号の 2

任意シナリオ」という。以下同じ。）に基

づき、3号の 2収支分析を行うことができ

るが、その場合は、その旨を意見書に記載

するとともに、3号の 2基本シナリオを用

いず、その3号の 2任意シナリオを用いる

ことが適切であることの根拠を附属報告

書に記載しなければならない。 

２．共済計理人は、3号の 2収支分析の結果、

3号の 2分析期間中の事業年度末におい

て、第26条に定める事業継続基準に係る

額の積立てが可能である場合には共済掛

金積立金等余剰部分控除額の下限はゼロ

であると判断することができる。 

 第33条（3号の 2収支分析） 

１．3号の2収支分析のシナリオの各要素は、

第 34 条に定める通りとする（このシナリ

オを「3号の 2基本シナリオ」という。以

下同じ。）。共済計理人は、告示第 16 条第

3項の規定に基づき、共済契約の内容、資

産の状況その他の共済事業の特性及び社

会経済情勢の動向を勘案し、必要があると

認められるときには、3号の 2基本シナリ

オによらず、他の合理的で客観性のあるシ

ナリオ（このシナリオを「3号の 2任意シ

ナリオ」という。以下同じ。）に基づき、3

号の 2収支分析を行うことができるが、そ

の場合は、その旨を意見書に記載するとと

もに、3号の 2基本シナリオを用いず、そ

の3号の2任意シナリオを用いることが適

切であることの根拠を、附属報告書に示さ

なくてはならない。 

２．共済計理人は、3号の 2収支分析の結果、

分析期間中の事業年度末において、第26

条に定める事業継続基準に係る額の積立

てが可能である場合には共済掛金積立金

等余剰部分控除額の下限はゼロであると

判断することができる。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

第34条（3号の 2基本シナリオ） 

3 号の 2 収支分析の前提は、告示第 16

条第 1項の規定に基づき、次の各号に定め

るとおりとする。 

① 無リスク利回りは、3号の 2分析期間

の期初以降、基準時点の長期国債応募者

利回りが横ばいで推移するものとする。 

② 将来の株式・不動産の価格や為替の換

算率等の資産の時価は、変動しないもの

とする。また、外貨建資産の資産運用収

益、新契約高、共済契約の継続率、共済

事故の発生率、事業経費、資産配分等資

産運用の状況、割戻金の状況、事業の運

営方針の変更及び法令の改正について

は、第 11 条第 1 項の該当する各号に定

める規定を準用する。 

 

 

 

 

 

 

③ 評価差額金の取崩し及び含み益の実

現による積立財源への充当は行わない。 

④ 価格変動準備金及び異常危険準備金

等への繰入れは行わない。 

 

第34条（3号の 2基本シナリオ） 

 

 

 

 

 

 

第 2 号 

① 割戻金は、契約者割戻金及び利用分量

割戻金をいい、割戻準備金は、契約者割

戻し及び利用分量割戻しの割戻準備金

をいう。 

② 共済計理人が合理的と判断できる場

合は、3 号の 2 収支分析は、1 号収支分

析又は3号収支分析と異なる3号の2基

本シナリオを設定することができるも

のとする。例えば、その他の収支分析で

はオープン型の収支分析とする一方、3

号の 2 収支分析ではクローズド型の収

支分析とした場合、その差異を踏まえた

事業経費のシナリオとすることも考え

られる。 

 

 

第 4 号 

共済計理人は、組合全体で異常危険準

備金の積立限度が減少している場合な

第34条（3号の 2基本シナリオ） 

１．3 号の 2 収支分析の前提は、告示第 16

条第１項の規定に基づき、以下に定める通

りとする。 

① 無リスク利回りは、3号の 2分析期間

の期初以降、基準時点の長期国債応募者

利回りが横ばいで推移するものとする。 

② 将来の株式・不動産の価格や為替の換

算率等の資産の時価は、変動しないもの

とする。また、外貨建資産の資産運用収

益、新契約高、共済契約の継続率、共済

事故の発生率、事業経費、資産配分等資

産運用の状況、割戻金の状況、事業の運

営方針の変更及び法令の改正について

は、第 11 条第 1項の該当する各号に定

める規定を準用する。 

 

 

 

 

 

 

③ 評価差額金の取崩し及び含み益の実

現による積立財源への充当は行わない。 

④ 価格変動準備金・異常危険準備金等へ

の繰入れは行わない。 

 

第34条（3号の 2基本シナリオ） 

 

 

 

 

 

 

第 2 号 

① 割戻金は、契約者割戻金及び利用分量

割戻金をいい、割戻準備金は、契約者割

戻し及び利用分量割戻しの割戻準備金

をいう。 

② 共済計理人が合理的と判断できる場

合は、3 号の 2 収支分析は、1 号収支分

析又は 3 号収支分析と異なるシナリオ

を設定することができるものとし、これ

も3号の2基本シナリオとする。例えば、

他の収支分析ではオープン型の収支分

析とする一方、3号の 2収支分析ではク

ローズド型の収支分析とした場合、その

差異を踏まえた事業経費のシナリオと

することも考えられる。 

 

 

第 4 号 

共済計理人は、組合全体で異常危険準

備金の積立限度が減少している場合な
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

⑤ 劣後性債務については、その約定に従

って、利息を支払うこととする。 

ど、合理的と判断できる場合は、価格変

動準備金及び異常危険準備金等の取崩

しができるものとする。 

これも 3 号の 2 基本シナリオとする

が、この場合、その旨を附属報告書に記

載しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

⑤ 劣後性債務については、その約定に従

って、利息を支払うこととする。 

ど、合理的と判断できる場合は、価格変

動準備金・異常危険準備金等の取崩しが

できるものとする。 

これも 3 号の 2 基本シナリオとする

が、この場合、その旨を附属報告書に示

さなくてはならない。 

第 35 条（共済掛金積立金等余剰部分控除額

の下限の算定） 

１．第 31 条第 6 号の共済掛金積立金等余剰

部分控除額の下限は、告示第 17 条第 1 項

に基づき、3号の 2分析期間中の事業年度

末における事業継続基準に係る額の不足

額の現在価値の最大値とする。 

なお、支払余力比率の算出を行う日にお

いて、規則第179条第 3項の規定に基づき

積み立てた共済掛金積立金の額を、告示第

16 条第 2 項に基づき積み立てていないも

のとして計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

第 35 条（共済掛金積立金等余剰部分控除額

の下限の算定） 

第1 項 

3号の2収支分析による共済掛金積立金

等余剰部分控除額の下限の把握は、現時点

において、事業継続基準に係る額（V）＝

事業継続基準に係る額の対応資産（A）と

し、次の(1)から(3)のステップに従い行

う。 

(1) 3 号の 2収支分析のシナリオでの

At（t事業年度末の事業継続基準に係

る額の対応資産）を次のとおり定め

る。 

   At＝At-1＋組合全体の収入－組合全体

の支出 

(2) 3 号の 2分析期間中の t事業年度

末（ t ≦ 5 ）において、At が 3号

の 2 収支分析のシナリオでの Vt（t

事業年度末の事業継続基準に係る

第 35 条（共済掛金積立金等余剰部分控除額

の下限の算定） 

１．第 31 条第 6 号の共済掛金積立金等余剰

部分控除額の下限は、告示第 17 条第１項

に基づき、3号の 2分析期間中の事業年度

末における、事業継続基準に係る額の不足

額の現価の最大値とする。 

なお、共済金等の支払能力の充実の状況

を示す比率の算出を行う日において、規則

第 179 条第 3項及び告示第 16条第 2項の

規定に基づき積み立てた共済掛金積立金

の額を積み立てていないものとして計算

を行う。 

 

 

 

 

 

 

第 35 条（共済掛金積立金等余剰部分控除額

の下限の算定） 

第1 項 

3号の2収支分析による共済掛金積立金

等余剰部分控除額の下限の把握は、現時点

において、組合全体の事業継続基準に係る

額（Ｖ ）＝対応資産（Ａ ）とし、以下の

ステップに従い行う。 

 

(1） 3号の 2収支分析のシナリオでの

Ａt （ t 事業年度末の事業継続基準

に係る額の対応資産）を以下の通り

定める。 

   Ａt＝Ａt-1＋組合全体の収入－組合全

体の支出 

(2) 3号の2収支分析のシナリオにおい

て、以下の通り、3号の 2分析期間の

事業年度末において、Ａt がＶt （t

事業年度末（ t ≦ 5 ）の事業継続基
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．前項の計算を行うに当たり、共済計理人

が合理的と判断する場合は、告示第 17 条

第 2項に基づき、事業継続基準に係る額に

代えて、第7 条に規定する責任準備金（異

常危険準備金を除く。）を用いることがで

きるものとする。 

この場合において、その根拠を附属報告

書に記載しなければならない。 

額）以上であることが確認されれば、

共済掛金積立金等余剰部分控除額の

下限はゼロとなる。 

      { }
tt

t

VA −min ≧0 

(3) 上記の(2)が満たされない場合

は、次の額を共済掛金積立金等余剰

部分控除額の下限とする。 

  ( ) ( )








+− ∏
=

t

k

ktt
t

iAV

1

1max  

ここで、ikとは、k事業年度（k ≦ t 

≦ 5）の設定金利とする。 

 

なお、共済計理人が計算した共済掛金積立

金等余剰部分控除額の下限を、組合が算定

を行う前に、参考値として組合に提示する

ことも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．前項の計算を行うにあたり、共済計理人

が合理的と判断する場合は、告示第 17 条

第 2項に基づき、事業継続基準に係る額に

代えて、第7 条に規定する責任準備金（異

常危険準備金を除く。）を用いることがで

きるものとする。 

この場合において、その根拠を附属報告

書に示さなくてはならない。 

準に係る額）以上であることが確認さ

れれば、共済掛金積立金等余剰部分控

除額の下限はゼロとなる。 

 
0)( ≧

tt

t

VAMin −
 

(3) 上記の(2)が充たされない場合は、

次の額を共済掛金積立金等余剰部分

控除額の下限とする。 

  ( ) ( )








+− ∏
t

ttt
t

iAV 1max  

ここで、ｉtとは、t 事業年度（ t ≦ 

5 ）の設定金利とする。 

 

なお、共済計理人が計算した共済掛金積立

金等余剰部分控除額の下限を、組合が算定

を行う前に、参考値として組合に提示する

ことも考えられる。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

第36条（リスクの合計額） 

共済計理人は、第 25 条第 3 項第 2 号の

確認を、次の各号に掲げる要件が満たされ

ていることを確認することにより行わな

ければならない。 

① 規則第 166 条の 3 第 1 号に定める額

（共済リスク相当額）について、担当部

門から報告された数値が誤謬なく参照

され、同号並びに規程第4条の 5第 1項

第1号及び第2号に従い計算されている

こと 

 

 

 

 

② 規則第 166 条の 3 第 2 号に定める額

（予定利率リスク相当額）について、担

当部門から報告された数値が誤謬なく

参照され、同号及び規程第4条の5第 2

項に従い計算されていること 

③ 規則第 166 条の 3 第 3 号に定める額

（資産運用リスク相当額）について、担

当部門から報告された数値が誤謬なく

参照されていること 

ただし、規程第4条の5第 8項第1 号

に定める再共済又は再保険リスク相当

額及び同項第 2 号に定める再共済又は

第36条（リスクの合計額） 

第 36 条各号の確認は、リスクの合計額

の算出が適切に行われる態勢が整備され

ていることを確認することによることが

できる。 

第 1号 

 規則第 166 条の 3 第 1 号に定める額のう

ち、規程第4条の 5第 1項第 2号に定める

額の計算において、規程別表第2ただし書

きに定めるリスクカーブを設定できない

種類の共済について正味共済金額及び被

災率等に基づいて計算されている場合に

は、当該計算方法が共済の数理に基づき妥

当であるかどうかについて確認すること

とする。 

 

第36条（リスク合計額） 

共済計理人は、第 25 条第 3項第 2号の

確認を以下の通り行わなければならない。 

 

 

① 規則第 166 条の 3 第 1 号に定める額

（共済リスク相当額）について、担当部

門から報告された数値が誤謬なく参照

され、同号並びに規程第 4 条の 5 第 1

項第1号及び第2号に従い計算されてい

ること 

 

 

 

 

② 規則第 166 条の 3 第 2 号に定める額

（予定利率リスク相当額）について、担

当部門から報告された数値が誤謬なく

参照され、同号及び規程第4条の5第 2

項に従い計算されていること 

③ 規則第 166 条の 3 第 3 号に定める額

（資産運用リスク相当額）について、担

当部門から報告された数値が誤謬なく

参照されていること 

ただし、規程第4条の5第 8項第1 号

に定める再共済又は再保険リスク相当

額及び同項第 2 号に定める再共済又は

第36条（リスク合計額） 

第 36 条第 1 項各号の手続きは、リスク

合計額の算出が適切に行われる態勢が整

備されていることを確認することによる

ことができる。 

第 1号 

 規則第 166 条の 3 第 1 号に定める額のう

ち、告示第4条の 5第 1項第 2号に定める

額の計算において、規程別表第2ただし書

きに定めるリスクカーブを設定できない

種類の共済について正味共済金額及び被

災率等に基づいて計算されている場合に

は、当該計算方法が共済の数理に基づき妥

当であるかどうかについて確認すること

とする。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

再保険回収リスク相当額については、第

14 条に基づく確認を踏まえ、規程第 4

条の5第8項に従い計算されていること 

④ 規則第 166 条の 3 第 4 号に定める額

（経営管理リスク相当額）について、担

当部門から報告された数値が誤謬なく

参照され、同号及び規程第4条の5第 9

項に従い計算されていること 

⑤ リスクの合計額が、規程第 4 条の 4  

に従い計算されていること 

再保険回収リスク相当額については、第

14 条に基づく確認を踏まえ、規程第 4

条の5第8項に従い計算されていること 

④ 規則第 166 条の 3 第 4 号に定める額

（経営管理リスク相当額）について、担

当部門から報告された数値が誤謬なく

参照され、同号及び規程第4条の5第 9

項に従い計算されていること 

⑤ リスクの合計額が、規程第 4 条の 4

に従い計算されていること 

第 37 条（支払余力比率の確認に関する意見

書記載事項） 

１．第31条及び第 36条の確認を踏まえ、支

払余力比率が200％未満である場合には、

告示第 13 条第 2 項に基づき、その旨を意

見書に記載しなければならない。 

２．共済計理人は、支払余力比率の確認にお

いて、その他共済の数理に関する事項があ

れば、その事項を附属報告書に記載するこ

とができる。 

 
第 37 条（支払余力比率の確認に関する意見

書記載事項） 

１．第31条及び第 36条の確認を踏まえ、支

払余力比率が200％未満である場合には、

告示第 13 条第 2項に基づき、その旨を、

意見書に記載しなければならない。 

２．共済計理人は、支払余力比率の確認にお

いて、その他共済の数理に関する事項があ

れば、附属報告書に記載することができ

る。 

 

第38条（意見書の記載総論） 

１．意見書には、規則第196条に定めるとこ

ろにより、次の各号に掲げるものを記載し

なければならない。 

① 組合の名称及び共済計理人の氏名 

② 提出年月日 

③ 規則第 195 条に定める共済契約に係

第38条（意見書の記載総論） 

第1項 

① 第 38 条第 1 項に規定する意見書の

記載事項のうち第1号、第 2号及び第

7号は、「責任準備金に関する意見書」

「割戻しに関する意見書」「財産の状

況に関する意見書」を別に作成する場

第38条（意見書の記載総論） 

１．意見書には、規則第196条に定めるとこ

ろにより、以下に掲げるものを記載しなけ

ればならない。 

① 組合の名称及び共済計理人の氏名 

② 提出年月日 

③ 規則第 195 条に定める共済契約に係

第38条（意見書の記載総論） 

第1項 

① 第 38 条第 1 項で規定されている意

見書の記載事項のうち第1号、第2号、

及び第 7 号は、「責任準備金に関する

意見書」「割戻しに関する意見書」「財

産の状況に関する意見書」を別に作成
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

る責任準備金の積立てに関する事項 

④ 契約者割戻しに関する事項 

⑤ 契約者割戻準備金の積立てに関する

事項 

⑥ 規則第 193 条の規定に基づく確認に

関する事項 

⑦ 前 4 号に掲げる事項に対する共済計

理人の意見 

２．確認業務の前提としている仮定が著しく

変化した場合、告示第2条第 2号の規定に

基づき、共済計理人は、記載内容について

責任をとり得ない旨を意見書に記載しな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．データの不足などにより十分な分析がで

きなかった場合には、共済計理人は、告示

第2条第 3号の規定に基づき、一定の制約

合においては、それぞれに記載しなけ

ればならない。 

② 利用分量割戻しについての確認を

実施している場合は、第4号に加え、

利用分量割戻しに関する事項を意見

書に記載しなければならない。 

 

 

第 2項 

第 38 条第 2 項に規定する事項につい

ては、例えば、次に示す文言で意見書に

記載することとする。 

「（なお、）この意見書は最近の状況（か

ら想定した前提）をもとに作成したもの

であり、今後、将来の状況がこの前提と

著しく乖離した場合には、この限りでは

ありません。」 

ここに示す文言は、例示であって、共

済計理人の判断によって、必要に応じ

て、ここに示す以外の内容を付け加える

こと、文言の表現を変更すること、この

解説書に示すその他の文言と重複する

文言を省略することが可能である（以下

同じ。）。 

第 3項 

第 38 条第 3 項に規定する事項につい

ては、意見書に記載する必要のある場合

る責任準備金の積立てに関する事項 

④ 契約者割戻しに関する事項 

⑤ 契約者割戻準備金の積立てに関する

事項 

⑥ 規則第 193 条の規定に基づく確認に

関する事項 

⑦ 前 4 号に掲げる事項に対する共済計

理人の意見 

２．確認業務の前提としている仮定が著しく

変化した場合、告示第2条第 2号の規定に

基づき、共済計理人は、記載内容について

責任をとり得ない旨、意見書に記載しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．データの不足などにより十分な分析がで

きなかった場合には、共済計理人は、告示

第2条第 3号の規定に基づき、一定の制約

する場合においては、それぞれに記載

しなければならない。 

② 利用分量割戻しについての確認を

実施している場合は、第4号に加え利

用分量割戻しに関する事項を記載し

なければならない。 

 

 

第 2項 

第 38 条第 2 項に規定されている事項

については、例えば、以下に示す文言で

意見書に記載することとする。 

「（なお、）この意見書は最近の状況（か

ら想定した前提）をもとに作成されたも

のであり、今後、将来の状況がこの前提

と著しく乖離した場合には、この限りで

はありません。」 

 

 

 

 

 

 

 

第 3項 

第 38 条第 3 項に規定されている事項

については、意見書に記載する必要のあ
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

の下で意見を作成した旨を意見書に記載

しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他分析の方法、結果又はその評価に

関し重要な内容がある場合は、告示第2条

第 4号の規定に基づき、意見書又は附属報

告書にその内容を記載しなければならな

い。 

には、例えば、次に示す文言で意見書に

記載することとする。 

「（また、）○○○○の情報が不足してい

るため、この意見書は一部推測に基づき

作成したものであり、この推測が実際と

著しく異なる場合には、この限りではあ

りません。」 

 

 

 

（第 2項に移動） 

 

 

 

 「○○○○の情報」とは、例えば、不

良債権等に関する情報が考えられる。 

の下で意見を作成した旨、意見書に記載し

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他分析の方法、結果又はその評価に

関し重要な内容がある場合は、告示第 2

条第 4号の規定に基づき、意見書又は附属

報告書にその内容を記載しなければなら

ない。 

る場合には、例えば、以下に示す文言で

意見書に記載することとする。 

「（また、）○○○○の情報が不足してい

るため、この意見書は一部推測に基づき

作成されたものであり、この推測が実際

と著しく異なる場合には、この限りでは

ありません。」 

① ここに示す文言は、例示であって、共

済計理人の判断によって、必要に応じ

て、ここに示す以外の内容を付け加える

こと、文言の表現を変更すること、この

解説書に示す他の文言と重複する文言

を省略することが可能である（以下同

じ）。 

② 「○○○○の情報」とは、例えば、不

良債権等に関する情報が考えられる。 

第 39 条（法第 50 条の 12 第 1項第 1号に関

する意見書の記載） 

１．責任準備金に関する意見書には、次の各

号に掲げるものについて記載しなければ

ならない。 

① 意見書の対象となる共済契約 

第 39 条（法第 50 条の 12 第 1項第 1号に関

する意見書の記載） 

第1項 

責任準備金に関する意見書において

は、責任準備金の確認の範囲及び確認の

結果について、例えば、次の(1)から(5)

第 39 条（法第 50条の 12第 1項第 1号に関

する意見書の記載） 

１．責任準備金に関する意見書には、以下に

掲げるものについて記載しなければなら

ない。 

① 意見書の対象となる共済契約 

第 39 条（法第 50 条の 12 第 1 項第 1 号に関

する意見書の記載） 

第1項 

責任準備金に関する意見書において

は、責任準備金の確認の範囲及び確認の

結果について、例えば、以下に示す文言
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

② 当該事業年度末の責任準備金が規則

第179条に規定するところにより、適正

に積み立てられているかどうかの確認

結果及び 1 号収支分析などの結果に対

する意見 

③ 対応策を講じることが必要な場合に

はその対応策 

④ 規則第179条第2項第2号の規定に基

づき平準純共済掛金式責任準備金を積

み立てないこととした共済契約につい

て、当該事業年度末における責任準備金

の額と平準純共済掛金式により計算し

た額との差額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に示す文言で意見書に記載することと

する。 

(1) 責任準備金の積立てが、適正に行わ

れている場合 

「法第50条の12第1項第1号に基づ

く確認を行った結果、平成○年○月○

日に保有するすべての共済契約につ

いて、責任準備金が健全な共済の数理

に基づいて積み立てられていること

を確認しました。」 

(2) 責任準備金不足相当額が発生して

おり、それに対して追加的な責任準備

金を積み立てている場合 

「○○共済及び○○共済については、

○○○○円の不足額が生じておりま

すが、○○年度末において当該不足額

が積み増されており、責任準備金が適

正に積み立てられていると思料いた

します。」 

(3) 責任準備金不足相当額が発生して

いるが、追加的な責任準備金を積み立

てていない場合 

「○○共済及び○○共済については、

現在の責任準備金の積立水準では不

足しており、○○○○円の積み増しを

行う必要があると思料いたします。」 

(4) 事業の運営方針の変更により責任

② 当年度末の責任準備金が規則第 179

条に規定するところにより、適正に積み

立てられているかどうかの確認結果、及

び、1号収支分析などの結果に対する意

見 

③ 対応策を講じることが必要な場合に

はその対応策 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で意見書に記載することとする。 

 

(1) 責任準備金の積立が、適正に行われ

ている場合 

「法第50条の12第1項第1号に基づ

く確認を行った結果、平成○年○月○

日に保有するすべての共済契約につ

いて、責任準備金が健全な共済の数理

に基づいて積み立てられていること

を確認しました。」 

(2) 責任準備金不足相当額が発生して

おり、それに対して追加的な責任準備

金を積み立てている場合 

「○○共済及び○○共済については、

○○○○円の不足額が生じておりま

すが、○○年度末において当該不足額

が積み増されており、責任準備金が適

正に積み立てられていると思料いた

します。」 

(3) 責任準備金不足相当額が発生して

いるが、追加的な責任準備金を積み立

てていない場合 

「○○共済及び○○共済については、

現在の責任準備金の積立水準では不

足しており、○○○○円の積み増しを

行う必要があると思料いたします。」 

(4) 事業の運営方針の変更により、責任
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．附属報告書の記載内容は、次の各号のと

おりとする。 

① 概要 

確認の対象範囲 確認方法 当該事業

年度末の責任準備金の額 

当該事業年度の特記事項 確認結果 

考察 

② 確認方法と使用データ 

確認方法 1 号分析期間 1 号収支分析

の実施区分とその理由 データ内容 

データの提供者 

準備金の不足相当額の積立てを全く

行わない旨の意見を提出する場合 

「法第50条の12第1項第1号に基づ

く確認を行った結果、平成○年○月○

日に保有するすべての共済契約につ

いて、○○○○（事業運営の方針の変

更）を行った場合には、現在の責任準

備金の水準で問題がないと思料いた

します。」 

(5) 事業の運営方針の変更を行っても、

なお、責任準備金の積立てが、不十分

である場合 

「○○共済、○○共済、○○共済につ

いては、○○○○（事業の運営方針の

変更）を行った上で、責任準備金の不

足相当額として、○○○○円を積み立

てる必要があると思料いたします。」 

第 2項 

① 責任準備金が適正に積み立てられて

いない旨の意見書を提出する場合及び

事業の運営方針の変更により責任準備

金の不足相当額に対応する旨の意見書

を提出する場合には、その根拠となるデ

ータなどを、必要に応じて附属報告書に

記載しなければならない。 

② 実務指針要領に準拠した 1 号収支分

析や、その他の方法による分析を行った

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．附属報告書の記載内容は、以下の通りと

する。 

① 概要 

確認の対象範囲 確認方法 当該年度

末の責任準備金の額 

当該年度の特記事項 確認結果 考察 

 

② 確認方法と使用データ 

確認方法 1号分析期間 1 号収支分析

の実施区分とその理由 データ内容 

データの提供者 

準備金の不足相当額の積立を全く行

わない旨の意見を提出する場合 

「法第50条の12第1項第1号に基づ

く確認を行った結果、平成○年○月○

日に保有するすべての共済契約につ

いて、○○○○（事業運営の方針の変

更）を行った場合には、現在の責任準

備金の水準で問題ないと思料いたし

ます。」 

(5) 事業の運営方針の変更を行っても、

なお、責任準備金の積立が、不十分で

ある場合 

「○○共済、○○共済、○○共済につ

いては、○○○○（事業の運営方針の

変更）を行った上で、責任準備金の不

足相当額として、○○○○円を積み立

てる必要があると思料いたします。」 

第 2項 

① 責任準備金が適正に積み立てられて

いない旨の意見書を提出する場合、及び

事業の運営方針の変更により責任準備

金の不足相当額に対応する旨の意見書

を提出する場合には、その根拠となるデ

ータなどを、必要に応じて附属報告書に

記載しなければならない。 

② この実務指針要領に準拠した将来収

支分析や、その他の方法による分析を行
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

入手不可能なデータとその理由 確認

に用いた仮定 

告示に準拠している場合は準拠してい

る旨 告示及び実務指針要領に準拠し

ている場合には準拠している旨 実務

指針要領に準拠していない場合はその

内容と理由 

③ 1号収支分析のシナリオ設定とその前

提 

設定シナリオの内容 シナリオ設定に

おける前提 

④ 確認結果と考察 

場合においては、その分析方法の詳細、

使用データ、分析結果、考察などを附属

報告書に記載しなければならない。 

入手不可能なデータとその理由 確認

に用いた仮定 

告示に準拠している場合は準拠してい

る旨、告示及び共済計理人の実務指針要

領に準拠している場合には準拠してい

る旨 共済計理人の実務指針要領に準

拠していない場合はその内容と理由 

③ 1 号収支分析のシナリオ設定とその

前提 

設定シナリオの内容 シナリオ設定に

おける前提 

④ 確認結果と考察 

った場合においては、その分析方法の詳

細、使用データ、分析結果、考察などを

附属報告書に記載しなければならない。 

第 40 条（法第 50 条の 12 第 1項第 2号等に

関する意見書の記載） 

１．割戻しに関する意見書には、次の各号に

掲げるものについて記載しなければなら

ない。 

① 意見書の対象となる共済契約 

② 組合全体の割戻しの財源、健全性維

持、共済事業の種類ごとの割戻しの財源

及びアセット・シェアに基づく検証結果

に対する意見 

③ 対策を講じることが必要な場合には

その対策 

 

 

 

第 40 条（法第 50 条の 12 第 1項第 2号等に

関する意見書の記載） 

第1項 

割戻しに関する意見書においては、契

約者割戻し及び利用分量割戻しのそれ

ぞれに対し、割戻しの確認の範囲及び確

認の結果について、例えば、次の(1)か

ら(5)に示す文言で意見書に記載するこ

ととする。 

(1) 問題のない場合 

「法第50条の12第1項第2号に基づ

く確認を行った結果、平成○年度決算

における契約者割戻しが、公正かつ衡

平なものであることを確認しまし

た。」 

第 40 条（法第 50条の 12第 1項第 2号等に

関する意見書の記載） 

１．割戻しに関する意見書には、以下に掲げ

るものについて記載しなければならない。 

 

① 意見書の対象となる共済契約 

② 組合全体の割戻財源、共済事業毎の割

戻財源、及びアセット・シェアに基づく

検証結果に対する意見 

 

③ 対策を講じることが必要な場合には

その対策 

 

 

 

第 40 条（法第 50 条の 12 第 1 項第 2 号等に

関する意見書の記載） 

第1項 

割戻しに関する意見書においては、契

約者割戻し及び利用分量割戻しのそれ

ぞれについて、割戻しの確認の範囲及び

確認の結果について、例えば、以下に示

す文言で意見書に記載することとする。 

 

(1) 問題のない場合 

「法第50条の12第1項第2号に基づ

く確認を行った結果、平成○年度決算

における契約者割戻しが、公正かつ衡

平なものであることを確認しまし

た。」 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「『実務指針要領』に基づく確認を行

った結果、平成○年度決算における利

用分量割戻しが、公正かつ衡平なもの

であることを確認しました。」 

(2) 組合全体の割戻しの財源が確保で

きていない場合 

「平成○年度決算における契約者割

戻し（利用分量割戻し）については、

資産・負債の状況から判断して、割戻

水準は過大であると思料いたしま

す。」 

(3) 特定の共済事業の種類において、割

戻しの財源が確保できていない場合 

「平成○年度決算における契約者割

戻し（利用分量割戻し）については、

○○共済の共済事業について、対応す

る資産の状況から判断して、割戻水準

は過大であると思料いたします。」 

(4) 第 24 条第 1 項ただし書又は同条第

2項ただし書の規定を適用する場合 

「平成○年度決算における契約者割

戻し（利用分量割戻し）については、

『実務指針要領』に定める割戻可能財

源に不足が生じておりますが、満期保

有目的の債券及び責任準備金対応債

券の含み損によるものであり、当該割

戻額を支出してもなお十分な流動性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「『実務指針要領』に基づく確認を行

った結果、平成○年度決算における利

用分量割戻しが、公正かつ衡平なもの

であることを確認しました。」 

(2) 組合全体の割戻財源が確保できて

いない場合 

「平成○年度決算における契約者割

戻し（利用分量割戻し）については、

資産・負債の状況から判断して、割戻

水準は過大であると思料いたしま

す。」 

(3) 特定の共済事業において、割戻財源

が確保できていない場合 

「平成○年度決算における契約者割

戻し（利用分量割戻し）については、

○○共済の共済事業について、対応す

る資産の状況から判断して、割戻水準

は過大であると思料いたします。」 

(4) 第 24 条第 1 項ただし書又は同条第

2項ただし書の規定を適用する場合 

「平成○年度決算における契約者割

戻し（利用分量割戻し）については、

『実務指針要領』に定める割戻可能財

源に不足が生じておりますが、満期保

有目的の債券及び責任準備金対応債

券の含み損によるものであり、当該割

戻額を支出してもなお十分な流動性
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．附属報告書の記載内容は、次の各号のと

おりとする。 

① 概要 

確認の対象範囲 確認方法 割戻方式

と水準 

当該事業年度の特記事項 確認結果 

考察 

② 確認方法と使用データ 

確認方法 割戻しの財源の確認の実施

区分とその理由 データ内容 データ

の提供者 

入手不可能なデータとその理由 確認

に用いた仮定 

告示に準拠している場合は準拠してい

資産が確保されていることを条件に

割戻水準は過大ではないと思料いた

します。」 

(5) アセット・シェアに基づく検証の結

果、割戻しが適正でないと判断する場

合 

「平成○年度決算における契約者割

戻し（利用分量割戻し）については、

○○共済及び○○共済について、共済

計理人の実務指針要領に従ったアセ

ット・シェアに基づく検証を行った結

果、公正かつ衡平ではないと思料いた

します。」 

第 2項 

割戻しに関する意見書においては、組

合全体の割戻しの財源の確認、健全性維

持の確認、共済事業の種類ごとの割戻し

の財源の確認及び代表契約のアセッ

ト・シェアの確認の結果について記載し

なければならないことから、附属報告書

では、それぞれに対応した確認方法、使

用データなどについて記載する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．附属報告書の記載内容は、以下の通りと

する。 

① 概要 

確認の対象範囲 確認方法 割戻方式

と水準 

当該年度の特記事項 確認結果 考察 

 

② 確認方法と使用データ 

確認方法 割戻財源確認の実施区分と

その理由 データ内容 データの提供

者 

入手不可能なデータとその理由 確認

に用いた仮定 

告示に準拠している場合は準拠してい

資産が確保されていることを条件に、

割戻し水準は過大ではないと思料い

たします。」 

(5) アセット・シェアに基づく検証の結

果、割戻しが適正でないと判断する場

合 

「平成○年度決算における契約者割

戻し（利用分量割戻し）については、

○○共済及び○○共済について、共済

計理人の実務指針要領に従ったアセ

ット・シェアに基づく検証を行った結

果、公正かつ衡平ではないと思料いた

します。」 

第 2項 

割戻しに関する意見書においては、組

合の割戻所要額の確認、共済事業毎の割

戻所要額の確認、代表契約のアセット・

シェアの確認について記載しなければ

ならないことから、附属報告書では、そ

れぞれに対応した確認方法、使用データ

などについて、記載する必要がある。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

る旨 告示及び実務指針要領に準拠し

ている場合には準拠している旨 実務

指針要領に準拠していない場合はその

内容と理由 

③ 確認結果と考察 

る旨、告示及び共済計理人の実務指針要

領に準拠している場合には準拠してい

る旨 共済計理人の実務指針要領に準

拠していない場合はその内容と理由 

③ 確認結果と考察 

第 41 条（法第 50 条の 12 第 1項第 3号に関

する意見書の記載） 

１．財産の状況に関する意見書には、次の各

号に掲げるものについて記載しなければ

ならない。 

① 事業継続基準について、3号収支分析

の結果に対する意見 

② 事業継続基準について、対応策を講じ

ることが必要な場合にはその対応策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 41 条（法第 50 条の 12 第 1項第 3号に関

する意見書の記載） 

第1項 

① 事業継続基準に関する意見書におい

ては、確認の結果について、例えば、次

の(1)から(4)に示す文言で意見書に記

載することとする。 

(1) 事業継続基準を満たすことができ

る場合 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

き、将来の収支を予測した結果、将来

の事業運営環境等が平成 21 年 10 月

15日厚生労働省告示第445号及び『実

務指針要領』に定められた前提条件の

とおりに推移した場合には、将来の時

点における資産の額が、当該将来の時

点における負債の額に対して、共済事

業の継続の観点から適正な水準を維

持できることを確認しました。」 

(2) 事業継続基準を満たすことができ

ない場合 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

第 41 条（法第 50条の 12第 1項第 3号に関

する意見書の記載） 

１．財産の状況に関する意見書には、以下に

掲げるものについて記載しなければなら

ない。 

① 事業継続基準について、3号収支分析

の結果に対する意見 

② 事業継続基準について、対応策を講じ

ることが必要な場合にはその対応策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 41 条（法第 50 条の 12 第 1 項第 3 号に関

する意見書の記載） 

第1項 

① 事業継続基準に関する意見書におい

ては、確認の結果について、例えば、以

下に示す文言で意見書に記載すること

とする。 

(1) 事業継続基準を維持できる場合 

 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

き、将来の収支を予測した結果、将来

の事業運営環境等が平成 21 年 10 月

15日厚生労働省告示第445号及び『実

務指針要領』に定められた前提条件の

とおりに推移した場合には、将来の時

点における資産の額が、当該将来の時

点における負債の額に対して、共済業

の継続の観点から適正な水準を維持

できることを確認しました。」 

(2) 事業継続基準を維持できない場合 

 

「法第50条の12第1項第3号に基づ
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

き、将来の収支を予測した結果、将来

の事業運営環境等が平成 21 年 10 月

15日厚生労働省告示第445号及び『実

務指針要領』に定められた前提条件の

とおりに推移し、かつ、新たな資本調

達等の事業の運営方針を実施しなか

った場合には、共済事業の継続が困難

となる可能性があると思料いたしま

す。」 

(3) 事業の運営方針の変更を行った上

で、事業継続基準を満たすことができ

る場合 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

き、将来の収支を予測した結果、将来

の事業運営環境等が平成 21 年 10 月

15日厚生労働省告示第445号及び『実

務指針要領』に定められた前提条件の

とおりに推移し、かつ、新たな資本調

達等の事業の運営方針を実施しなか

った場合には、○○○○（事業の運営

方針の変更）を行った上で、将来の時

点における資産の額が、当該将来の時

点における負債の額に対して、共済事

業の継続の観点から適正な水準を維

持できるものと思料いたします。」 

(4) 第 29 条第 1 項ただし書の規定を適

用する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

き、将来の収支を予測した結果、将来

の事業運営環境等が平成 21 年 10 月

15日厚生労働省告示第445号及び『実

務指針要領』に定められた前提条件の

とおりに推移し、かつ、新たな資本調

達等の事業の運営方針を実施しなか

った場合には、共済業の継続が困難と

なる可能性があると思料いたしま

す。」 

(3) 事業の運営方針の変更を行った場

合には、事業継続基準を維持できる場

合 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

き、将来の収支を予測した結果、将来

の事業運営環境等が平成 21 年 10 月

15日厚生労働省告示第445号及び『実

務指針要領』に定められた前提条件の

とおりに推移し、かつ、新たな資本調

達等の事業の運営方針を実施しなか

った場合には、○○○○（事業の運営

方針の変更）を行った上で、将来の時

点における資産の額が、当該将来の時

点における負債の額に対して、共済業

の継続の観点から適正な水準を維持

できるものと思料いたします。」 

(4) 第 29 条第 1 項ただし書の規定を適

用する場合 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 支払余力比率の確認の結果に対する

意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

き、将来の収支を予測した結果、将来

の事業運営環境等が平成 21 年 10 月

15日厚生労働省告示第445号及び『実

務指針要領』に定められた前提条件の

とおりに推移した場合には、実務指針

要領第 29 条に定める事業継続基準不

足相当額が発生しております。 

しかし、当該不足相当額は満期保有目

的の債券及び責任準備金対応債券の

含み損によるものであり、分析期間を

通じて十分な流動性資産が確保され

ることを条件に共済事業の継続が困

難とはならないものと思料いたしま

す。」 

② 支払余力比率の確認の結果について、

例えば、次の(1)及び(2)に示す文言で意

見書に記載することとする。 

(1) 支払余力比率が適当な場合 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

く確認を行った結果、 

○ 法第 50 条の 5 第 1 号に掲げる額

は規則第166条の2の規定に照らし

て適正であること 

○ 法第 50 条の 5 第 2 号に掲げる額

は規則第166条の3の規定に照らし

て適正であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 支払余力比率の確認の結果に対する

意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

き、将来の収支を予測した結果、将来

の事業運営環境等が平成 21 年 10 月

15日厚生労働省告示第445号及び『実

務指針要領』に定められた前提条件の

とおりに推移した場合には、実務指針

要領第 29 条に定める事業継続基準不

足相当額が発生しております。 

しかし、当該不足相当額は満期保有目

的の債券及び責任準備金対応債券の

含み損によるものであり、分析期間を

通じて十分な流動性資産が確保され

ることを条件に、共済事業の継続が困

難とはならないものと思料いたしま

す。」 

② 支払余力比率の確認の結果について、

例えば、以下に示す文言で意見書に記載

することとする。 

(1) 支払余力比率が適当な場合 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

く確認を行った結果、 

○ 法第 50 条の 5 第 1 号に掲げる額

は規則第166条の2の規定に照らし

て適正であること 

○ 法第 50 条の 5 第 2 号に掲げる額

は規則第166条の3の規定に照らし

て適正であること 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．附属報告書のうち事業継続基準に関する

記載内容は、次の各号のとおりとする。 

① 概要 

確認の対象範囲 確認方法 当該事業

年度の特記事項 

確認結果 考察 

を確認し、規程第 4 条の 2 の規定に

照らして共済金等の支払能力の充実

の状況が共済の数理に基づき適当で

あると確認しました。」 

(2) 支払余力比率が適当でない場合 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

く確認を行った結果、 

○ 法第 50 条の 5 第 1 号に掲げる額

は規則第166条の2の規定に照らし

て適正であること 

○ 法第 50 条の 5 第 2 号に掲げる額

は規則第166条の3の規定に照らし

て適正であること 

を確認しました。したがいまして、規

程第4条の2の規定に照らして共済金

等の支払能力の充実の状況が共済の

数理に基づき適当でないと思料いた

します。」 

③ 事業継続基準及び支払余力比率の確

認について、意見書及び附属報告書を分

離して作成することもできるものとす

る。 

 

第 2項 

① 事業継続基準を満たすことができな

い旨の意見書を提出する場合及び事業

の運営方針の変更により事業継続基準

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．附属報告書のうち事業継続基準に関する

記載内容は、以下の通りとする。 

① 概要 

確認の対象範囲 確認方法 当該年度

の特記事項 

確認結果 考察 

を確認し、規程第 4 条の 2 の規定に

照らして共済金等の支払能力の充実

の状況が共済の数理に基づき適当で

あると確認しました。」 

(2) 支払余力比率が適当でない場合 

「法第50条の12第1項第3号に基づ

く確認を行った結果、 

○ 法第 50 条の 5 第 1 号に掲げる額

は規則第166条の2の規定に照らし

て適正であること 

○ 法第 50 条の 5 第 2 号に掲げる額

は規則第166条の3の規定に照らし

て適正であること 

を確認しました。従いまして、規程第

4条の 2の規定に照らして共済金等の

支払能力の充実の状況が共済の数理

に基づき適当でないと思料いたしま

す。」 

③ 事業継続基準及び支払余力比率の確

認について、意見書及び附属報告書を分

離して作成することもできるものとす

る。 

 

第 2項 

① 事業継続基準が維持できない旨の意

見書を提出する場合、及び事業の運営方

針の変更により事業継続基準を維持可
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

② 確認方法と使用データ 

確認方法 3 号分析期間 データ内容 

データの提供者 

入手不可能なデータとその理由 確認

に用いた仮定 

告示に準拠している場合は準拠してい

る旨 告示及び実務指針要領に準拠し

ている場合には準拠している旨 実務

指針要領に準拠していない場合はその

内容と理由 

③ 3号収支分析のシナリオ設定とその前

提 

設定シナリオの内容 シナリオ設定に

おける前提 

④ 確認結果と考察 

３．附属報告書のうち支払余力比率の確認に

関する記載内容は、次の各号のとおりとす

る。 

① 概要 

確認の対象範囲 確認方法 当該事

業年度の特記事項 確認結果 考察 

② 支払余力比率の確認に関する事項 

イ．支払余力総額の確認方法 

確認方法（3 号の 2 収支分析のシ

ナリオ設定とその前提を含む。）  デ

ータの提供者 

ロ．リスクの合計額の確認方法 

を満たすことができる旨の意見書を提

出する場合には、その根拠となるデータ

などを、必要に応じて附属報告書に記載

しなければならない。 

② 実務指針要領に準拠した 3 号収支分

析や、その他の方法による分析を行った

場合においては、その分析方法の詳細、

使用データ、分析結果、考察などを附属

報告書に記載しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 項 

①  支払余力比率が適当でない旨の意見

書を提出する場合には、その根拠となる

データなどを、必要に応じて附属報告書

に記載しなければならない。 

② 実務指針要領に準拠した3号の2収支

分析の分析方法の詳細、使用データ、分

析結果、考察などを附属報告書に記載し

なければならない。 

② 確認方法と使用データ 

確認方法 3 号分析期間 データ内容 

データの提供者 

入手不可能なデータとその理由 確認

に用いた仮定 

告示に準拠している場合は準拠してい

る旨、告示及び共済計理人の実務指針要

領に準拠している場合には準拠してい

る旨 共済計理人の実務指針要領に準

拠していない場合はその内容と理由 

③ 3 号収支分析のシナリオ設定とその

前提 

設定シナリオの内容 シナリオ設定に

おける前提 

④ 確認結果と考察 

３．附属報告書のうち支払余力比率の確認に

関する記載内容は、以下の通りとする。 

 

① 概要 

確認の対象範囲 確認方法 当該年

度の特記事項 確認結果 考察 

② 支払余力比率の確認に関する事項 

イ．支払余力総額の確認方法 

確認方法（3 号の 2 収支分析のシ

ナリオ設定とその前提を含む）  デ

ータの提供者 

ロ．リスク合計額の確認方法 

能とする旨の意見書を提出する場合に

は、その根拠となるデータなどを、必要

に応じて附属報告書に記載しなければ

ならない。 

② この実務指針要領に準拠した将来収

支分析や、その他の方法による分析を行

った場合においては、その分析方法の詳

細、使用データ、分析結果、考察などを

附属報告書に記載しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 項 

支払余力比率が適当でない旨の意見書

を提出する場合には、その根拠となるデー

タなどを、必要に応じて附属報告書に記載

しなければならない。 
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

確認方法 データの提供者 

③ 確認結果と考察 

 確認方法 データの提供者 

③ 確認結果と考察 

附則第1条（適用時期） 

１.この実務指針要領は平成 18 年度の決算

から適用される。 

２.平成 22 年 3 月の改正は平成 21 年 4 月 1

日以降に開始する事業年度の決算から適

用される。 

３.平成 25年 4月の改正は平成25年 3月 31

日以降に終了する事業年度の決算から適

用される。 

４.平成 27年 4月の改正は平成27年 3月 31

日以降に終了する事業年度の決算から適

用される。 

５.平成 28年 4月の改正は平成28年 3月 31

日以降に終了する事業年度の決算から適

用される。 

６.平成 29年 4月の改正は平成29年 3月 31

日以降に終了する事業年度の決算から適

用される。 

 
附則第1条（適用時期） 

１.この実務指針要領は平成 18 年度の決算

から適用される。 

２.平成 22 年 3 月の改正は平成 21 年 4 月 1

日以降に開始する事業年度の決算から適

用される。 

３.平成25年 4月の改正は平成25年 3月 31

日以降に終了する事業年度の決算から適

用される。 

４.平成27年 4月の改正は平成27年 3月 31

日以降に終了する事業年度の決算から適

用される。 

５.平成28年 4月の改正は平成28年 3月 31

日以降に終了する事業年度の決算から適

用される。 

 

（新設） 

 

附則第2条（経過措置） 

当分の間、第8条、第 16条、第 27条、

第 32 条の規定に従い将来収支分析、ネッ

ト・アセット・シェア及び割戻可能財源等

の計算を行う際には、期中の数値に基づく

推定値の使用、平均ポートフォリオ方式な

 
附則第2条（経過措置） 

当分の間、第8条、第 16条、第 27条、

第 32 条の規定に従い将来収支分析、ネッ

ト・アセット・シェア及び割戻可能財源等

の計算を行う際には、期中の数値に基づく

推定値の使用、平均ポートフォリオ方式な
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共済生協の実務指針要領 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔新〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領解

説書」（一般社団法人 日本共済協会 

生活協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合

における共済計理人の実務指針要領」

（一般社団法人 日本共済協会 生活

協同組合委員会）） 

共済生協の実務指針要領の解説書 

〔旧〕 

 
（「共済事業を行う消費生活協同組合に

おける共済計理人の実務指針要領解説

書」（一般社団法人 日本共済協会 生

活協同組合委員会）） 

どの簡便な方法による代替などを認める。 どの簡便な方法による代替などを認める。 

附則第 3条（時価会計導入に係る経過措置） 

「金融商品に関する会計基準」を適用し

ていないことにより、有価証券の保有目的

による区分が行われていない場合には、第

24 条及び第 29 条において、「満期保有目

的の債券及び責任準備金対応債券」を「円

建債券」と読み替える。 

 附則第3条（時価会計導入に係る経過措置） 

「金融商品に関する会計基準」を適用し

ていないことにより、有価証券の保有目的

による区分が行われていない場合には、第

24 条及び第 29 条において、「満期保有目

的の債券及び責任準備金対応債券」を「円

建債券」と読み替える。 

 

 


